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第4節　株　主　総　会
SECTION　IV
ASSEMBLEES　D’ACTIONNAIRES
　〔前　註〕
　　　1．株主総会の地位と現実　　株主総会は，取締役または監事会構成員の選
任および解任の権限を有し，会社の定款変更・解散・合併・計算書類の承認・利益
分配の決定，その他会社の組織および財産などに関する重要な事項について，会社
の意思を決定する資本民主主義の機関として，会社の最高機関（organe　supr6me）
たる地位を有している。このように株主総会の制度は，本来，政治上の民主主義の
影響のもとに成立したものであって，そこには，すべての株主が出席して，自由な
討議と表決によって，会社の重要事項につぎ，その最高意思を決定するものである
ことは疑いをし・れない。
　　しかし，株主総会の現実は，この法の理想からすこぶる遠いものであって，法と
現実との乖離は明白である。すなわち，株主総会の民主制は，株主不在の実態と白
紙委任状の慣行とが結びつき，寡頭支配体制（sys寵me　oHgarchique）によって破
壊されているのが現状であり（Hamiaロt，II．p，121），また会社運営に対する株主
の無関心は．株主を会社の最高権限を行使する社員とみなす伝統的な概念に対する
批判を招来している（RiPert　par　Roblot，P・609）。
　　　2．改正の基本方針と主要な改正点　　しかしながら，現実はいかにあれ，
株式会社が株主の出資を基礎とする営利団体であり，その経営の結果が株主の利害
に影響するものであるかぎり，株主総会の存在を否定することは適当でなく，株主
を経営と結びつける通路は必要であって，その意味における株主総会の存在意義は
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失われていない。
　　かかる観点から，株主総会の形式化ということが一般的に指摘されているにも
かかわらず，1966年7月24日の改正法は，株主総会に関する制度を根本的にくつ返
すことなく，むしろ，株主総会の適正な機能の発揮を期待し，従前の欠陥を改善し
ていく方向にその基本方針を示している。
　　かかる方針のもとに実現された改正の中で，もっとも顕著なのは，株主を会社
運営（1a　vie　de　la　soci6t6）により積極的に参加させることを目的とするいくつか
の措置である。たとえぽ，資本の5パーセソト以上に当る株主に対して，取締役候
補者の推せん以外についての議案に議事日程の記載請求権を与えたこと（法160条）。
他の国の立法に比べてその遅れが指摘されていた株主の情報（information）につい
て，従前の閲覧権だけでなく，会社の情報に関する各種の報知請求権を新設したこ
と．とくに，総会開催前において，総会に提出されるべき書類の調査権（法168条），
および会社側が送付する委任状の添付書類について詳細な規制を加えたこと（法
162条）が注目される。
　　しかし，右と同一の目的から，Pleven委員会によって提案された書面投票
（1e　vote　par　cQrrespondance）方式の導入は実現されなかった。その反対理由と
しては，この方式がEEC諸国においては採用されていないこと，投票の正規性（la
r6gularit6des　scrutins）の監督が困難であること，書面投票はイエスかノーかの
答のみを可能にし，取締役会の提出した議案に対する変更の可能性をなくさせるこ
と，などがあげられている（Hamiaut，II．PP。122et123）。
　　以上のほか，旧法の規定が改正され，あるいは明確化された点としては，
　　（1）特別総会，通常総会および種類株主総会の間に，その権限，定足数および
決議要件について，きわめて明確なる区別が設けられたこと　（法153条ないし157
条）。
　　（2）総会における株主代理の条件，ことにその代理人たるべき者の資格が明記
されたこと（法161条）。
　　（3）従来不明確であり，学説の対立があった株式の用益権者と虚有権者との議
決権の帰属について明確化されたこと（法163条）。
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　　（4）総会の審議（d61iberations）に関する規制をより詳細にしたこと。
　　（5）総会議事録の作成と備置について厳格な規制を加えたこと（法170条，令
149条）。
　　（6）2倍議決権を設ける可能性の制限（法175条，176条）。
　　（7）総会開催に関する規定違反に課される刑事制裁の増加，などを指摘するこ
とができる　（Gide，1。PP．297et298）。
　　なお，株主総会に関する規定はその殆どすべてが強行性を有し，定款の作成者
に対してわずかな自発性しか許していない。これは株式会社の制度性（caract前e
institutionelle）のもっとも顕著な表示の一つである（Vuillermet　et　H：ureau，P・
441）。
　　　3．創立性総会・混合総会　　株主総会は，本節において明規されている特
別総会，通常総会および種類株主総会のほかに，創立性総会（1es　assemb16esゑ
caractさre　constitutif）および混合総会（1es　assemb16es　mixtes）が問題となる。
　　創立性総会は，現物出資による資本増加の場合およびそのさいに特別利益が約
定された場合に，現物出資の評価および特別利益の付与の審議を目的として開かれ
る総会であって，特別総会の形式をとるが，ただ，議決権については創立総会に関
する法第82条の規定がこの総会に適用されるため，とくに創立性総会と呼ばれるも
のである（法193条，82条参照）。
　　混合総会は，通常総会に属する決議と特別総会に属する決議とが同一の総会に
おいて行なわれる場合の総会を意昧する。混合総会の本質的な利益は，相連続する
2種の総会の開催を1つの総会にまとめることができ，かつ2通の出席簿の作成を
回避せしめうることである。かかる利益にもとづき，旧法において混合総会に関す
る明文の規定がないにもかかわらず，実際の慣行として多く利用され，判例もこの
慣習に反対の態度を示していなかった。新法の下でも，なおこれに関する規定は設
けられていないが，混合総会の開催をとくに禁止すべき法的根拠も存在しないので，
旧制度の下におけると同様に，この開催は可能なものと解されている。
　　ただし，混合総会の開催については，次の条件の存在に注意しなければならな
い。すなわち，第1に，総会への出席権が通常総会において制限されていないこと，
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第2に，定款が議決権数の制限条項を含んでいるときは，この制限は2種の総会に
ついて一律であることである。この条件を充足するかぎりにおいてのみ，通常総会
と特別総会の権限に属する議案を審議・決定するための混合総会を開催することが
でぎる（Gide，1。PP．391－393）。
法第153条〔特別総会〕
　①特別総会にかぎり，定款のすべての規定を変更することができる。
これに反する条項は，すべて記載のないものとみなされる。ただし，特
別総会は，適法に行なわれた株式併合の場合を除き，株主の義務を増大
することはできない。
　②特別総会は，出席した株主またはその代理人が，第1回の招集にも
とづくとぎは議決権のある株式の2分の1以上を，第2回の招集にもと
づくときはその4分の1以上を有するときにかぎり，有効に決議するこ
とができる。第2回の招集に必要な定足数を欠くときは，第2回総会は，
その招集の日から2ヵ月以内の日にこれを延期することができる。
　③特別総会は，表示された議決権の3分の2の多数をもって決する。
票決に付される場合には，白票は有効投票として算入しない。
　：Loi　Art．153．一L’assemb16e　g6n6rale　extraordinaire　est　seule
habilit6e　a　mo（1i丘er　les　statuts　dans　toutes　leurs（iispositions；toute
clause　contraire　est　r6put6e　non6crite．　Elle　ne　peut，toutefois，
augmenter　les　engagements　des　actionnaires，sous　r6serve　des
oP6rations　r6sultant　d’un　regroupement　d’actions　r6guliさrement
effectu6．
　Elle　ne　d61ibさre　valablement　que　si　les　actiomaires　pr6sents　ou
repr6sent6s　possさdent　au　moins，sur　premiさre　convocation，1a
moiti6et，surdeuxiさmeconvocation，1equartdesactionsayantle
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droit　de　vote．A　d6faut　de　ce　demier　quorum，1a　deuxiさme
assemb16e　peut　etre　proro96e　a　une　date　post6rieure　de　deux　mois
auplusacellealaquelleelleavait6t6convoqu6e．
　Elle　statueき1a　majorit6des　deux　tiers　des　voix　exprim6es；
dans　le　cas　o血il　est　proc6d6a　un　scrutin，il　n’est　pas　tenu　compte
des　bulletins　blancs．
令第95条〔旧型の会社における定款変更申告：書の署名〕
　定款変更の場合に，会社法第6条第1項にもとづいて作成される申告書には，取
締役の署名，副社長がおかれているとぎは，その署名がなされなければならない。
　D6c．A比95．一La　d6claration6tablie　en　app11cation　de1’a痴cle6，alin6a
ler，de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　est　sign6e，en　cas　de　modi一
丘cation　des　statuts　de　la　soci6t6，p＆r　les　administrateurs　et，1e　cas
6ch6ant，par　Ies　directeurs　g6n6raux』
令第119条〔新型の会社における定款変更申告書の署名〕
　定款変更の場合に，会社法第6条第1項にもとづき作成される申告書には，監
事会および董事会の構成員の署名がなけれぽならない。
　D6c．Art．119．』La　d6claration6tablie　en　application　de1’article6，alin6a
ler，de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　est　sign6e，en　cas　de　modi一
五cation　des　statuts　de　la　soci6t6，par　les　membres　du　conseil　de　survei1－
1ance　et　par　les　membres　du　directoire．
　〔解　説〕
　　　1．特別総会の権限　　旧会社法におけると同様に，特別総会は本質的に定
款の変更を目的とする総会であり，定款の変更は特別総会の専属権限に属する。か
くて，特別総会の権限は非常に広汎であり，たとえば，会社目的の変更（目的の拡張
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または制限），資本の増減，利益分配方法の変更，会社の存続期間の延長，解散・
合併，会社の管理または指揮に関する定款規定の変更など，原則として，定款に定
める規定の変更はすべて特別総会の権限とされる。しかも，この特別総会に関する
規定は強行規定であって，この規定に反する記載はすべて記載がないものとみなさ
れる。そこから次の4つの効果が生れる。
　　（1）取締役会または通常総会は，本法に特別の定めのある場合を除いて（例え
ば，同一または隣接県内における本店の移転（99条，125条）），定款を変更する権
限を有しない（Paris，27novemb「e1931，」・Soc・1932●149）。
　　（2）定款の変更は特別総会の決議をもって行なう。それがたとえ全員一致であ
っても，個人的な同意によって，これを回避したり代替したりすることはできない
（Amiens，7mai1963，D．1964som46）o
　　（3）定款の変更権限は，本法により厳格に明規されているので，定款はこの権
限を拡張または制限することはできない。たとえぽ，定款は株主の義務の増加を決
定するために特別総会に権限を与えることも，会社目的を変更することを特別総会
の権限から取り上げることもできない。
　　（4）定款変更権限の行使を特別の条件に従わせることはできない。ことに，特
別総会は取締役会または董事会の提案にもとづいてのみ定款を変更することができ
る旨を定めることはできない。
　　　2．特別総会の権限に封する制限および例外　　以上のように，特別総会の
権限はきわめて広汎であり，排他性を有するものであるが，これについては次のよ
うな制限および例外が存する。
　　（1）制限　　これは株主の義務を増加する場合と会社の国籍変更の場合の2つ
であるが，後者は次条でとくに定められているので，ここでは前者についてのみ説
明する。
　　株主義務の増加の観念について，本条は，とくに明白にしていないが，1937年
2月9目の破穀院判決（D・P．1937，1．73）はr株主の義務は，総会のなした処置
が会社または第三者に対する株主の責任加重を生ぜしめる場合にかぎり増加する」
として，その意味を明らかにしている。たとえば，特別総会は株主に対し追出資を
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求めたり，新株の引受を強制することはできない。同様に，特別総会は合名会社や
民事会社への組織変更を決定することはできない。けだし，この場合には，株主は
その個人財産をもって会社債務につき直接責任を負わされるからである。ただし，
株主の権利を減少する決議は株主義務の増加を構成しない。たとえば，利益配当に
関する権利の縮少とか株式の自由譲渡性の制限などは，株主義務の増加とはならな
いから，特別総会の決議によらてこれを行なうことがでぎる（Mercadal　et　a1，P．
534）。
　　また，本条は適法に行なわれた株式併合から生ずる処置は，株主義務の増加と
はみなさないとしている（1項）。株式の併合行為は，多くの場合に，新株と交
換すべき旧株の必要数（またはその最低数の倍数）を有しない株主にとっては，端
株を売却または購入する義務を生ぜしめる。改正前の旧制度の下では，かかる行為
は株主義務の増加を構成するものと考えられていた（Houp至n　et　Bosvieux，t・II・
n。922et1262；Hamel　et　Lagarde，t。1．n。697）。ただし，次の2つの場合には
事情は異なる。すなわち，（a）．株式の併合が法令の規定にもとづき行なわれたとぎ。
（b）．損失を原因とする資本減少の場合に，この減少が法定最低限に株式の券面額を
維持することを条件に株式数の減少によってのみ行なわれるとき。
　（a）新会社法は，まず，株式の併合については，適法に行なわれた株式併合から
生ずる処置は株主義務の増加を構成しない旨を明文化している（1項）。ここでr適
法に行なわれた株式の併合」とは，1948年10月30日の命令第6条以下により，上場
会社に対してその証券を5フラン以上の株式に併合することをみとめている場合，
および1948年4月5日の命令によって補完された1964年7月10目法に従い，上場株
式の場合と同一の原則にもとづいて，25フラン以下の額面を有する非上場株式は最
大限100フラソの株式に併合することを認めた場合の2つを意味する（Ripert　par
Roblot，p・619）。非上場株式の併合にもとづき端株が生ずる場合には．定款が明示
的にかかる権能を定め，かつ株主に対し端株の買入または売却義務を定めていると
きにかぎり可能と解せられる（1954年6月14日のパリ控訴院判決一（王P・1954・2・
270一は，法令の定めにもとづく株式併合のほかに，株式の券面額の変更権限を特
別総会に与える定款の条項にもとづく株式の併合をみとめている）。
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　（b）損失を原因とする資本減少に関しては，従来の解決は維持されている。この
行為が株式の交換によってのみ行なわれるときは，これに伴う端株に関する処置は
必要悪（mal　n6cessaire）であり，会社利益（int6ret　socia1）によって正当化され
る。したがって，株主はその処置が義務の増加を生ぜしめることを理由に反対でき
ない。この解決は，損失にもとづかない資本減少を含めて，すべての資本減少の場
合に適用されうるものと考える。なぜなら，法第215条第1項は，単に資本減少が
株主の平等を侵害しないことを条件として，すべての資本減少の決定権限を特別総
会に与えているのであり，きわめて例外的な場合を除き，株主に端株の買入または
譲渡義務を課すことは，株主平等の原則を侵すものではないからである（Roger　et
Jacq丘es　Lefebvre，Les　sssemb16es　g6n6rales　d’actionnaires，P．155－156，以下
Lefebvreと略す）。
　　なお，特別総会は定款のすべての定めを変更する権限を有することが，本条で
明認されているとはいえ，この権限の行使は，それがたとえ部分的または間接的に
しろ，株主の固有権（議決権，利益配当請求権，株式の譲渡権，会社に対する訴訟
提起権など）を侵害してはならないことは疑いがない。
　　（2）例外　　本法は定款の変更に関する特別総会の専属的権限に対して，次の
3つの例外を定めている。
　（a）同一または隣接県内における本店の移転　　本法第99条および第125条によ
ると，同一または隣接県内における本店の移転は，次回の通常総会による追認を条
件として，取締役会または監事会により決定できるとされている。
　（b）資本増加に伴う定款の変更　　本法第180条第3項によると，総会は，取締
役会または董事会に対し，1度または数度にわたる資本増加を行ない，その態様を
定め，その実現を確認し，および定款のこれに関連する条項の変更を行なうために
必要な権限を授権できるものとする。
　（c）準備金等の資本組入れによる資本増加　　資本の増加が準備金，利益または
発行プレミアムの組入により行なわれるとぎは，通常総会の定足数および多数決の
条件によって決定することができる（法180条2項）。
　　　3．特別総会の決議　　総会の招集，株主の報知権，総会の構成，審議およ
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び議決権などに関する規定は，一般的には特別総会にも適用されるが，特別総会の権
限の重要性にかんがみて，若干の特別規定がこの総会について定められている。それ
は，特別総会に提出されるべぎ報告書と定足数および多数決の条件についてである。
　　（1）特別総会に提出されるべき報告書　（a）取締役会または董事会の報告書
本法は，次の場合に取締役会または董事会に対して，特別総会に報告書を提出すべ
きことを命じている。すなわち，（i）資本の増加（法180条1項，令154条）。（ii）優
先引受権の廃止（法186条1項，令155条）。（iii）転換社債の発行（法195条1項，
197条，令170条）。（iv）交換社債の発行（法201条）。（v）受益者持分の買入または・
株式への転換（1967年6月6日第67－4523号命令第6条）。
　　以上の場合に，取締役会または董事会の報告書なしに行なわれた特別総会の決
議の効力については，優先引受権の廃止を伴う金銭出資による資本増加の場合にの
み（法186条）その無効を明規している。したがって，その他の場合には無効原因
とならないものと解せられる。
　（b）会計監査役の報告書　会計監査役は次の場合に特別総会にその報告書を提出
しなければならない。すなわち，（i）優先引受権の廃止（法186条，令155条）。（ii）
転換社債の発行（法195条，令170条）。（iii）交換社債の発行G法201条，202条）。
（iv）資本の減少（法215条，令179条，184条）。（v）会社の組織変更（法237条）。
（vi）分割，合併，資産の一部出資（法377条，382条，387条）。（vii）受益者持分の買
入または株式への転換。
　　以上のうち，株主に留保さ勅た優先引受権の廃止あるいは転換社債または交換
社債の発行に関する特別総会の決議にさいして会計監査役の報告書の提出がないと
ぎは，決議は無効となる（法186条1項，198条，208条）。会計監査役の正規の選任な
くして，あるいは法令に反して指名または職務に止まる会計監査役の報告書にもと
づいてなされた決議も同様である。ただし，これらの決議が正規に選任された会計
監査役の報告書にもとづき，総会で明示的に追認されたときはこの限りではない
（法222条，497条）。
　（c）出資検査役の報告書　現物出資または特別利益の約定の場合には，社長の請
求にもとづき裁判所によって指名された1人または数人の出資検査役は，その責任
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をもって，現物出資および特別利益の価額を評価した報告書を株主に提出しなけ’れ
ぽならない（法193条）。この報告書は，特別総会の会日の少なくとも8目前に，本
店において株主の閲覧に供しなければならない（令169条2項）。
　　（2）特別総会への参加権　　すべての株主は特別総会に参加する権利を有する。
1株しか有しない株主もこの総会に出席することが許される。これは強行規定であ
るから（法166条）．特別総会に参加する権利を一定数の株式の保有にかからしめる
定款の条項は無効となる（Ripert　par　Roblot，t．1．1972，p。685，Jug13rt　et　Ippo－
lito，1971。p．522）。
　　（3）定足数と多数決の条件　　特別総会は通常総会よりも厳格な定足数と多数
決の条件をもって決議しなければならない。まず，定足数については，第1回の招
集については，議決権を有する株式の2分の1以上，第2回招集については4分の
1以上の株式を有する株主が自ら出席しまたは代理されなければならない（2項）。
本条は，この定足数を下ることをみとめていないが，ただ，第2回招集において4
分の1の定足数がえられないときは，第2回総会は招集された日より最大限2ヵ月
以内の後の目まで延期できるものとしている。延期された総会については，4分の
1の定足数があらためて要求される。
　　第2回総会を上記2ヵ月の期間内に開催することができないときは，当該決議
は行なうことができないが，しかし後日あらためて第1回招集に関する2分の1以
上の定足数をもって，新たに特別総会を招集することがでぎる。実際には，その間
に法定の定足数に必要な委任状が集められよう（Vuillermet　et　Hureau，P・475）。
　　つぎに，特別総会は行使された議決権の3分の2以上の多数をもって決議しな
ければならない。票決を行なう場合には白票は算入されない（3項）。同様に棄権
票も算入されない（Mercadal　et　a1，P，538）。この点は旧法と比較すれば重大な変
更があらわれている。たとえぽ，自ら特別総会に出席しまたは代理された株主が
有する議決権の総数が9000あり，そのうち6000議決権のみが行使され，3000議決
権が棄権または白票であったとすれば，旧法の下では，特別総会において決議が
　　　　　　　　　　　　2成立するためには，9000×す＝6000議決権の賛成が必要であり，棄権票や白票の数
の如何を問わなかった。これに対して，新法の下では，行使された議決権，すなわち
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　　　26000×万＝4000議決権の賛成をえれば，決議は有効に成立する。
　　以上の定足数および多数決の条件に関する本条の規定は強行規定と解されるの
で，定款をもってしても，この条件の増減は許されない。
　　　4．特別総会決議の公示　　すべての定款の変更は，その変更事項の種類に
従って様式の異なる一定の公示を生ぜしめる。一般的には，会社の負担とされる公
示方法は次のものである。
　　（1）本店所在地の法定公告掲載紙への掲載（令287条参照）。
　　（2）本店所在地の商事裁判所書記局への寄託（1967年3月23日第67－237号命
令58条以下参照）。
　　（3）商業登記簿における変更登記（同令33条1項）。
　　（4）商事公報（B．0・D・A．C）への掲載（同令33条2項）。
法第154条〔国籍の変更〕
　受入国がその国籍の取得および自己の領土内への本店の移転を許可し，
かつ会社にその法人格を維持させる特別の条約をフランスと締結してい
ることを条件として，特別総会は会社の国籍を変更することができる。
　Loi　Art．154．一L’assemb16e　g6n6rale　extraordinaire　peut　changer
la　nationalit6de　la　soci6t6，a　condition　que　le　pays　d’accueil　ait
concluaveclaFrancemeconventionsp6cialepermettantd’acqu6・
rir　sa　nationalit6et　de　transf6rer　le　siさge　social　sur　son　territoire，
et　consefvant　a　Ia　soci6t6sa　personnalit6juridique．
　〔解　説〕
　　会社の国籍の変更は，外国に本店を移転することから生ずる。かかる場合には，
会社はフランス法の適用を受けず，株主の地位に重大な変更を生ずる。したがって，
会社の国籍の変更は，株主全員一致の決定によることを原則とする。
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　　ただし，本条はその例外を設け，受入国がその国籍の取得および自己δ領土内
への本店の移転を許可し，かつ会社にその法人格を維持させる特別の条約をフラソ
スと締結しているときは，特別総会の決議にもとづき，会社の国籍を変更すること
を許している。これは会社の国際的活動を促進するために共同市場を創設した巨一
マ条約（220条）の目的に沿って制定された1959年1月7目オルドナンスを踏襲し
たものである（Ripert　par　Roblot，PP．845－846）。なお，海外県（Guadeloupe，
Guyane，Martinique，R6union）あるいは海外領土（Polyn6sie　frangaise，Comores，
Nouvelle．Ca16don圭e，Saillt．Pierre　et　Miquelon，Territoire　des　Afars　et　des
Issas，Waillis　et　Futuna，Terres　australes　et　antarctiques）への本店の移転は，
会社の国籍変更を生ぜしめない（Mercadal　et　a1，P・533）。
法第155条〔通常総会〕
　①通常総会は，第153条および第154条に定める決議を除ぎ，その他
のすべての決議を行なう。
　②通常総会は，第1回の招集にもとづく場合には，出席した株主また
はその代理人カミ議決権のある株式の4分の1以上を有するときにかぎり，
有効に決議することができる。第2回の招集にもとづくときは，定足数
を要しない。
　③通常総会は，表示された議決権の過半数をもって決する。票決に付
される場合には，白票は有効投票として算入しない。
　：Loi　Art．155．一L’assemb16e　g6n6rale　ordinaire　prend　toutes　les
d6cisions　autres　que　celles　vis6es　aux　articles153et154．
　Elle　ne　d61ibさre　valablement　sur　premiさre　convocation　que　si
les　actionnaires　pr6sents　ou　repr6sent6s　possさdent　au　moins　le
quart　des　actions　ayant　le　droit　de　vote．　Sur　deuxiさme　convocation，
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aUCUn　qUOrUm　nシeSt　reqUiS．
　Elle　statue　a　la　majorit6des　voix　exprim6esl　dans　le　cas　oむil
est　proc6d6a　un　scrutin，il　n’est　pas　tenu　compte　des　bulletins
blancs．
　〔解　説〕
　　　1．　権限　　通常総会は，特別総会の権限に属しないすべての決議を行なう
総会である（1項）。しかし，本条の規定を文字通り解釈してはならない。なぜな
ら，通常総会には定款の変更琢外のrすべての」決議を行なう権限が与えられてい
ないからである。通常総会の権限は，きわめて広汎な固有の権限を有する会社指揮
者の権限によづて制限されている。事実，取締役会または董事会は，会社の名によ
り，あらゆる状況において活動することができ，その権限は会社目的およびr本法
が株主総会に明示的に付与した権限」によってのみ制限されるからである（法98条，
124条参照）。つまり，本条の一般的表現にもかかわらず，通常総会は本法または定
款に列挙された事項にかぎり権限を有する。それは次のような事項である。
　　（1）当該営業年度の計算書類を承認し，成果の充当を決議すること（法157条）。
　　（2）取締役および監事会構成員の選任，解任（法90条，134条）。およびその出
席手当の決定（法108条1項，140条1項）。
　　（3）互選によって行なわれた取締役または監事会構成員の選任の追認（法94条
4項，137条4項）および董事会構成員の解任（法121条1項）。
　　（4）会計監査役の選任，補充および解任（法223条，227条）。
　　（5）その他法令によって付与されている権限としては，自己取引の承認（法
101条以下，143条以下，157条4項）。社債の発行（法157条5項，286条）。同一ま
たは隣接県内における本店移転に関する取締役会または監事会決定の追認（法99条，
125条）。相場是正を目的とする自己株式取得の許可（法217の2条1項）などがある。
　　（6）会社がごく少数の株主により構成されているときは，前記の法定権限を補
充する権限を定款によって通常総会に付与していることがある。かかるものとして
は，株式の譲渡制限が定められている場合における株式取得者の承認，指揮者また
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は取締役会の決定のみで行なうには余りにも重要と判断される取引についての許可
などがある。ただし，かかる会社指揮者の権限の制限は第三者に対抗できない（法
98条参照）。
　　　2．決議の要件　　（1）定足数　　通常総会は，出席または代理された株主
が議決権ある株式の4分の1以上を有するときにかぎり有効に成立する（2項）。
したがって，定足数は株式総数から議決権のない株式数を控除して算定される。こ
の法定要件は特別総会に比べて寛大であるが，しかしそれでも充分な数の出席をう
ることはしばしば困難である。第1回の招集についてこの定足数に達しないときは，
総会の事務局により議事録にその旨が記載され（令150条），そして第2回総会を招
集することがでぎる。第2回総会については定足数は要求されない。
　　（2）多数決の条件　　通常総会の決議は，行使された議決権の過半数をもって
行なう（3項）。この場合に，白票およぴ棄権票が算入されないことは特別総会の
場合と同様である。
　　本条の定足数および多数決の条件に関する規定は強行規定であると解し，その
増減をみとめない説があるが（Lefebvre，P・144），判例は，いかなる制限も設けて
はならないとされる取締役解任の場合を除き，より高い多数決条件を要求する定款
の条項を有効としている（Douai，24mai1962，D・1962・688）。
　　また，決議に特別利害関係を有する株主が議決権を行使できるかについては，
Lesach6案は，その特別利害関係が会社の利益に反する案件については決議に参
加することを当該株主に禁止していたが，この提案は不明確であるという理由から
否決された（RiPert　Par　Roblot，t・IL1972，P．81）。ただし，会社と締結した契
約に利害関係のある取締役，副社長，董事会または監事会の構成員は，当該契約に
関する総会の決議には参加することができない（法101条，143条）。なお，この場
合には，総会の決議に特別の利害を有する株主は，その決議に参加できないだけで
なく，その株式は定足数および多数決の計算に算入されない（法103条4項参照）。
法第156条〔種類株主総会〕
①種類株主総会は，一定種類の株式を有する者を招集する。
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　②ある種類の株式に関する権利を変更する総会の決議は，当該種類の
株主の種類株主総会の承認をえたとぎに確定する。
　③種類株主総会は，出席した株主またはその代理人が，議決権のある
株式で，その権利の変更が考慮されている株式につき，第1回の招集に
もとづく場合にはその2分の1以上を，第2回の招集にもとづく場合に
は，その4分の1以上を有するときにかぎり，有効に決議することがで
ぎる。第2回の招集にもとづく場合にその定足数を欠くときは，第2回
総会は，その招集の日から2ヵ月以内の日にこれを延期することができる。
　④種類株主総会は，第153条第3項に定める条件に従って決議しなけ
ればならない。
　Loi　Art．156．一Les　assemb16es　sp6ciales　r6unissent　les　titulaires
d’aCtiOnS　d’me　Cat690rie　d6termin6e．
　La　d6cision　d’une　assemb16e　g6n6rale　de　modifier　les　droits
relatifs　a　une　cat6gorie　d’actions，n’est　d6finitive　qu，aprさs　apPro・
bation　par　rassemb16e　sp6ciale　des　actionnaires　de　cette　cat6gorie．
　Les　assemb16es　sp6ciales　ne　d61ibさrent　valablement　que　si三es
actiomaires　pr6sents　ou　repr6sent6s　possさdent　au　moins　sur　pre－
miさre　convocation，1a　moiti6，et　sur　deuxiさme　convocation，1e
quart　des　actions　ayant　le　droit　de　vote，et　dont　il　est　envisag6de
modi丘er　les　droits．A　d6faut　de　ce　demier　quorum，1a　aeuxiさme
assemb16e　peut　etre　prorog6eゑune　date　post6rieure　de　deux　mois
au　plus　a　celle　a　la（luelle　elle　avait6t6convoqu6e．
　Elles　statuent　dans　les　conditions　p1’6vues　a　1’article　153，alin6a
3．
〔解　説〕
　1．種類株主総会の意義　　いわゆる総会とは，すべての株主によって構成
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され，その決定がすべての株主に同一の利害関係をもつものである。しかし法は，
これに対して会社が数種の株式を発行している場合に，ある種類の株式に与えられ
ていた権利を変更するためには，その種類の株式を有する株主の総会の承認を受け
ることを要すべきものとしている。このように一定種類の株式を有する株主のみに
よって構成される総会を種類株主総会（assemblee　sp6cia1）という。したがって．
これは一定の株主にみとめられた権利保護を目的とする例外的な総会である。
　　　2．種類株主総会の開催　　種類株主総会の権限について，本条はrある種
類の株式に関する権利を変更する総会の決議は，当該種類の株主の種類株主総会の
承認をえたときに確定する」と述べている（2項）。この条文から，種類株主総会
の開催については2つの条件が必要であることが明らかとなる。すなわち，他の株
式と対比して特別の権利を有する種類株式が存在すること，およびこれら特別の権
利が変更の目的とされていることである。以下，この2つの条件について分説しよ
う。
　　（1）種類株式の存在　　ここで種類株式とはいかなるものを指すかについて明
文の規定はないが，通常は次のようなものがこれに含まれるものと解せられる。す
なわち，（a）優先株（actions　de　priorit6）と普通株（actions　ordinaires）。（b）資
本株（actions　de　c3pitale）と享益株（actions　de　jouissance）。（c）一部消却済
株式（actions　partiellement　amorties）と未消却株式（actions　non　amorties）。
（d）全額払込済株式（actions　int6gralement　lib6r6es）と全額払込済でない株式
（actions　non　entiさrement　lib6r6es）。（e）現物出資株式（actions　d’apports）と
金銭出資株式（ac亡亙ons　de　num6raire）である。
　　本条第2項を文字通り解釈すると，種類株主総会の開催は少なくとも2種類の
株式がすでに存在している場合のみを前提とし，したがって，かかる総会はすべて
の株式ボ現在は同一であり，かつ同一の権利を有するが，特別総会がこれらの株式
を異なる権利を付与された数種の株式に分けることを決議したときは招集する必要
がないものと解せられる。しかし，これは学説上議論のある問題であって，最近の学
説は，条文の文言よりも種類株主総会制度を必要とする理由を重視して，同一の株
式を数種の株式に分けることは，これにより不利益を受ける種類の株式を有する株
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主の種類株主総会による承認を受けなければならないと解している（Lefebvre，p．
170）。立法者は差別的な待遇に服する株主の権利を保護するために種類株主総会を
設けているのであり，株式を数種に分けることは株主平等の原則を侵害するこの差
別的待遇を明白に作り出す。したがって，これにより不利益を受ける株主によりこ
の決議を認可させることが妥当である。
　　（2）ある種類の株式に付与された権利の変更　　総会でなされた決議は，それ
がある種類の株式に与えられた権利を変更するときにかぎり，それによって不利益
を受ける種類の株式を有する株主の種類株主総会の承認をえなければならない。そ
れは次のような場合である。
　（a）優先株の場合　　優先株を有する株主は，その権利の縮少（優先配当の減少，
利益分配の変更）および優先株自体の廃止については，その種類株主総会により承
認を与えなけれぽならない。以上の場合とは逆に．優先株に与えられた権利が増大
するときは，普通株式を有する株主の種類株主総会の開催が必要となる。けだし，
普通株式の権利は必然的にその反対現象として縮少することになるからである。
　（b）資本増加の場合　　既存の優先株と同等またはそれ以上の権利を有する優先
新株が発行されるときは，この発行は本来，優先旧株の権利を侵害するので，これ
らの旧株を有する株主の種類株主総会によりその行為は承認されなければならない。
この場合，普通旧株の株主の種類株主総会の開催も必要と思われる。けだし，以前
の優先株と同等またはそれ以上の権利を付与された優先新株の発行による優先株の
数の増加は，株主間の不平等を増大し，かつ新たに普通株主の権利を縮少するから
である。
　（c）資本減少の場合　　この行為がある種類の株式に損害を与えるときは（ある
権利の全部または一部の放棄，特定の株式に対する資本の減少），この種類の株式を
有する者は，種類株主総会における決議によってこれを承認しなければならない。
　（d）合併または分割の場合　　合併または分割が種類株式問に存する関係を変更
するときは，それによって権利が減少する株主の種類株主総会は，その行為を承認
しなければならない。かかる場合における種類株主総会の開催については，明文の
規定が設けられている（法376条，383条）。
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　（e）総会の出席権の場合　　定款は，通常総会に出席する権利を株式の最低数の
保有にかからしめることができる。ただし，この数は10株をこえることができない
（法165条1項）。特別総会がかかる制限を設けること，または必要株式の最低数を
増加する決議をなしたときは，その最低数に足りない少数の株式しか有しない株主
は総会の出席権を失うことになるので，かかる株主の種類株主総会による承認が必
要かどうかが問題となる。判例は，総会の出席条件にもたらされた変更は，株式に
付着した権利を変更するものではないという理由から否定的に解している（Cas＄
req，290ctobre1902，」．Soc，1904，391；Cass，civ，2f（≦vrier1910，J．Soc，1910，
345）。
　（f）特別利益を付与する場合　　特別利益の付与から生ずる株主間の不平等は，
種類株主総会の承認を要するものではなく，これら利益の承認に関する特別手続を
遵守すべき義務を生ぜしめる（法193条参照）。特別利益はr1人または数人の社員の
ために定款において個人的に約定された好意（faveur）である」（Hamel　et：Laga－
rde，し1．n。609）。特別利益は1人または数人の社員を利するものであって，株式
を利するものではない。利益が株主の人格を考慮することなく株式に付与される
ときは，それはもはや特別利益で嫡なく，株式の権利の変更である。この区別は，
極めて微妙であり，多くの場合に重大な不明確を生ずる。その場合，会社は慎重を
期して種類株主総会と通常総会における特別利益の承認との2つの手続を重畳的に
行なうことになる（以上は，Lefebvre，pp・170－172参照）。
　　　3．種類株主総会の決議　　（1）種類株主総会開催の必要性　　種類株主総
会の決議は，すべての総会と同様な手続に従って行なわれる。ただし，この総会の
固有の目的に照らして，種類株主総会は後述のような若干の特別規定に従わなけれ
ばならない。しかしその前に，この総会の開催の必要性について問題が存する。
　　旧法の下では，ある種類の株式の権利を変更する特別総会の決議が，利害関係
のあるすべての株主によって採択されたとき，あるいは総会以外で，これら株主が
提案された変更について個別的に同意を与えたとぎは，種類株主総会の開催は，必
ずしも必要なものとはされていなかった（Trib．com，Seine，23d6cembre1935，
J・Soc・1938．232）。この方法は新会社法に：おいても明白に否認されていないし，ま
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た通常総会および特別総会の開催に関する法第153条，第155条の規定違反を決議
無効の原因とするにもかかわらず，法第156条第2項の不遵守を無効によって制裁
していない法第173条の規定からみて，かかる場合には種類株主総会の開催が免除
され，個人的な同意をもって代えることができるものとも考えられる。しかし，種
類株主総会の審議中において株主の意見の変更がありうるし，また各株主は充分に
事情を知った上で意思表示するために討議を行なうことが望ましく，そのためには
種類株主総会の開催が必要なものと考えられるから，株主の権利を侵害するすべて
の変更については，種類株主総会の開催を要するものと解するのが正当である
（Mercadal　et　a1，pp．541－542）。
　　（2）開催の時期　　　r総会の決議は種類株主総会の承認後にかぎり確定する」
という本条第2項の文言からすれば，種類株主総会はある種類の株式に関する権利
を変更する総会後に開催しなけれぽならないものと解せられる。しかし，旧制度の
下における慣行と同様に，現行法の下でも，種類株主総会は，その後の総会に付す
べき決議を予め承認し，その結果，その総会前に開催することもできるものと解す
べきである（Gide，p・396）。けだし，総会前に種類株主総会を開催することを禁
ずる規定はなく，また権利の変更によって害される株主が充分に事情を知ったうえ
で自己の意思を表明しうる機会を与えることが重要であるから，総会前に種類株主
総会を開催することも何んら差支えないものと考えられる（Lefebvre，P．173）。
　　（3）定足数と多数決条件　　種類株主総会は，第1回の招集については参加株
主が当該権利の変更が目的とされ，かつ議決権を有する株式の2分の1以上を，第
2回招集については4分の1以上を有するときにかぎり，有効に決議することがで
きる（3項）。
　　第2回の招集にもとづく総会において，その定足数を欠くときは，第2回総会
はその招集の日から2ヵ月以内の日にこれを延期することができる。
　　種類株主総会の決議は，表示された議決権の3分の2以上の多数をもってこれ
を行なわなければならない。票決に付する場合には白票および棄権票は算入されな
い（4項）。
　　以上の定足数および多数決に関する規定に違反してなされた決議は，これを無
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効とする（法173条1項）。
　　4．種類株主総会の決議の効果　　種類株主総会が総会の決議を承認したと
きは，総会の決議は確定する。すなわち，たとえば，種類株主総会が特別総会の決
議を承認したときは，この決議は特別総会の会日に遡って，すべての株主に対抗で
きることになる。これに反して，種類株主総会が総会決議の承認を拒絶したときは，
当該決議は何らの効果を生じない。種類株主総会の決議が，たとえば，不適法とし
て無効となったときは，総会の決議は無効とならないが，新たに種類株主総会が適
法な決議を行なうまで，その効力は停止する（Gide，P。397）。
法第157条〔年次総会〕
　①通常総会は，少なくとも年に1回，営業年度の終了後6ヵ月以内に開
催しなければならない。この期間は裁判所の決定によって延長すること
ができる。
　②取締役会または董事会は，年次総会においてその報告書を朗読した
後，当期純損益計算書，損益計算書および貸借対照表を総会に提出しな
けれぼならない。なお，会計監査役は，その報告書において，第228条
に定められた任務を果たしたことを記述しなければならない。
　③年次総会は，当該営業年度の計算に関する一切の問題を審議し，か
つ決定する。
　④年次総会は，第90条，第94条第4項，第103条第3項，第105条第3
項および第108条第1項により，また必要あるときは，第134条，第137
条第4項，第140条第1項，第145条第3項および第147条第3項によ
り，とくに付与された権限を行使する。
　⑤年次総会は，社債の発行ならびにこれに与えるべき特別担保の設定
を認許することができる。ただし，主な目的として，その約定した貸付
の融資金にあてるため社債券を発行する会社においては，取締役会また
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Loi Art. 157.-L'assembl6e g6n6rale ordinaire est r6unie au moins 
une fois par an, dans les six mois de la cl6ture de l'exercice, sous 
r6serve de prolongation de ce d6lai par d6cision de justice. 
Apr~s lecture de son rapport, Ie conseil d'administration ou le 
directoire, selon le cas, pr6sente ~ l'assembl6e le compte d'exploi-
tation g6n6rale, Ie compte des pertes et profits et le bilan. En 
outre, Ies commissaires aux comptes relatent, dans leur rapport, 
1'accomplissement de la mission qui leur est d6volue par 1'article 
228. 
L'assembl6e d6lib~re et statue sur toutes les questions relatives 
aux comptes de 1'exercice 6coul6. 
E1le exerce les pouvoirs qui lui sont attribu6s notamment par 
les articles 90, 94, alin6a 4, 103, alin6a 3, 105, alin6a 3, et 108, 
alin6a ler, ou, Ie cas 6ch6ant, par les articles 134, 137, alin6a 4, 
140, alin6a 1**, 145, alin6a 3, et 147, alin6a 3. 
E1le autorise les 6missions d'obligations ainsi que la constitution 
de sfiret6s particuli~res ~ leur conf6rer. Toutefois, dans les 
soci6te' s qui ont pour objet prmcrpal d'6mettre des emprunts 
obligataires destin6s au financement _ des pr~ts qu'elles consentent, 
le conseil d'administration ou le directoire, selon le cas, est habilit6 
de plein droit, sauf disposition statutaire contraire, ~ 6mettre ces 
em prunts. 
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　D6c．Art。121．一（D6cL　n。68－25du2janv。1968）《Le　d61ai　de　six　mois
pr6vu　pour　la　r6union　de1ナassemb16e　g6n6rale　ordinaire．》par1’article157，
alin6a　ler，de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　peutδtre　prolong6，a　la
demande　du　conseil　d’administration　ou　du　directoire，selon　le　cas，par
ordonnance　du　pr6sident　du　tribu箪al　de　commerce，statuant　sur　requδte．
令第148条〔取締役会または董事会の報告書〕
　①取締役会または董事会は，とくに会社法第157条に定められた報告書におい
て，最終営業年度中における会社，および子会社のあるときはその子会社の活動，
その活動の成果，実現した成長度または発生した困難，および将来の展望を明確
に説明しなければならない。
　②前項の報告書には，本命令付属の様式に従い作成され，かつ5年間における
毎営業年度の成果，5年にみたない場合には，会社の設立または他会社の吸収合
併後の各営業年度の成果を開示した一覧表を添付しなけれぽならない。
　D6c．Art．148．一Le　conseil　d’administration　ou　le　directoireシselon　le
cas，notamment　dans　le　rapport　pr6vu議rarticle157de　la　loi　sur　les
soci6t6s　commerciales，doit　exposer　de　maniさre　claire　et　pr6ciseシ1’activit6
de　玉a　soci6t6　et，　1e　cas　6ch6ant，　de　ses　filiales　au　　cours　du　　dernier
exercice6cou16，1es　r6sultats　de　cette　activit6，1es　progrさs　r6alis6s　ou　les
di租cult6s　rencontr6es　et　les　perspectives　d7ave箪ir．
　Au　rapport　vis6　赴　1’alin6a　pr6c6dent，est　obligatoirement　lo圭nt　un
tableau，pr6sent6conform6ment　au　modさ1e　annex6au　pr6sent　d6cret　et
faisant　apPara宝tre　les　r6sultats　de1＆soci6t6au　cours　de　chacun　des　cinq
derniers　exercices　ou　de　chacun　des　exercices　clos　depuis　Ia　constitution
de　la　soci6t6　0u　1’absorption　par　celle－ci　d7une　autre　soci6t6，　s’ils　sont
inf6rieursきcinq．
〔解　説〕
　1．年次総会の意義　　年次総会とは，その開催の定期性にもとづいて与え
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られた名称であって，権限事項からすると通常総会に属する。すなわち，年次総会
とは，年に1度，当該営業年度の計算書類について審議決定することを目的として
開催される総会である。
　　　2．年次総会開催の時期　　年次総会は少なくとも年に1度，当該営業年度
の計算書類の承認を目的として，営業年度の終了から6ヵ月以内に開催しなければ
ならない。ただし，会社の指揮者が正当な理由により，法定の期間を遵守できない
ときは，取締役会または董事会の請求にもとづき審理する商事裁判所長の命令によ
り，この期間を延長することができる（1項，令121条）。
　　年次総会開催の時期に関する法令の規定については，次の2点に注意を要する。
　　（1）営業年度の終了から6ヵ月以内に総会がr招集」されるのでは足りない。
この期間の満了前に総会がr開催」されることが必要である。このことは，命令第
121条が，かつてr招集のために定められた6ヵ月の期間」という表現を用いていた
のを，1968年1月2目第68－25号命令によりr開催について定められた6ヵ月の期
間」と改めた事実から明白である。したがって，たとえば，12月31日に計算を締切
る会社については，裁判所の延期許可のないかぎり，翌年の6月30目以内に年次総
会を開催しなければならない。種々の招集手続の履践に必要な期間を考慮すれば，
年次総会の招集は（招集通知の送付または公告），公募会社においては，遅くとも
5月30日，非公募会社においては5月25日に行なう必要がある。法は，前期の期間
内に総会の開催が行なわれない場合について何らの民事制裁を明規していない。し
たがって，この期間経過後に開催される総会は有効であるが，この遅滞が会社また
は株主に損害を与えた場合には，会社指揮者はその業務執行につき過失があったも
のとして損害賠償の責に任ずる（Le｛ebvre，p．33）。
　　（2）本条第1項は，r少なくとも年に1回」計算書類の承認を目的とする年次
総会の開催を命じている。ところで，会社設立のさいに，あるいは会社の営業年度の
開始および終了の日の変更に伴い，営業年度が1年を超える期間になることボある。
たとえぼ，会社設立のさいに，最初の営業年度は会社の確定的な設立（または商業
登記簿への登記）の日と翌年の12月31日との間に経過する期問を含むことを定款で
定めることが多い。かかる慣行は例外的な状況に相応し，かつ制限された範囲にお
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いてのみ有効なものとして一般に承認されている。これに反し，恒常的に会社の営
業年度を12ヵ月以上の期間とする定款の条項は無効と解せられる　（Lefebvre，P・
133）。
　　　3．年次総会に提出すべき書類および報告書　　（1）計算書類その他の付属
書類　　取締役会または董事会は，当該営業年度の計算書類の承認を目的とする年
次総会に対し，次の書類を提出しなけれぽならない。すなわち，貸借対照表，当期
純損益計算書，損益計算書である（2項）。財産目録の提出は，本条によって命ぜ
られていないこと，および財産目録は通常，総会の事務局に寄託することが不可能
なほどに大規模なものであることを理由に，これを否定的に解する説もあるが，法
第439条および法第441条は財産目録の提出を間接的に義務づけているものとして，
これを肯定的に解する説がある（Le｛ebvre，P．137）。そのほかに，次の書類の提
出も必要である。
　（a）1967年3月23目第67－236号命令により定められた方式に従って作成され，
かつ貸借対照表に付属する，子会社および資本参加の状況を明示する一覧表（法357
条，令247条）。
　（b）当期純損益計算書，損益計算書または貸借対照表の作成方式，あるいは評価
方法の変更を提案する場合には，旧方式および旧評価方法で作成された計算書類と
新方式および新評価方法で作成された計算書類との比較表（tableau　comParatif）
（法341条2項）。
　　以上の書類は，株主総会においてこれを朗読することを要しない。株主は，総
会開催前の15日間，これらの書類を閲覧することができ，かつその説明を求めるこ
とができるカ・らである（Lefebvre，P．137）。
　　（2）取締役会または董事会の報告書　　本条第2項および法第340条第3項に
従って，取締役会または董事会は，当該営業年度における会社の状況および活動に
関する報告書を作成し．株主に提出しなければならない。この報告書は，当該営業
年度中における会社事業の進展および会社の営業活動に関し株主に報告することを
目的とし，あわせて株主の利用に供せられるべき計算書類に関する情報を補うもの
である。この報告書には次の事項が記載される。
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　（a）必要的記載事項　　命令第148条によると，この報告書には，最終営業年度
中における会社および子会社の活動，その活動の成果，実現した成長度または発生
した困難，および将来の展望を明確に記載しなければならない。
　　さらにこの報告書には，1967年3月23日第67－236号命令付属の様式に従って
作成され，かつ会社の成果を開示した一覧表を添付しなけれぽならない。この一覧
表に記載されるべき情報（営業年度末における財務状況，実際の取引の総成果，従
業員に関する情報）は1総会の承認に付される計算書類に関する営業年度を含めて，
最近5営業年度に関するものである。したがって，1968年の営業年度の計算書類を
承認する総会に付すべき一覧表には，1964年，1965年，1966年，1967年および1968
年の営業年度に関する情報を記載しなければならない。
　　会社の設立後5年にみたない場合には，その設立後の各営業年度の成果を開示
すればよく，また5年以内に会社が他の会社を吸収したとぎは，吸収合併後の各営
業年度の成果を開示すれば足りる（令148条2項）。
　（b）計算書類の表示方式および評価方法の変更　　当期純損益計算書，損益計算
書，貸借対照表の作成につき，前営業年度に従った表示方式または評価方法を変更
するときは，取締役会または董事会の報告書には，その変更を記載しなければなら
ない（法341条）。総会は，前述の比較表にもとづき検討した後にかぎり，提案された
変更につき決定することができる。したがって，変更の提案された計算書類は，旧
表示方式および評価方法ならびに新表示方式および評価方法によって作成されなけ
ればならない。他方，会社の財産目録および貸借対照表において会社の財産の評価
につき，現行法の規定の定めるものと異なる方法が用いられているときは，取締役
会または董事会の報告書にはその旨を記載しなければならない（令244条）。この規
定は，1965年10月28日の命令第4条ないし第11条に定める評価原則を遵守する義務
を負う上場会社およびその子会社に対しては即時に適用される（令294条以下参照）。
　（c）資本参加および子会社　　会社が当該営業年度中に，フラソス共和国の領土
に本店を有する会社に資本参加したとき，またはかかる会社の資本の2分の1以上
を取得したとぎは，取締役会または董事会の報告書にその旨を記載しなければなら
ない（法356条1項）。また子会社については．そのほか，活動部門ごとに子会社の活
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動およびその取得した成果を明示しなければならない（法356条2項）。
　（d）従業員の利益参加　証券取引所に正規に上場された会社が法第217の1条
第1項に従って，企業成長の成果への従業員参加の枠内で従業員に付与するため自
己株式を買入れるときは，取締役会または董事会の報告書には，当該営業年度中に
買入れた株式の数，買入の平均価額，取引に要した費用の額，営業年度末に会社名
義で登録した株式の数および買入期間中におけるその評価額を表示しなけれぽなら
ない（法217の1条5項）。
　（e）上場会社の自己株式の操作　　証券取引所に正規に上場された会社が，法第
217の2条および法第217の3条に従い，自己株式の買入または売却をするとぎは，
取締役会または董事会の報告書には，営業年度中に買入または売却された株式の数，
買入および売却の平均価額，取扱手数料の額，営業年度末に会社名義において登録
している株式の数および買入期間中におけるその評価額を記載しなけれぽならない
（法217の4条2項）。
　　以上の年次総会に提出すべき取締役会または董事会の報告書の欠敏は，当然に
総会決議の無効を生ぜしめる（Lefebvre，P．141）。この報告書に表示しなければな
らない事項の1つが欠訣しているとき，すなわち不完全な内容の報告書が提出され
たときは，裁判所が報告書不存在とみなす程度に簡潔な場合をのぞき，総会決議の
無効を生ぜしめないものと解せられる（Lefebvre，p。141）。
　　（3）会計監査役の報告書　　従来と同様に，当該営業年度の計算書類の承認は
会計監査役の報告書の朗読後に行なわれる。会計監査役の報告書には一般報告書
（rapport　g6n6ra1）と特別報告書（rapport　sp6cia1）の2つがある。
　（a）一般報告書　　会計監査役は，いわゆる計算書類の正規かつ真正なることを
証明する義務のほかに，法律に定められた監査の結果を報告する義務を負う。法第
228条に列挙された監査は次のものである。
　（i）会社の帳簿および有価証券の審査。
　（ii）会社の計算書類が正規かつ真正に作成されているかどうかの監査。
　（iii）会社の財務状況および計算書類に関する取締役会または董事会の報告書お
よび株主に提供された文書による情報が真正かどうかの審査。
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　（iv）株主平等遵守の審査。
　　会計監査役は，年次総会における報告書の中で，当該営業年度の計算書類につ
いて，必要がある場合には自己の意見を表明し，計算書類が正規かつ真正に作成さ
れていることの証明を拒否する場合には，その理由を説明しなければならない（令
193条）。
　　また，会計監査役の一般報告書には，会被事業に関する若干の事実を株主に開
示しなけれぼならない。それは次の事項である。
　（i）計算書類の作成方式および評価方法に加えられた変更（法341条2項）。
　（ii）任務の遂行中に会計監査役が発見した不正確かつ不正規な事項（法233条
1項）。
　（iii）取締役または監事会構成員の資格株式に関する規定違反（法97条，132
条）。
　（iv）　フランス共和国の領土に本店を有する他会社への資本参加またはかかる会
社の資本の2分の1以上の取得（法356条1項）。
　（v）会社が他の株式会社または株式合資会社の資本の10パーセント以上を取得
したことを示す他会社に対してなされた通知（令251条1項）。
　（vi）禁止される相互参加を終了させるために行なわれた株式の譲渡（令251条
2項）。
　（b）特別報告書　　既に解説したように，法第101条および第143条は，直接また
は間接に会社と取締役，副社長，董事会または監事会の構成員の1人と締結した契
約を規制している。会計監査役は，総会にこれらの契約に関する特別報告書を提出
しなければならない（法103条3項，145条3項）。この報告書に記載しなければな
らない事項は，命令第92条および第117条によって次のように定められている。
　（i）総会の承認に付すべき契約の列挙。
　（ii）利害関係のある取締役，副社長，董事会または監事会構成員の氏名。
　（iii）契約の性質および目的。
　（iv）契約の本質的な態様，とくに実行された代金または料金。約定された支払
超過額の払戻および手数料。与えられた支払期限。約定利息。与えられた担保の表
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示。必要あるときは当該契約の締結に関する利害関係を株主が判断することのでぎ
るその他一切の事項。
　（v）　引渡された納入晶または提供された役務の額，および前営業年度中に締結
または許可され，かつ本営業年度中に履行される契約の場合には，当該営業年度中
に支払われまたは受領した金銭の額。
　　取締役会または監事会の事前の許可の対象とされなかった契約は，それが会社
に損害を生ぜしめたときは，これを無効とすることができる。しかし，この無効は
総会の決議によって治癒することがでぎる。この場合には，会計監査役の特別報告
書は，許可手続が行なわれなかった状況を明らかにしなければならない（法105条
3項，147条3項）。
　　正規に選任された会計監査役が，その報告書に関する義務に違反したときは，
当然に総会決議の無効を生ぜしめる。ただし，この無効は本条第2項に定める営業
年度の計算書類に関する報告書の欠敏の場合にかぎり生ずる（法173条1項）。会計
監査役の正規の選任がないことにより．報告書が総会に提出されないときは，総会
決議は無効となる。ただし，正規に選任された会計監査役の報告書にもとづき，後
日，総会によって追認することができる（法222条，497条）。
　　欠格事由または禁止事由があるにもかかわらず，選任されまたはその地位に止
っている会計監査役の作成した報告書は無効である。かかる報告書にもとづいてな
された総会決議は，後目総会が正規に選任された監査役の報告書にもとづいて追認
しないかぎり無効である（法222条，497条）。
　　（4）監事会の意見書　　新型の株式会社においては，監事会は年次総会に対し・
董事会の報告書ならびに当期の計算書類に関する意見書を提出しなけれぼならない
（法128条6項）。本法は，監事会が行なうべき監査の範囲およびその報告書の内容
について何ら定めていない。したがって，監事会は適当と判断するすべての意見を
記載する自由があるものと解せられる。
　　（5）企業委員会の意見書　　従来と同様に，総会に提出すべき貸借対照表，報
告書および会社の財務状況に関する他の文書についての企業委員会の作成した意見
書は，取締役会の報告書と同時に株主に報知されなければならない（1945年2月22日
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のオルドナソス第3条）。
　　　4．年次総会の権限　　（1）計算書類に関する権限　　年次総会は当該営業
年度の計算に関する一切の問題を審議しかつ決定する権限を有する（3項）。それ
は，とくに次のような事項である。
　（i）　計算書類の承認，修正または否認。
　（ii）法第341条に定める条件に従い，表示方式または評価方法に加えられた変
更の承認（新旧比較表を検討して）。
　（iii）成果の充当，とくに，計算書類の承認および配当可能利益の存在の確認後
における配当金の決定（法347条1項）。
　　適法に承認された計算書類は，民事訴訟法典第541条に従い，錯誤（erreurs）．
脱ろう（omissions），虚偽または二重使用（faux　ou　doubles　emplois）の場合に
かぎり，後に訂正することがでぎる（Lyon，3d6cembre1925，工Soc．1927，3す）。
ただし，裁判所は，とくに利益が定款に従って分配されなかったときは訂正を命ず
ることができる（Trib．com。Cambra量，23juin1931et　Douai，23avri11932，」．
Soc．1933，487）。なお，総会が計算書類の承認をあくまでも拒否するときpには，当
該計算書類は，裁判所に提出すべぎである（民事訴訟法典第527条以下）。
　　（2）年次総会は以上のほか，法律がとくに付与する権限を行使することができ
る。それは本条第4項に列挙されているが，それらについては，第155条の通常総
会の権限のところで解説しているので省略する。なお，年次総会は社債の発行なら
びにこれに与えるべき特別担保の設定を認可することができる。ただし，主たる目
的として，その約定した貸付の融資金にあてるため社債券を発行する会社において
は，定款に別段の定めのないかぎり，取締役会または董事会が法律上当然に社債発
行の権限を有する（法157条5項，286条）。この規定は普通社債の発行にだけ適用
される。交換社債または転換社債の発行は，特別総会の権限に属する　（法195条1
項，201条1項）。
　　　5．計算書類の公示　　（1）書記局への寄託　　公募会社か否かを問わず，
すべての株式会社は，商業登記簿に添付するため当該営業年度の貸借対照表，損益
計算書および当期純損益計算書につき，株主総会によるその承認のときから1カ月
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の期閲内に，正本各2通を商事裁判所の書記局に寄託する義務を負う（令293条1
項）。命令第293条第1項は，とくに明規していないが，子会社および参加の状況
に関する一覧表もこれを寄託する必要があるものと思われる。けだし，この一覧表
は，貸借対照表に添付しなければならないからである（法357条）。
　　計算書類の承認が拒否された場合には，上記書類を寄託する必要はなく，ただ
その総会決議の写し1通を同一期間内に寄託しなければならない（令293条2項）。
　　（2）上場会社およびその子会社の負担とされる公示　　（a）株式が証券取引所
に正規に上場され，かつ貸借対照表の資産が1000万フランを超える会社は，株主総
会による貸借対照表その他の計算書類の承認後45目以内に，次の書類を法定公報
（全国版）に公示しなけれぼならない（令294条，295条）。
　（i）1965年10月28日第65－968号命令第1条に定められた方式に従い作成され
た貸借対照表。
　（ii）貸借対照表に添付すべき次の諸表，α）会社債務のうち貸借対照表に記載な
きものがあるときは，その額を表示したもの（通常は貸借対照表の欄外記載）。（ロ）
株主総会により決定されかつ1965年10月28日命令第1条に定める方式に従って作成
された利益の分配および充当に関する表。¢91967年3月23日第67－236号命令にそ
の様式が添付されている子会社および資本参加に関する参考書類。
　（iii）営業年度の期首および期末における在庫品の価額，ならぴに主な営業費用，
主な営業収益の金額を区分して明示し，かつ必要あるときは，会社に対する課税か
ら控除でぎる費用を除くあらゆる種類の費用を明記した当期純損益計算書。
　（iv）　とくに，当該営業年度の利益に関する法人税の総額を明示した損益計算書。
　（v）有価証券の各種類ごとに，証券数およびその記帳価額を付した，同営業年
度末に証券資産として保有する有価証券の明細表。ただし，一定の証券は総額をも
って記載することがでぎる（arret6du21mars1968，J・0．du24mars1968，p．
3044参照）。
　　これら年次情報（information　annuelle）のほかに，貸借対照表の資産が1000
万フランを超える上場会社は，命令第296条に定める条件に従って，法定公報ぐ全
国版）に定期的（4半期ごとおよび半年ごと）に一定の事項を掲載する義務を負
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う。すなわち，営業年度の各4半期後45目以内に，経過した4半期における非課税
の取引高総額。また必要あるときは，当該営業年度中に経過した各4半期における
その総額および累計額ならびに前営業年度におけるこれに対応する表示の付記。数
個の事業部門を有する会社は，各部門についての前同期とその各々の比較。
　　もっとも，次の会社は，以上の事項に代えて，それぞれ以下の情報を公示しな
けれぽならない。すなわち，有価証券の運用を目的とする会社は，その有価証券に
よる収益の総額。不動産の賃貸を目的とする会社は，取得した賃料の総額。保険会
社，再保険会社，金銭無尽を目的とする会社は，支払または受領した再保険料の総
額。
　　営業年度の各半期後4ヵ月以内に，当該半期末に締切った仮の貸借対照表。も
っとも，季節に応じて活動する会社は，営業年度の上半期末に締切った仮の貸借対
照表に代えて，上半期末から最大限1ヵ月以前または以後の日に締切った仮の貸借
対照表を，その期目から4ヵ月以内に公示することを大蔵大臣が許可することがで
きる（令296条）。
　（b）株式が証券取引所に正規に上場され，かつ貸借対照表の資産が1000万フラソ
以下の会社は，法定公報（全国版）への公示義務は免除されるが，しかし，直前の
株主総会により承認された次の書類を，その承認のあった日から15目，以内に，これ
を請求する株主に送付しなければならない（令297条1項）。
　（i）1965年10月28目命令の定める様式に従って表示される貸借対照表。会社債
務のうち貸借対照表に記載されていないものがあるときは，その額を表示したもの
（通常は貸借対照表の欄外記載）。1965年10月28目命令第1条の定める様式に従っ
て作成された利益の分配および充当に関する表。1967年3’月23日命令に付属する様
式に従って作成された子会社および資本参加に関する参考書類。
　（ii）　とくに，営業年度の利益に関する法人税の総額を明示する損益計算書。
　　各株主はまた，命令第297条第1項の条件に従い，次の書類の送付を請求する
ことができる。すなわち，当期純損益計算書および営業年度末に証券資産として保
有する有価証券につき作成された明細表である。以上のすべての書類は，証券取引
委員会にも送付しなけれぽならない。
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　（c）上場会社の子会社　　資本の2分の1以上が，命令第294条に定める1社また
は数社に帰属する場合において，株式会社または株式合資会社の形態をとっていな
い会社，およびその株式が証券取引所に正規に上場されていない株式会社または株
式合資会社は，その貸借対照表の資産が1000万フランを超え，または証券の記帳価
額もしくは取引価額が100万ブラソを超えているときは，総会による貸借対照表お
よぴその他の計算書類の承認後45日以内に，法定公報（全国版）に次の書類を公示
する義務を負う（令298条）。
　　一貸借対照表および付属書類
　　一当期純損益計算書
　　一損益計算書
　　一有価証券の内訳明細表
　（d）特別法上の会社　　銀行その他の金融機関，保険会社，再保険会社，金銭無
尽を目的とする株式会社に関しては，特別規定が定められている（令299条）。すなわ
ち，（i）貸借対照表，少なくとも4半期ごとの定期的な状況および損益計算書につ
き，これを公衆または株主総会に報告するため，銀行監督委員会の定めた方式に従
って公示する銀行たる会社は，1965年10月28日命令の定める様式に従って作成され
るべき貸借対照表，当期純損益計算書および4半期の取引総額を公示する義務を負
わない。
　（ii）　フランス信用審議会に登録されている金融機関が，株主総会に対する計算
書類の報告のため，銀行監督委員会の定める方式に従って貸借対照表および損益計
算書を公示するとぎは，4半期の取引総額に関する事項を除ぎ，銀行と同様の免除
を受ける。
　（iii）保険会社，再保険会社および金銭無尽を目的とする株式会社は，これらの
会社に関する会計規則により定められた標準様式に従う貸借対照表および損益計算
書を公示しなけれぽならない。これらの会社は，当期純損益計算書および当該営業
年度の上半期末に締切った仮の貸借対照表を公示することを要しない。
　　　6．責任解除　　取締役の責任解除は，総会における計算書類の承認により
黙示的に生ずる。しかし，実際には取締役が明示的に責任解除決議をさせるのが慣
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例となっている。しかしながら，この決議は，旧制度におけると同様に，道徳的価
値を有するにすぎない。けだし，1867年7月24目法第19条第3項を継承した本法第
246条第2項は，取締役がその委任事務を処理するに際して犯した過失につき，い
かなる総会の決議も取締役に対する責任追及訴権を消滅させるものではない，と規
定しているからである（Gide，P．381）。
法第158条〔総会の招集権者・招集地〕
　①総会は，取締役会または董事会により招集される。
　②前項の規定による招集のないときは，つぎの者もまた総会を招集す
ることができる。
　（1）会計監査役。
　（2）緊急の場合にはすべての利害関係人の請求にもとづき，その他の場
合には，資本の10分の1以上に当る株式を有する1人または数人の株主
の請求にもとづき，裁判所の指名する受任者。
　（3）清算人。
　③第118条ないし第150条の適用を受ける会社においては，監事会も
総会を招集することができる。
　④前3項は種類株主総会に適用する。受任者の指名を裁判所に求める
株主は，当該種類の株式の10分の1以上を有しなければならない。
　⑤定款に別段の定めのない限り，総会は本店またはこれと同一県内に
ある他の場所で開催しなければならない。
　Loi　Art．158．一L，assemb16e　g6n6rale　est　convoqu6e　par　le　conseil
d2administrationouledirectoire，selonlecas．
　A　d6faut，elle　peut　etre6galement　convoqu6e：
　1。　Par　les　commissaires　aux　comptes；
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　2Q　Par　m　mandataire，d6sign6en　justice，a　la　demande，soit　d．e
tout　int6ress6en　cas　d’urgence，soit　d’un　ou　plusieurs　actionnaires
r6unissant　au　mo三ns　le　dixiさme　du　capital　socia1；
　30　Par　les　liquidateurs．
　Dans　les　soci6t6s　soumises　aux　articles118ゑ150，1’assemb16e
96n6rale　peut　etre　convoqu6e　p3r　le　conseil　de　surveillance・
　Les　dispositions　qui　pr6cさdent　sont　applicables　aux　assemb16es
sp6ciales．：Les　actiomaires　agissant　en　d6signation　d’un　mandataire
de　justice　doivent　r6mir　au　moins　le　dixiさme　des　actions　de　la
cat6gorie　int6ress6e．
　Sauf　clause　contraire　des　statuts，1es　assembl6es　dヲactionnaires
sont　r6mies　au　siさge　social　ou　en　tout　autre　lieu　du　meme
d6partement。
令第122条〔総会招集受任者の指名〕
　①資本の10分の1以上または当該種類の株式の10分の1以上を有する株主は，
その費用をもって，その中の1人に委託して，会社法第158条第2項（2号）お
よび第4項に定める条件に従って株主総会を招集すべき受任者を指名することを，
即決審理によって裁判する商事裁判所長に対して申請させることができる。
　②前項の申請を認容する命令は，総会の議事目程を定めなければならない。
　D6c．Art．122．一Des　actionnaires　repr6sentant　au　moins　le　dixiさme　du
capital　social　ou　le　dixiさme　des　actions　de　la　cat6gorie　int6ress6e　peuvent，
き　1eur　frais，charger　1，un　d’entre　eux　de　demander　au　pr6sident　du
tribunal　de　commerce　statuant　en　r6f6r61a　d6signation　du　mandataire
charg6de　convoquer　rassemb16e　des　actionnaires　dans　les　conditions
pr6vues　a　rarticle　158，　alin6as　2　（2。）　et　4，　de　Ia　loi　sur　les　soci6t6s
commerciales。
　：L，ordonnance丘xe　rordre　du　jour　de　rassemb16e．
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令第四4条〔会計監査役による総会招集の場合〕
　①会計監査役は，配達証明付書留郵便によって取締役会または董事会の招集を
請求したにもかかわらず，この請求に応じられななかった場合にかぎり，株主総
会を招集することができる。
　②会計監査役は，この招集を行なうとき，議事日程を定め，また重大な事由が
あるときは，定款に定められた場所と異なる同一県内の他の場所を開催場所に選
定することができる。会計監査役は，総会で朗読する報告書において招集理由を
説明しなければならない。
　③会計監査役が数人あるときは，その合意をもって行動しなけれぽならない。
総会招集の要否について意見が一致しないときは，そのうちの1人は，その他の
会計監査役および社長を正式に呼び出した上で，この招集を行なう許可を即決審
理をもって裁判する商事裁判所長に対して請求することがでぎるσ議事目程を定
める所長の命令に対しては不服を申立てることができない。
　④本条にもとづいて開催された総会の費用は，すべて会社の負担とする。
　D6c。A比194．一Le　commissaire　aux　comptes　ne　peut　convoquer　rasse－
mb16e　des　actio且naires　qu’apr奄s　avoir　vainement　requis　sa　convocation　du
conseil　d’administrat1on　ou　du　directoire，selon　le　cas，par　lettre　recom－
mand6e　avec　demande　d夕avis　de　r6ception．
　Lorsquヲilprocさdeacetteconvocation，i1負xe1’ordredujouretpeut，
pour　des　motifs　d6terminants，choisir　un　Iieu　de　r6union　autre　que　celui
6ventuellement　pr6vu　par　les　statuts，mais　situ6dans　Ie　mδme　d6parte・
ment．11expose　les　motifs　de　la　convocation，dans　un　rapPort　lu　a
rassemb16e．
　En　cas　de　pluralit6de　commissa圭res　aux　comptes，ils　agissent　d’accord
e皿tre　eux．　S少量1s　sont　en　d6saccord　sur　ropPortunit6　de　convoquer　1’asse一
撤bl6e，1’un　dシeux　peut　demander　au　pr6sident　du　tribunal　de　commerce
statuant　en　r6f（≦r6，rautorisation　de　proc（…der　ゑ　cette　convocation，　Ies
autres　commissa圭res　et　le　pr6sident　du　conseil　d’administration　ou　du
directoire　d負ment　appe16s．　L’ordonnance　du　pr6sident，qui　fixe1’ordre　du
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jour，n，est　susceptible　d’aucune　voie　de　recours．
　Dans　tous　Ies　cas，1es　frais　entraln6s　pada　r6mion　de1’assemb16e　sont
a　la　charge　de　la　soci6t6．
　〔解　説〕
　　　1．総会の招集権　　総会を招集する権限を有する者は，本条によって列挙
されている。それは大別すると，第一次的な招集権者と第二次的な招集権者とに分
けることができる。
　　（1）第一次的招集権者　　総会の招集権を有するのは，原則として会社の業務
執行機関，すなわち，取締役会または董事会である（1項）。
　（a）取締役会による招集　　旧型の株式会社においては，旧法の場合と同様に，総
会の招集権を第一次的には取締役会に与えている。招集権は会議体としての取締役
会自体に帰属するものであって，いかなる取締役も，また社長ですら個別的に招集
権を有するものではない（Trib。com．Seine，16janvier1899，」。Soc．1899，366；
Paris，12avril1903，D．P・1906，2・345）。もっとも，取締役会が招集決議を行な
えば，取締役会は社長または特定の取締役に対し，招集に必要な具体的手続を行な
うべき委任を与え，これを執行させることができる。
　　そのほか，招集が有効であるためには，適法に構成された取締役会の決議にも
とづくものでなければならない。適法に構成されていない取締役会は総会を有効に
招集することができない。しかしながら，辞任，死亡またはその他の事由によって，
取締役の数が定款所定の数または法定最低限以下になったときは，それにもかかわ
らず，取締役会はその数を回復するために総会を招集することがでぎる（法94条2
項）。
　　取締役会の権限が取締役の任期の到来によって消滅したときは，取締役会はも
はや総会を招集する権限はない（Trib・com・Seine，1f6vrier1916，」・Soc・1918，
265）。ただし，最近の判決（Angers，10d6cembre1952，D．1953，Som．44）およ
び若干の学説（Houpin　et　Bosvieux，t．II．n。1153；Bourcart，note　S．1926，1．
193）は反対の見解を述べている。
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　（b）董事会による招集　　新型の株式会社においては，第一次的に董事会が総会
の招集権を有する。この権限は，次の条件に従って行使しなければならない。法第
119条第2項に従い，董事会の職務が単独董事（directeurg6n6ral　unique）によって
引受けられているとぎは，この者が単独で招集することができる。数人の董事が選
任されているときは，合議機関たる董事会の決議によらなけれぽならない。ただし，
定款に別段の定めのないかぎり，かつ監事会の許可を条件として，r指揮の任務
（taches　de　la　direction）の分配」がみとめられているから（令99条参照），総会招
集の委託を受けた董事が単独でなした総会の招集は必ずしも不適法なものではない
（Lefebvre，p。13）。
　　総会を有効に招集するためには，董事会が適法に構成されていなければならな
い。この点は，すべて前述の取締役会の場合と同様に理解しなければならない。た
だし，董事会は空白のポストを補充する目的で総会を招集することはできない。け
だし，董事の選任は総会の権限ではなく，監事会の権限とされているからである。
　　（2）第二次的招集権者　　本条第2項は，r前項の規定による招集のないとぎは，
つぎの者もまた総会を招集することができる」として，会計監査役，裁判所の指名
する受任者，清算人の3者および監事会を定めている。⑫d6faut＞という表現は，
これらの機関に与えた総会招集権の二次的性格（caractさre　subsidiaire）を明白に
している。
　（a）会計監査役による招集　　会計監査役は，取締役会または董事会が招集を拒
絶した場合に総会を招集することができる。けだし，命令第194条第1項は，会計監
査役は取締役会または董事会に招集を請求したにもかかわらず，この請求に応じら
れなかった場合にかぎり，株主総会を招集することができると定めているからであ
る。この招集の解怠（carence）を証明するために，会計監査役は配達証明付書留郵
便によって，会社に対し招集請求書を送付しなければならない（令194条1項）。本
法にとくに規定はないが，この場合に，会計監査役は，取締役会または董事会に対
して，総会を招集することが適当と思われる理由および株主の決議に付すべき案件
を指摘して，その請求を理由づける義務を負うものと考える（Lefebvre，P・14）。
　　同様に，r請求に・応じられなかった」のが，いつの時点をもって判断すべぎか
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についても本条はとくに定めていないPで疑問は残るが，ある学説（H6mard・
Terr6et　Mabilat，P．162）は，会計監査役が招集請求しても，取締役会または董
事会が1ヵ月の期間内に招集請求に応じなかった場合を合理的なものと解釈してい
る。しかし，この期間は状況によって変化するものと考えられるから，より柔軟な
解釈力塑ましいものと考えられる。すなわち，緊急の場合には1ヵ月の期間は長過
ぎるであろうし，他の場合には，より長期閲が相当と考えられる場合もあろうから
である。なお，会計監査役は旧法で定められていたような総会招集の緊急性を証明
する義務はないが，会計監査役は総会で朗読する報告書において，提案理由を説明
しなけれぽならないから（令194条2項），むやみに総会を招集することはでき
ず，その権限の不当行使は会計監査役の損害賠償責任の発生原因および総会決議の
無効原因を構成するものと解せられる　（Besangon，12d6cembre1938，」．Soc，
1939，429）。このことは，権利の濫用を禁止する一般原則にもとづくばかりでなく，
もしかりに，会計監査役は正当な理由なく招集することができるとすると，その招集
権限は法律が付与した二次的性格を失わしめ，第一次的な招集権限を有する業務執
行機関の権限と競合するに至らしめるおそれがあるからである。したがって，会計
監査役の招集は理由あるものでなければならない。たとえば，取締役会または董事
会が法定期間内に年次総会を招集しなかった場合における会計監査役の招集（Cas＄
civ，29ju1n1925，D．H．1925，593），資本の4分の3の喪失の場合における総会
の招集（Paris，7d6cembre1935，Rev．sp．soc，1937，213），会社の業務をまひさ
せる内部抗争の場合に生ずる招集（Montpellier，29janvi弓r1937，」・Soc．1939，
93），2つの取締役会が存在する場合（Trib．com．r6f・Versailles，19mars1941，
」．Soc．1943，273），あるいは取締役会が全く存在しない場合における会計監査役に
よる招集（Trib．com。Seine，16juillet1924，」・Soc．1926，112）の場合などは理
由あるものである。つまり，新会社法が使用している〈a　d6faut＞の語は，旧法に
おいて使用されていた緊急（urgence）の観念を拡張したものと思われる（Gide，P・
320）。
　　会計監査役に障害または欠敏ある場合には，総会招集権は補充監査役（commi・
ssaire　supp16ant）に属する（法223条2項）。会計監査役が自ら総会を招集するとき
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は，議事日程を定めることカミできる。また重大な事由のあるとぎは，定款に定めら
れた場所と異なる同一県内の他の場所を開催場所に選定することができる　（令194
条2項）。同様に，会計監査役により招集された総会の費用は，会計監査役の負担
ではなく，会社の負担となる（令194条4項）。
　　数人の会計監査役のあるときは，総会の招集についてその意見の一致にもとづ
いて行動しなければならない。総会招集の適否について意見が一致しないときは，
そのうちの1人はその他の会計監査役および社長または董事会の議長を正式に呼び
出した上で，この招集を行なう許可を即決審理をもって裁判する商事裁判所長に
対して請求することがでぎる。商事裁判所長は議事日程をも決定する。そして，
この商事裁判所長の命令に対しては不服を申立てることができない（令194条3
項）。
　　以上の規定は強行規定であり，したがって，従来のように，会計監査役間の意
見不一致の場合の規制を，これ以外の形ではかる旨を定款で定めることはできない
と思われる（Lefebvre，P．15）。
　（b）裁判上の受任者による招集　　旧会社法は，少数株主による総会の招集請求
権について特別の規定を設けていなかった。しかし，この権利は，多くの会社にお
いて定款により与えられていた。定款は，通常，この請求は資本の一定部分を表章
する（たとえぽ，4分の1以上）株主により行なわなければならず，請求を受けて
から遅滞なく取締役会は総会を招集する義務を負う，と定めていた。
　　他方，旧会社法の　では，常に，判例は，総会は正当な理由を証明する1人ま
たは数人の株主の請求にもとづき，または裁判所によって選任された仮取締役によ
り，裁判上招集されうることをみとめていた。かかる定款または判例による解決が
本条により明文化されるに至った。すなわち，緊急の場合にはすべての利害関係人
の請求にもとづき，その他の場合には資本の10分の1以上に当たる株式を有する1
人または数人の株主の請求にもとづき，裁判所は総会を招集するための受任者を指
名することができる。
　（i）すべての利害関係人の請求にもとづく場合　株主でなくとも，すべての利
害関係人は総会招集の任務を負う受任者の指名を裁判所に請求することができる。
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ここにいうrすべての利害関係人」とは，だれでもよい（n’importe　qui）と解す
べきものではなく，会社の運営に利害関係を有する者を意味するものである。たと
えぽ，株主または会社債権者などがこれに該当する。かかる者の裁判所に対する受
任者の指名請求は，緊急性を証明したときにかぎり行なうことができる。かかる場
合とは，定款所定の会社の存続期間があと1ヵ月で到来する会社の存続期間の延長
を審議するとき（Nancy，19juillet1946，D．1947，2．525），あるいは取締役間に
対立抗争があり．会社の業務運営に支障のあるとき（Nancy，14novembre1949，
Rev．Soc。1949，34）などである。ただし，取締役の数が法定最少数または定款所
定の数以下となったときは，利害関係人は緊急性を証明せずとも，取締役を補充す
るための総会の招集を請求することができる（法94条5項）。本法も施行令も，この
場合における管轄裁判所については明規していないが，しかし株主の請求する場合
と同様に，受任者の指名請求は即決審理によって裁判する本店所在地の商事裁判所
長に対して行なわなけれぽならないものと解せられる（Gide，P．321）。
　（ii）株主の請求にもとづく場合　株主が総会招集の任務を負う受任者を裁判所
に請求する場合には，請求株主は資本の10分の1以上に当たる株式を有する者でな
けれぽならない。それが種類株主総会の場合には，請求株主は当該種類の株式の10
分の1以上を有するものでなけれぽならない。この条件は数人の株主によって充足
することができるが，その場合には，これらの株主の1人に裁判所に対する請求を
委託しなければならない。この場合の請求には緊急性の証明は要求されない。管轄
裁判所は本店所在地の商事裁判所長であり，かつ請求の費用は請求株主の負担とな
る（令122条1項）。
　　請求を受けた商事裁判所長は，招集受任者の指名を目的とするこの請求が理由
のあるものかどうかを判断しなけれぽならない。商事裁判所長がこの請求を認容し
たときは，総会招集の任務を負う受任者の指名命令を行なう。ただし，商事裁判所
長は旧法当時と同様に，一定期間内に取締役会または董事会が総会の招集を行なわ
ないときにかぎり，受任者に総会の招集権を与えるものと思われる（Cass，req，12
janvier1927，G．P。1927，1．525；Cas＄req，6f6vrier1929，Rev．Soc．1929，
158）。
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　　請求が資本の10分の1以上に当たる株式を有する株主によって提出されたとき
は，商事裁判所長は議事目程をも決定しなければならない（令122条2項）。請求が利
害関係人によるときは，とくに明文の規定はないが，商事裁判所長は請求を認容す
る命令により総会の議事目程を決定できるものと考える。けだし，法第160条第1
項によると，議事目程の決定はr招集権者」に負わされているからである。ここで
は，この資格は商事裁判所長に属し，受任者には属さないものと解せられる。現実
に招集のイニシアティブを有するのは商事裁判所長であって，受任者はその受けた
命令を実行するに止まるからである。
　　裁判所により指名された受任者は，その任務を引受ける義務を負う。その任務
の遅滞（retard）は，罰金強制（astreinte）によって制裁されうるし，全く任務を履
行しないときは，損害賠償責任が発生する。また，受任者は商事裁判所長の命令に
従う義務を負う。もっとも，受任者が絶対的にその指示を遵守しなかったとしても，
招集された総会の決議は必ずしも無効となるものではない。けだし，法第159条第
2項は，総会決議の無効について審理する裁判官の裁量に委ねているからである
（Lefebvre，p．18）。
　　商事裁判所長が請求を受理できないもの，あるいは理由がないものと判断する
ときは，請求を退けることができる。そのほか，商事裁判所長は，この請求が，たと
えば，いやがらせの性格（caractさre　vexatoire）にもとづき取締役会または董事会
に損害を生ぜしめるときは，講求者に対して損害賠償を命ずることができる（Lefe－
bvre，p。18，Hamiaut，t．II．p．131）。
　（c）仮取締役による招集　　仮取締役（administrateur　provisoire）が，一時的
に会社を管理する任務をもって選任されたときは（たとえば，継続中の訴訟の終了
まで），仮取締役はいわば通常の業務執行機関に代わるものであり，したがって通常
総会を招集することがでぎなけれぽならない。これに反して，仮取締役は自ら特別
総会を招集することはできない。けだし，定款の変更を目的とする特別総会の招集
のごときは，日常的かつ保存的な業務執行行為（g6stion　courante　et　conserva－
toire）ではないからである（Cass。com，7mars1956，J．C．P．1956，II．9356）。
ただし，特別総会の招集の必要性，緊急性を証明したとき，たとえば，期限の到来
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した会社の存続期問の延長を審議するためのごとき場合には，仮取締役は自己を指
名した裁判所に対して，総会招集の権限を与えるべぎ旨を請求できるものと解すべ
きである（Lefebvre，P．19）。
　（d）監事会による招集　　董事会の指揮する会社においては，監事会も総会を招
集することができる（3項）。この招集権は，会計監査役，裁判上の受任者，清算人
の場合と異なり，董事会の招集のないとぎ（a　d6faut）という条件を含んでいない。
しかし，だからといって監事会の招集権が董事会の招集権と同等のものと解するこ
とはできない。本条は，董事会の招集権の優位を明白にしているからである。事実．
本条第1項は，r総会は董事会によって招集される（est　convoqu6e）」とするのに
対し，第3項は，r監事会は総会を招集することができる（Peutetreconvoqu6e）」
としている。これは総会の招集権が，通常は董事会に属することを明らかにする表
現であると解せられる。それにもかかわらず，この場合に＜a　d6faut＞の文言が排
除されたのは監事会の権限を強化する趣旨である。したがって，監事会は董事会に
総会の招集を催告することなく，監事会が適当と判断したときは，総会を招集する
ことができるものと解せられる（Lefebvre，P．19）。
　（e）清算人による招集　　会社の清算中は，総会は清算人によって招集される。
清算人の権限は取締役会または董事会の招集のないときにかぎり存する。しかし，
この条件は適切なものでない。なぜなら，清算中の会社においては取締役会または
董事会はもはや存在せず，清算人がそれに代わるものであるから，取締役会または
董事会の招集のないときという条件は不要なものと考えられるからである。むしろ
ここでは，会社の解散後は清算人にかぎり，総会を招集することができるものと表
現すべきである。
　　　2．総会開催の場所　　総会の開催場所について，旧法の下では特別の制限
は設けられていなかった。これに対し新会社法は，総会は本店または同一県内の他
の場所において開催しなけれぽならないという制限を設けた（5項）。もっとも，
定款をもってこれ以外の場所を指定することができる。かかる制限の範囲内におい
て，具体的に総会の開催場所を決定するのは総会の招集権者である。会計監査役が
招集するときは，定款に定められた場所と異なる開催場所を選定することができる。
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ただし，この場所は定款所定の場所と同一県内に位置するものでなければならな
い。
法第159条〔総会の招集手続とその蝦疵〕
　①株主総会の招集は，命令の定める形式および期間に従ってこれを行
なう。
　②招集手続が適法になされなかった総会の決議は，これを取消すこと
ができる。（1967年7月12日法律第67－559号により改正）《ただし，この
取消の訴権は，すべての株主が自ら出席しまたは代理人を出席させたと
きは受理されない》。
　Loi　Art．159．一La　convocation　des　assemb16es　d’actiomaires　est
faite　dans　les　formes　et　d61ais丘x6s　par　d6cret．
　Toute3ssemb16e　irr6guliさrement　convoqu6e　peut　etre　amu16e．
（L　n。67－559du12jui11．1967）《Toutefois，raction　en　nullit6n’est
pas　recevable　lorsque　tous　les　actionnaires　6taient　pr6sents　ou
repr6sent6s．》
令第123条〔招集通知の記載事項〕
　①招集通知には，商号，略号のあるときはそれを付記した商号，会社の形態，
資本の額，本店の所在地，商業登記簿および国立経済調査統計局における会社の
登録番号，総会の目時および場所，ならびに特別総会か，通常総会かまたは種類
株主総会かの種別，およびその議事日程を記載しなければならない。無記名株式
を発行している場合には，招集通知には，総会に参加する権利を認めるために，
第136条第1項に定める無記名株式またはその保管証明書を預託すべぎ場所，な
らびにこの預託がなされるべぎ期目を記載しなければならない。
　②とくに必要と認められない雑件を除き，議事日程には，他の文書を参照する
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faite，aux　frais　de　la　soci6t6，par　Iettre　recommand6e　adress6eゑchaque
actionnaire．
令第125条〔招集通知の方式〕
　①第124条第1項に定める招集通知の掲載の日の少なくとも1ヵ月前から引続
き記名証券の名義人たる株主は，普通郵便をもってすべての総会にこれを招集し
なければならない。記名株主は，書留料金を会社に送付することを条件として，
書留郵便による招集を請求することができる。
　②株式の共有者は，その権利が前項に定める期間内に株主名簿への記名登録に
よって確認された場合には，前項と同一の形式に従い，これを招集しなければな
らない。
　③株式に用益権が付されている場合には，会社法第163条第1項に定める議決
権の行使資格者は，第1項と同一の形式および条件に従ってこれを招集しなけれ
ぽならない。
　D6c．Art．125．一Les　actiomaires，titulaires　de　titres　nominatifs　depuis　un
mois　au　moins　a　la　date　de　rinsertion　de1’avis　de　convocation　pr6vue　a
rarticle124，alin6a　ler，sont　convoqu6s　a　toute　assemb16e　par　lettre
ord圭naire．Sous　la　condition　d7adresser　a　la　soci6t61e　montant　des　frais
de　recommandation，ils　peuvent　demander　aδtre　convoqu6s　par　lettre
recommand6e．
　Tous　les　copropri6taires　d’actions　indivises　sont　convoqu6s　dans　les
memes　formes，10rsque　Ieurs　droits　sont　constat6s，dans　le　d61ai　pr6vu　a
1’alin6a　pr6c6dent，par　une　inscription　nominative．
　Lorsque　des　actions　sont　grev6es　d’un　usufruit，1e　titulaire　du　droit　de
vote　d6termin6par1’article163，alin6a　ler，de　la　loi　sur　les　soci6t6s
commerciales　est　convoqu6dans　les　memes　formes　et　sous　les　memes
conditions．
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令第126条〔招集の通知・公告の期間〕
　招集通知を最後に掲載した日から，あるいは書留郵便の発送の日から総会の会
日までの期間は，第1回招集については15日以上，その後の招集については6目
以上とする。
　D6c．A枕．126．一Le　d61ai　entre　la　date，soit　de　1’insertion　ou　de　la
de「niさ「e　des　inse「tions　contenant　u鍛　avis　de　convocation，soit　（ie　renvoi
des　lettres　recommand6es，et　Ia　date　de1’assemb16e，est　au　moins　de　quinze
jours　sur　premiさre　convocation　et　de　six　jours　sur　convocation　suivante．
令第127条〔第2回総会等の招集手続〕
　①総会が必要な定足数を欠くために適法に決議がでぎなかったときは，第124
条に定める形式に従い第2回総会が招集され，その招集通知には第1回総会の日
付を記入しなければならない。
　②会社法第153条第2項および第156条第3項に定める条件に従い，延期され
た特別総会または種類株主総会の招集についても前項と同様とする。
　D6c．Art。127．一Lorsqu’une　assemb16e　n’a　pu　d61ib6rer　r6guliさrement，
faute　du　quorum　requis，Ia　deuxiさme　assemb16e　est　convoqu6e　dans　les
formes　pr6vues　a1’article124et17avis　de　convocation　rappelle　la　date　de
la　premiさre．
　11en　est　de　meme　pour　Ia　convocation　d’une　assemb16e　g6n6rale
extraordinaire　ou　dラune　assemb16e　sp6ciale，proro96e　dans　les　conditions
pr6vues　aux　articles　153，alin6a　2，　et　156，　alin6a　3，　de　la　loi　sur　les
soci6t6s　commerciales．
　〔解　説〕
　　　1．招集通知の方式　　（1）総説　　原則として，招集通知は法定公告掲載
紙における掲載および招集通知状の送付によって行なわれなければならない。ただ
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し，記名株式の存在しないときは，招集通知は掲載によってのみ行なうことがでぎ，
また反対にすべての株式が記名式であるときは，掲載はこれを廃止することがで
き，書留郵便による招集通知状の送付のみによって行なうことができる。以下にこ
の点を詳述しよう。
　　（2）掲載（insertions）による招集通知　　招集通知（avis　de　convocation）
は，すべての会社において，本店所在地の県内における法定公告掲載紙に掲載しな
ければならない。公募会社においては，さらに法定公報（全国版）においても，こ
れを掲載しなければならない（令124条1項）。本店所在地の県内における法定公告
掲載紙のリストは，毎年知事により作成される。この掲載は取締役会または董事会
が行なうものであるが，法令に特別の規定のないかぎり，招集通知を常に同一新聞
に掲載する義務はないものと解せられる（Gide，PP．325，326）。
　　以上の原則に対し，会社の全株式が記名式であるときは，その会社が公募会社か
非公募会社かを問わず，上記の掲載は会社の費用で各株主に送付する書留郵便にょ
る招集通知状をもって代えることができる（令124条2項）。ただし，これは単なる
権能（facult6）であって，会社指揮者は掲載または書留郵便による方法を選択す
ることができる。
　　（3）招集通知状（lettres　de　convocation）による招集通知　　以上の掲載と
は別に，記名株主および会計監査役に対しては，招集通知状を送付しなけれぱなら
ない。
　（a）記名株主　　招集通知掲載の目の少なくとも1ヵ月前より引続き記名証券の
名義人たる株主は，たとえその者の請求がないときといえども，普通郵便をもっ
てすべての総会に招集されなければならない（令125条1項）。1867年法第35条と異
なり，この招集通知状は記名株主が請求した場合にかぎるのではなく，会社の義務
とされるものである。しかし，この義務は普通郵便による招集通知状の送付であっ
て，書留郵便の送付は義務づけられていない。ただし，定款にその旨が記載されてい
る場合または記名株主がそれを請求した場合には，会社は書留郵便によって招集通
知状を送付しなけれぽならない。この場合の書留料は株主の負担とされる。命令第
125条第1項に明記されていないが，法定公告掲載紙と法定公報（全国版）の双方
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への掲載を義務づけられる公募会社において，招集通知の掲載の日から少なくとも
1ヵ月前から，という期間の算定は，最初の掲載の日を基準とすべきものと解する
（Lefebvre，p．29）。
　　なお，1人の者に完全な権利が帰属していない株式の場合には，その招集につ
いては特別の考察を必要とする。すなわち，
　（i）株式の共有者は，その権利が招集通知の掲載の目の少なくとも1カ月前か
ら株主名簿の記名登録によって確認される場合には，以上と同一の条件に従い（普
通郵便または書留郵便によって）招集される（令125条2項）σこの規定は，各共有
者が郵便によって招集され，単に共有株主の代表者でない旨を明らかにしている
（Gide，p．326）。
　（ii）　株式に用益権が付され，かつ同一の状態（招集通知掲載の目の少なくとも
1ヵ月前から記名株式である）にあるときは，招集通知状は議決権の行使資格者，
すなわち，招集される総会が通常総会の場合には用益権者，特別総会の場合には虚
有権者に対して，郵便によって送付しなければならない（令125条3項）。
　（b）会計監査役に対する招集通知　　会計監査役は，通常総会，特別総会，種類
株主総会を問わず，すべての総会に招集されなけれぽならない（法231条）。この招
集通知は，配達証明付書留郵便によってなされなけれぽならない（令192条4項）。
　（c）口頭招集（convocation　verbale）の禁止　　改正前においては，緊急の場合
には口頭による招集がみとめられていた。しかし，新会社法では，この方法はすべて
の場合に禁止されている。けだし，命令第120条は上記命令第124条および第125
条の規定に抵触することを禁止しているからである。口頭で招集された総会の決議
は裁判所によりこれを無効とすることができる。
　　　2．招集通知の内容　　法定公告掲載紙および法定公報（全国版）に掲載さ
れる招集通知には，次の事項を記載しなけれぽならない。すなわち，商号（略号の
あるときはその付記），会社の形態，資本の額，本店の所在地，商業登記簿および
国立経済調査統計局における会社の登録番号，総会の日時および場所，総会の種別，
総会の議事目程，無記名株式を発行している場合には，総会に参加する権利をみと
めるため無記名株式またはその保管証明書を預託すべき場所ならびにこの預託がな
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されるべぎ期目である（令123条1項）。このうち，議事目程の記載については，雑
件を除き，他の文書を参照する必要がないように，記載事項の内容および範囲を明
確に表示しなけれぼならない（令123条2項）。この規定は，議事日程の不明瞭な記
載によって生ずる争いを予防する目的をもって新設されたものである。たとえば，
資本の4分の3の喪失の場合に会社の解散決議を求める総会の招集通知において，
r1966年7月24日法第241条に従ってなすべき決議」というような表現はさけなけ
ればならない。なぜなら，それは引用条文を読むことによってはじめて明白となる
からである。かかる場合には，r資本の4分の3の喪失にもとづく会社解散の決議」
というように明瞭な表現を用いる必要がある（Lefebvre，p．32）。
　　なお，とくに明文の規定はないが，招集通知状の記載事項は法定公告掲載紙に
掲載すべき記載事項と同一でなけれぼならないと解せられる。けだし，命令第124
条第2項は，掲載は招集通知状に代えることができる旨を規定し，間接的に記載事
項の同一性をみとめているものと考えられるからである。招集通知が法定公告掲載
紙における掲載と招集通知状との双方によってなされる場合にも，両者はともに同』
一の事項を記載しなけれぼならない。
　　　3．招集通知の期問　　招集通知は，この通知を掲載した日（公募会社の場
合は最後の掲載目）または書留郵便発送の目から総会の会目までの期間は，第1回
の招集については15日以上，その後の招集については6日以上あけて行なわれなけ
ればならない（令126条）。この期問は正味の期間（d61ai　franc）であるから（令
300条），掲載目または発送日および総会の会日も含まれない。たとえば，6月20日
を会日とする総会については，招集通知の掲載または発送はおそくとも6月4目に
行なわなければならない。
　　定款で本法の定める期間を短縮することはできないが，すべての総会または一
定の総会について，より長い期間を定めることはできる。ただし，非公募会社にお
いては，この期間は25目を超えることはできない。けだし，株主は第1回の招集に
もとづいて開催される総会の会日よりも，少なくとも25目前に，議事目程に記載す
べき議案の送付を受ける権利を有するからである。これに対して公募会社において
は，いかなる制限も定められていない。なぜなら，議案提出の制限日は法定公報
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（全国版）における掲載日から起算されるからである。15目の期間は，総会の種別
を問わず一律的に適用される。また，この期間は会計監査役の招集についても遵守
しなければならない。事実，会計監査役は株主の招集と同時に招集されなければな
らないからである（令192条1項）。
　　なお，この期間は記名株主を普通郵便によって招集する場合にも適用されるも
のと解する。たしかに，この招集方法を定める命令第125条は何らの期間も定めて
おらず，また命令第126条は掲載および書留郵便による招集の場合についてのみ招
集期間を定めているにすぎないが，命令第125条が記名株主の権利保護を目的とす
るものである以上，かかる目的は招集通知状がいつでも記名株主に発送することが
みとめられたのでは達成できないものであり，また記名株主を招集通知状によって
招集する義務違反を制裁する法第442条が，書留郵便によるか普通郵便によるかを
問わず，法定の期間内の招集について定めていることからみて，この適用を肯定す
べきである（Lefebvre，P．35）。
　　　4。第2回招集　　総会が必要な定足数を欠くため適法に決議できないとき
は，第2回の招集が必要となる。新たな招集は，特別総会または種類株主総会の第
2回招集後，4分の1の定足数に達しないときにも必要となる（令127条）。かかる
第2回招集または延期された特別総会および種類株主総会の招集は，法定公告掲載
紙における招集通知の掲載，公募会社の場合にはさらに法定公報（全国版）における
掲載によって行なわれなければならない。もっとも，全株式が記名式であるとぎは，
これらの招集通知の掲載は各株主に送付する書留郵便によって代えることができる
（令124条の適用）。この招集通知には，命令第123条が定めるすべての記載事項を
記載するとともに，第1回総会の目付をも記載することを要する（令127条1項）。
　　なお，命令第127条は同第125条を準用していない。したがって，第2回総会
の場合には，会社は普通郵便により記名株主を招集する義務はないものとも考えら
れるが，しかし第125条はrすべての総会」において普通郵便による記名株主の招集
を定めているので，この義務は第2回総会にも適用する必要があるものと解せられ
る（Gide，P．328）。
　　　5．不適法な招集による総会決議の効力　　法第159条第2項は，総会招集
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の形式および期間に関する規定の不遵守に対する民事制裁を定めている。すなわち，
前述の招集手続に違反して不適法に招集された総会の決議はこれを取消すこと渉で
きる。この解決は従来の判例に沿ったものであり，”取消すことができる，，という
比較的柔軟な表現は，決議を無効とするか否かの裁量権を裁判所に委ねる意味であ
る。要するに，たとえぽユ人の株主に対する招集の失念のような僅かな不適法は決
議に何らの影響を及ぼさないにもかかわらず，当該決議の無効を生ぜしめるのは妥
当ではない。本条第2項後段は，全ての株主が自ら出席しまたは代理されたとき
は，取消訴権は受理されない．と定める。それは，株主全員の総会への参加が取消
訴権の放棄に相当するからである（Hamiaut，t・II．p．132参照）。
法第160条〔総会の議事日程〕
　①総会の議事目程は，招集権者がこれを定める。
　②前項の規定にかかわらず，資本の100分の5に当る株式を有する1
人または数人の株主は，取締役会または董事会における候補者の推せん
に関するものを除き，議案を議事日程に記載すべき旨を請求することが
できる。これらの議案は命令の定める条件に従い議事日程に記載される。
資本が命令によって定められた額を超える場合には，命令をもって本項
が必要とする割合を減少することができる。
　③総会は，議事日程に記載のない事項について決議することができな
い。ただし，議事日程に記載のない場合においても，総会は1人または
数人の取締役もしくは監事会の構成員を解任し，かつその後任者を補充
することができる。
　④総会の議事日程は，第2回の招集にさいして，これを変更すること
ができない。
Loi　Art．160．一：L’ordre　du　jour　des．assemb16es　est　arret6par
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1’auteur　de　la　convocation．
　Toutefois，un　ou　plusieurs　actiomaires　repr6sentant　au　moins5
P．100du　capital　ont　la　facult6　de　requ6rir　rinscription　ゑ　1’ordre
du　jour　de　projets　de　r6solution　ne　concernant　pas　la　pr6sentation
des　candidats　au　conseil　d’administration　ou　au　conseil　de　survei．
11ance　selon　le　cas．　Ces　projets　de　r6solution　sont　inscrits　a
1’ordre　du　jour　de1，assemb16e　dans　les　conditions　d6termin6es　par
d6cret．Celui－ci　pourra　r6（iuire　le　pourcentage　exig6par　le　pr6sent
alin6a，10rsque　le　capital　social　exc6dera　un　montant　fix6par　ledit
d6cret．
　L’assemb16e　ne　peut　d61ib6rer　sur　une　question　qu三n’est　pas
inscrite　a1’ordre　du　jour．　：N6anmoins，elle　peut，en　toutes
circonstances，r6voquer　un　ou　plusieurs　administrateurs　ou　mem・
bres　du　conseil　de　surveillance　et　proc6der　a　leur　remplacement．
　L，ordre　du　jour　de1’assemb16e　ne　peut6tre　modi丘6sur　deuxiさme
COnVOCation．
令第128条〔議事日程における議案記載請求の要件〕
　①資本の100分の5以上に当る株式を有する株主により，総会の議事日程に議
案を記載することを請求するには，配達証明付書留郵便によって本店宛にこれを
行なわなけれぽならない。
　②前項の規定にかかわらず，資本が500万フランを超える会社については，前
項の株式が代表すべき資本の額は，その大小に応じてつぎのように減少する。
　最初の500万フランにっいては100分の4。
　500万フラソと5000万フランとの間に含まれる資本部分については100分の
2．50。
　5000万フランと1億フランとの間に含まれる資本部分については100分の1。
　それ以上の資本部分については100分の0．50。
　③本条の請求には，決議の案文を添付しなければならない。この案文には簡単
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な理由書をつけることができる。
④本条に定める請求をなす者は，その請求前，第136条第1項に定める手続を
なすに当り．必要な株式を保有すること，またはその代理権を有することを証明
しなければならない。
　D6c．A比12＆一La　demande　d’inscription　de　projets　de　r6solution　a
1’ordre　du　jour　de1’assembl6e，par　des　actiomaires　repr6sentant　au　moins
cinq　pour　cent　du　capital　socia1，est　adress6e　au　siさge　social　par　lettre
recommand6e　avec　demande　d7avis　de　r6ception．
　Toutefois，10rsque　le　capital　de　la　soci6t6est　sup6rieur　a5millions　de
francs，1e　montant　du　capitalムrepr6senter　en　application　de1’alin6a
pr6c6dent　est，selon17importance　du、dit　capita1，r6duit　ainsi　qu7il　suit：
　4p．100pour　les　cinq　premiers　millions　de　francs；
　2，50p。100pour　la　tranche　de　capital　comprise　entre5mi11ions　et50
　　millions　de　francs；
　1p．100pour　la　tranche　de　capital　comprise　entre50millions　et100
　　millions　de　francs；
　0，50p．100pour　le　surplus　du　capita1．
　La　demande　est　accompagn6e　du　texte　des　projets　de　r6solution　qu五
peuvent　etreβssortis　d7un　bref　expos6des　motifs．
　Les　auteurs　de　la　demande　justi丘ent　de　la　possession　ou　de13repr6se・
ntation　de　la　fraction　du　capital　exig6e，en　proc6dant，avant　1’envoi　de
cette　demande，aux　formalit6s　pr6vues議rarticle136，alin6a　le丸
令第129条〔議事日程における議案記載請求の手続〕
　①資金を公募しない会桂の株主が，総会の議事目程に議案の記載を請求しよう
とするときは，第136条に定める条件に従って株式を預託すべき場所，およびす
べての総会またはそのうちのある総会の期目を，その日の少なくとも35日前に書
留郵便によって自己に通知することを会社に請求することがでぎる。株主が送料
を会社に送付したときは，会社はこの通知を発する義務を負う。
　②議事目程に議案の記載を請求するには，第～1回の招集にもとづいて開催さ
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れるべき会日の少なくとも25目前に，その請求をしなけれぽならない。
　D6c．Art．129．一Tout　actionnaire　d’u且e　soci6t6　ne　faisant　pas　publi・
quemen亡appe1註　1’6pargne，qui　veut　user　de　la　facult6　de　requ6rir
rinscription　de　projets　de　r6solutionゑrordre　du　jour　d’une　assemb16e，
peut　demander議Ia　soci6t6de　r＆viser，par　lettre　recommand6e，des　lieux
oむdoiventδtre　d6pos6es　les　actions　dans　Ies　conditions　pr6vues　a1’article
136et　de　la　date　pr6vue　pour　la　r6union　des　assemb16es　ou　de　certaines
d7entre　elles，trente．cinq　lours　au　moins　avant　cette　date。La　soci6t6est
tenue♂envoyer　cet　avis，si1，actionnaire　lui　a　adress61e　montant　des
frais　dシenvoi．
　Les　demandes　d’inscription　de　projets　de　r6solution　a1’ordre　du　jour
doivent　etre　envoy6es　vingt．cinq　jours　au　moins　avant　la　date　de
rassemb16e　r6unie　sur　premi6re　convocation．
令第130条〔資金公募会社における通知の法定公報（全国版）への公示〕
　①資金を公募する会社は，株主総会の開催前に，つぎの事項を含む通知を法定
公報（全国版）において公示する義務を負う。
　（1）商号，略号があるときはその付記
　（2）会社の形態
　（3）資本の額
　（4）本店の所在地
　（5）総会の議事日程
　（6）取締役会または董事会により総会に提出されるべき決議の案文
　（7）第136条に定める条件に従って株式を預託すべき場所
　②議事目程に議案の記載を請求するには，前項の通知を公示した目から10目以
内に，その請求をしなければならない。前項の通知にはこの期間を記載しなけれ
ばならない。
　③総会は，通知の公示後30日を経過しなけれぽ開催することができない。
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D~c. Art. 130.-Les soci6t~s faisant publiquement appel ~ l'6pargne sont 
tenues, avant la r6union de 1'assembl6e des actionnaires, de publier au 
Bulletin des annonces 16gales obligatoires tin avis contenant les indications 
suivantes : 
1' La d6nomination sociale, suivie le cas 6ch6ant de son sigle ; 
2' La forme de la soci~t~ ; 
3' Le montar*t du capital social ; 
4' L'adresse du si~ge social ; 
5' L'ordre du jour de 1'assembl6e ; 
6' Le texte des projets de r6solution qui seront pr~sent6s ~ 1'assembl6e 
par le conseil d'administration ou le directoire, selon le cas ; 
7' Les lieux oh doivent ~tre d6pos6es les actions dans les conditions 
pr6vues ~ 1'article 136. 
Les demandes d'inscription de projets de r6solution ~ 1'ordre du jour 
doivent ~tre envoy6es dans le d~lai de dix jours ~ compter de la publi-
cation de 1'avis pr~vu ~ l'alin6a pr~c6dent. Mention de ce d~lai est port6e 
dans l'avis. 
L'assembl6e ne pourra ~tre tenue moins de trente jours apr~s la m~me 
publication. 
A7~~ 131 ~~~~~ C~x~~:~i~~i~CD~~~~~] 
R~~~:~~~f*-~~~~:~:A_C~)~~~;I~~, ~;~i~~~~~'I~~iLf*"~~>~) 5 ~ L~~~:~C. :~~~~1~~~~f 
~ . ~~~~~~~~*1~>~ L f,_- C ~ ~~~~Q ~) ~f~:~~L~~t~: ~ t~: V '. 
@~~~i~?~~~~~: ~ ~~~-*.~~'=8~~ L, ~>O~~A*Ci)~~~~~,-f~~~~t~:~~~L~~t~: ~f~:~'. 
D6c. Art. 131.-Le pr~sident du conseil d'administration ou le directoire 
accuse r6ception des projets de r6solution, par lettre recommand6e, dans 
le d6lai de cinq jours ~ compter de cette r~ception. 
Ces projets de r6solution sont inscrits ~ l'ordre du jour et soumis au 
vote de l'assembl6e. 
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　〔解説〕
　　1．序　説　　旧会社法と異なり，新会社法およびその施行令は，総会の議
事目程の作成方法および内容について明文の規定を設けた（本条および令128条な
いし131条）。もっとも，これらの規定は，全体的にみて，旧会社法の下で定款にお
いて通常定められていたものにほぼ相当し，従来の慣行が明文化されかつ強行法化
されたものと考えられる。
　　2．議事日程の作成　　総会の議事目程は招集権者，いいかえれば，通常の
場合には取締役会または董事会，その他特殊な場合には会計監査役，監事会，清算
人または仮取締役によって決定される（1項）。ただし，これについては例外が存
する。それは資本の10分の1以上に当る株式を有する1人または数人の株主の請求
にもとづいて，裁判所が指名した受任者により総会が招集される場合であって，こ
の場合にはその請求を受理した商事裁判所長の命令によって総会の議事日程は決定
される（令122条2項）。明文の規定はないが，同一の解決は緊急の場合に利害関
係人が招集を請求した場合にも肯定されよう（Lefebvre，p。32）。
　　3．株主による議案の記載請求　　本条は，さらに，議事日程に記載すべき
議案の提出権を株主に与えている（2項）。これは，旧会社法の下で，定款により
定められていた権利を明文化したものである。株主がこの権利を行使するためには
次の手続をふまなければならない。
　（1）開催通知（avis　de　r6union）　まず，株主が総会の決議に付そうとする
議案を議事目程に記載すべき旨を取締役会または董事会に請求する機会を与えるた
め，会社は株主に対して予め総会の開催を充分に報知する義務がある。これがいわ
ゆる報知義務である。それは，公募会社と非公募会社とでは若干異なる。
　（a）非公募会社においては，会社が自発的にその株主に対して開催通知を送付す
べき義務はない。株主がすべての総会または一定の総会の開催について予め報知を
請求したときにかぎり，その請求株主に対して開催通知を送付すれぽ足りる（令
129条）。
　　開催通知の請求はすべての株主が行なうことができる。この権利は無条件にみ
とめられるものであって，後述の議案の提出に必要な株式数の保有証明は必要でな
　716
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第160条
い。請求は普通郵便によって行なうことができる。けだし，命令第129条第1項は，
この点について何ら特別の方式を定めていないからである。もっとも，定款に書留
郵便による請求方式が定められているときはそれにより，あるいは．この請求が実
際に会社に到達したことの証明を得ようと欲する株主は，定款に定めのないときで
も，配達証明付書留郵便による方法を選択することができる。
　　開催通知には，総会の会日および総会に出席するために株式を預託すべき場所
を記載しなければならない。このほか，開催通知には総会の議事日程，少なくとも
その主なる目的を記載することが望ましい。公募会社の場合と異なり，かかる記載
は法文上は要求されていないが，この補充的記載は，議案を提出しようとする株主
にとって有益であるからである。
　　他方．開催通知の送付については次のように定められている。すなわち，会社
は送料（a旋anchissement　Posta1）を会社に送付した株主にかぎり，この通知を発
する義務を負う。開催通知は株主の希望に従って，書留郵便または普通郵便によっ
て発送される。ただし，定款において書留方式を特定することは可能である。会社
は，総会の会日より少なくとも35日前に請求株主に開催通知を送付しなければなら
ない。
　（b）以上の場合と異なり，通常きわめて多数の株主を有する公募会社においては，
個別的に株主に通知することは不適当なので，この場合に命令は，総会の会日の少
なくとも30日前に法定公報（全国版）における公示により，総会の開催通知をなす
べき義務を会社に課した（令130条）。すなわち，資金を公募する会社は，株主総会
の開催前に次の事項を記載した開催通知を法定公報（全国版）に公示しなければな
らない。この事項とは，商号（略号あるときはその付記），会社の形態，資本の額，
本店所在地，総会の議事目程，取締役会または董事会により総会に提出されるべき
決議の案文，総会に参加する権利を証明するために株式を預託すべき場所および議
案の記載請求を行なうため株主に与えうる期間の記載である。この場合に総会の会
目は開催通知に記載すべきことが要求されていない。命令第130条第3項は，単に
総会は通知の公示後30日を経過しなけれぽ開催することがでぎないことを定めてい
るにすぎない。しかし，もちろん，会社は開催通知の中に総会の会日を記載すること
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ができ冷。
　　（2）株主による議案請求　　（a）請求株主の資格要件と証明　　以上の開催通
知により総会開催の事実を知らされた株主は，資本の一定割合の保有を証明したと
きにかぎり，議案を議事日程に記載すべきことを請求することができる。この保有
率は会社の資本額によって異なる。すなわち，資本額が500万フラン以下の会社に
おいては，資本の5パーセソト以上の株式を有する1人または数人の株主にかぎり，
議案の記載講求を行なうことができる（法160条2項）。
　　資本が500万フランを超える会社においては，その会社の資本額に応じて，株
式の保有率は次のように逓減する（法160条2項，令128条2項）。すなわち，最初
の500万フランについては4パーント，500万フランと5，000万フランとの問に含
まれる資本部分については2．5パーセソト，5，000万フランと1億フランとの間に
含まれる資本部分については1パーント．それ以上の資本部分については0．5パー
セントである。
　、たとえば，資本ボ400万フランの会社においては，議案を提出しようとする株
主は2・万フラン以上の資本部分を保有しなければならない（街・・α…×愉）・資
本が600万フランの会社においては，最初の500万フランについては4パーセソト，
すなわち20万フラン，超過した100万フランについては2．5パー・セント，すなわち
25，000フラン，合計225，000フラン以上の資本部分を保有しなけれぽならない。ま
た，資本の額が5，600万フラソの会社においては，5，000・000×」L＝・200・000，
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　　　　　　100　　　　　　　　　　　　　　　100
以上の資本部分を保有しなければならない。
　　以上の規定に従って要求される資本部分の保有または代理の証明は，記名株式
簿における株主の登録あるいは開催通知に表示した預託場所における無記名株式の
預託にもとづく。この証明は，議事日程に議案の記載請求を行なう前に履行しなけ
れぽならない（令128条4項）。
　　なお，この証明は次の場合には特別の問題が生ずる。　（イ）共有株式（actions
indivises）の場合には，議案の記載請求が共有株主の全員一致により決定されるこ
とを要する。　（ロ）用益権の付された株式（aclions　grev6es　d’usufruit）の場合に
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は，虚有権者または用益権者のいずれが議案の記載請求権を有するかについて特
別の規定はないが，議決権（法163条参照），および招集（令125条）に関する規定
を参酌すれば，定款に別段の定めのないかぎり，この権利は通常総会については用
益権者，特別総会については虚有権者に属するものと解するのが妥当である。この
権利の行使については，虚有権者または用益権者はその資格を証明しなければなら
ない。　¢9質入株式（actions　remises　en　gage）　債務者たる株主が議案を提出
しようとするときは，債務者の請求と費用により，質権者は質入された無記名株式
を開催通知に表示された場所に預託する義務を負う。◎　係争中の株式（actio飴
1itigieuses）　株式の帰属について争いがあるとぎは，会社は外観的権利者
（ProPri6taire　aPParent），いいかえれば，記名株式の場合には記名株式簿に登録さ
れている者，無記名株式の場合には株券を預託した者が提出した請求に応じなけれ
ばならない。
　（b）請求の形式　　以上の請求資格を有しかつそれを証明した株主は，会社に対
して，総会の議事日程に自己の議案を記載すべき旨を請求することができる。この
請求には決議の案文を添付しなければならない。この案文には簡単な理由書をつけ
ることができる（令128条3項）。請求は，配達証明付書留郵便によって会社の本店
あてに行なわれなければならない（令128条1項）。
　（c）請求の目的　　株主の記載請求の対象となる議案については，取締役会また
は董事会における候補者の推せんに関するもののみが除外される（2項）。この例外
は，会社法改正審議において，激しい論議の対象となったものであり，政府および
国民議会はこの例外規定を設けることに反対したが，結局は上院の賛成意見が優越
した。合同委員会（commission　mixte）において報告者デイリー（Dailly）氏が・
r資本の5パーセントに当る株式しか有していない株主に取締役会または董事会に
おける候補者の推せんに関する議案の提出をみとめることは行き過ぎである」と述
べた主張を採用したものである（Hamiaut，t．II，p．134）。
　　この場合以外には，たとえ議案が招集された総会の案件と無関係な場合でも，
株主はすべての議案を提出することがでぎるものと解される。けだし，いかなる法
令も議案を取締役会または董事会が総会に提出する案件と関係づけていないからで
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ある。その上，公募会社については，開催通知に取締役会または董事会が作成した
議事目程および決議の案文の記載が要求されるが，非公募会社についてはかかる記
載は何ら要求されていないので（令129条参照），かかる会社の株主は総会の議事目
程を知らないことがありうる。そのとぎ，株主はどのようにして彼等が知らない議
事目程と関連する議案を提出することができようか。ただし，議案は直接に会社の
運営および業務執行に関連するものでなけれぽならない。たとえば，政治的あるい
は宗教的な間題のように，会社の運営に直接関連のない案件を議案として請求する
ことはできない。株主がかかる議案を提出したときは，取締役会または董事会は当
然にその議案を総会の決議に付することを拒絶することができる（Lefebvre，P．26）。
　（d）送付期間　　株主の議案の記載請求書の送付は，会社が公募会社の場合と非
公募会社の場合とでは異なる。公募会社においては，請求書は法定公報（全国版）に
おける開催通知の公示から10目以内に発送しなければならない（令130条2項）。非
公募会社においては，第1回の招集にもとづき開催される総会の会目よりも少なく
とも25日前に発送しなければならない（令129条2項）。
　　（2）株主の提出した議案の処理　　社長または董事会の議長は，議案を受領し
た目から5目以内に，書留郵便をもって議案を受領した旨を通知しなけれぽならな
い（令131条1項）。そして，議案を議事日程に記載し，かつ総会の決議に付さなけ
れぼならない（令131条2項）。これは取締役会または董事会がこの記載の適否を判
断することがでぎないことを意味する。
　　改正法以前の判例は，定款が株主に対して議事日程に議案の記載請求をみとめ
ている場合に，その提出された議案が不正確または会社利益にとって有害な表現を
とっているときは，その実質を変更しないことを条件として，取締役会により変更
することができると判示していた（Rouen，27avri11922，D．1923，2．123）。この
判例は新会社法の下では否定されるものと思われる。なぜなら，命令第131条第2
項は，会社指揮者の役割を厳格に実行行為（受領通知および議事目程への記載）に
限定しているからである（Lefebvre，P。26）。
　　（4）制裁　　株主に議案の提出権をみとめる本条の規定に違反してなされた総
会の決議は，法律上当然にこれを無効とする（法173条1項）。この無効は絶対無効
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であり，すべての利害関係人がこれを主張することができる。けだし，株主による
議案の提出は一般的利益（int6ret　g6n6rale）を有するからである（Lefebvre，P．28）。
また，取締役会または董事会の構成員は，その義務の解怠により，その採択が会社
にとって有用な議案を会社が審議決定することができなかったことから生ずる結果
について責任を負う（Gide，P・333）。
　　　4．議事日程と総会の決議　　（1）原則　　総会は，原則として議事目程に
記載された事項にかぎり決議することができる（3項）。この規定に違反する決議
は法律上当然に無効である（法173条1項）。これは旧法の下で判例が示した解決と
同一であり，本条はこれを明文化したものである。議事目程は第2回招集にさいし
てこれを変更することができない（4項）。
　　（2）例外　　旧法の下で判例は，取締役の解任を生ぜしめるような重大かつ予
見不可能な事項が会議中に提起されたときは，議事日程に表示されていない場合で
も，これを決議することができるものとしていた。新会社法はかかる判例を肯認し
て，総会はあらゆる場合において，1人または数人の取締役もしくは監事会の構成
員を解任し，またその後任者を補充することができると規定し（3項），この場合
には議事日程に記載がないときでもその決議の可能性をみとめている。しかし，こ
の例外は本法による唯一のものであって，今後はその他のいかなる突発事項も，議
事目程に記載のないかぎり，これを決議の対象とすることができないものと解せら
れる（Gide，P。334）。
法第161条〔議決権の代理行使〕
　①株主は，その配偶者または他の株主に自己を代理させることができ
るQ
　②株主は，同一人が自らまたは受任者として行使でぎる議決権数の最
高限を定める法律または定款による制限の範囲内で，他の株主から総会
における代理権を授与されることができる。
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③前2項の規定に反する条項は，記載のないものとみなされる。
　Loi　Art．161．一Un　actionnaire　peut　se　faire　repr6senter　par　un
autre　actionnaire　ou　par　so鍛conjoinし
　Tout　actiomaire　peut　recevoir　les　pouvoirs6mis　par　d’autres
actionnaires　en　vue　d’etre　repr6sent6sゑune　assemb16e，sans　autres
limites　que　celles　r6sultant　des　dispositions16g＆1es　ou　statutaires
fixant　le　nombre　max圭mal　des　voix　dont　peut　d圭sposer　me　meme
personne，tant　en　son　nom　personnel　que　comme　mandatαire．
　Les　clauses　contraires　aux　（iispositions　des　alin6as　pr6c6（1ents
sont　r6put6es　non6Crites．
令第132条〔委任状による代理権の授与〕
　①株主が総会において自己を代理させるために与えた委任状には，当該株主が
署名しかつその株主の氏．氏名および住所を表示しなければならない。委任状に
おいては特定の受任者の1人を指名することができる。この受任者は，他の者に
複代理をさせることはできない。
　②前項の委任は，1つの総会にかぎってこれを与えるべきものとする。ただし，
同一の日または7目以内に開催される通常総会および特別総会の2つの総会につ
いて委任を与えることができる。
　③1つの総会に対して与えられた委任は，同一の議事目程をもって招集される
継続会に対しても有効とする。
　D6c。Art．132．一La　procuration　donn6e　pour　se　faire　repr6senter　a　une
assemb16e　par　un　actiomaire　est　sign6e　par　celui－ci　et　indique　ses　nom，
pr6nom　usuel　et　domicile．Elle　peut　d6signer　nomm6ment　un　mandataire）
qui　n’a　pas　facult6de　se　substituer　une　autre　personne．
　Le　mandat　est　dom6pour　une　seule　assemb16e。11peut　cependantδtre
donn6pour　deux　assemb16es少rune　ordinaire，1’autre　extraordinaire，tenues
le　meme　jour　ou　dans　un　d61ai　de　sept　jours．
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　Le　mandat　donn6pour　me　assemb16e　vaut　pour　les　assemb16es　succes－
sivesconvoqu6esaveclemδmeordredujouL
令第133条〔委任状の様式〕
　会社によりまたは会社が特に指名した受任者により，株主に送付される委任状
には，つぎのものを添付しなければならない。
　（1）総会の議事目程
　（2）取締役会または董事会：および第128条ないし第131条に定める条件に従って
株主により提出される決議の案文
　（3）当該営業年度中における会社の状況に関する簡潔な説明書，ならびに本命令
付属の様式に従い作成され，かつ各5年間における毎営業年度の成果，5年にみ
たない場合には会社の設立後（1968年1月2日命令第68－25号により改正）《ま
たは他会社の吸収合併》後の各営業年度の成果を開示した一覧表
　（4）第138条第3項の規定にもとづき，記名株主に対して後日の総会のときに報
知請求をすることができることを知らせるため，第135条に定める書類および情
報の送付を請求するための用紙
　D6c．Art．133．一A　toute　formule　de　procuration　adress6e　aux　actionnaires
par　la　soci6t60u　par　le　mandataire　qu’elle　a　d6sign6a　cet　effet，doivent
δtfejoints：
　1。　：Lbrdre　du　lour　de　rassemb16e　l
　2。Le　texte　des　proje亡s　de　r6solution　pr6sent6s　par　le　conseil　d’admi・
nistration　ou　le　directoire，selon　le　cas，et　par　des　actionnaires　dan＄1es
conditions　pr6vues　aux　artides128a　131；
　3。Un　expos6sommaire　de　la　situation　de　la　soci6t6pendant1’exercice
6cou16，accompagn6d，un　tableau　pr6sent6　conform6ment　au　modさ1e
annex6・au　pr6sent　d6cret　et　faisant　apPara笠tre　les　r6sultats　de　la　soci6t6
au　cours　de　chacun　des　ci且p　derniers　exercices　ou　de　chacun　des　exer・
cices　clos　depuis　la　constitution　de　la　soci6t6（D6cL　n。68－25du2janv．
1968）　《ou1’absorption　par　ce11β一ci　d’une　autre　sod6t（≦，》si　leur　nombre　est
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inf6rieur　a　cin（1；
　4D　Une　formule　de　demande　d’envoi　des　documents　et　renseignements
vis6sゑ1’article　135，informant1’actionnaire　qu’il　peut　demander　a
b6n6丘cier　des　dispositions　de　l’article138，alin6a3，
令第134条〔受任者による表決〕
　①委任状には，会社または会社により委任状を集める資格を与えられた者に対
し，受任者を指示することなく返付するときは，取締役会または董事会が提出し，
または承認した議案の採択に賛成する表決が株主の名においてなされるべき旨を，
明白に当該株主に知らせる記載をしておかなければならない。
　②株主は，前項と異なる表決をするためには，委任者たる当該株主が表示した
趣旨で表決することを受諾する受任者を選定しなければならない。
　D6c．Art．134．一La　formule　de　procuration　doit　informer　ractionnaire
de　man圭らre　trさs　apParente　（；しue　s’il　en　est　fait　retour　a　la　soci6t6　0u　a
1’une　des　personnes　habilit6es　par　elle　a　recueillir　les　procurations，s＆ns
indication　de　mandataire，il　sera6mis　en　son　nom　un　vote　favorable　a
1’adoption　des　projets　de　r6solution　pr6sent6s　ou　agr66s　par　le　conseiI
d’administration　ou　le　directoire．
　Pour　（…mettre　tout　autre　vote，　1’actionnaire　doit　faire　choix　　dシun
mandataire　qui　accepte　de　voter　dans　le　sens　in（1iqu6par　son　mandant．
民法典第218条〔配偶者の代理〕
　（1965年7月13日法律第65－570号により改正）配偶者の一方は，他方に対し
て，夫婦財産制が付与する権利を行使するさいに，自己を代理させることができ
る。
　Code　civiL　Art．（L．n。65－570du13jui1L1965．）Un6poux　peut　donner
mandat　a　rautre　de　le　repr6senter　dans1’exercice　des　pouvoirs　que　le
r6gime　matrimoniα11ui　attribue．
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　〔解　説〕
　　　1・総説　1867年7月24目法も1933年11月13日法も，ともに総会におけ
る株主の代理について特別の規定を設けていなかった。ただ．1964年12月23日法第
47条は，同一株主が受けることのでぎる代理権の数を制限することがでぎない旨を
定めていたにすぎない。これに反して．新会社法およびその施行令は，株主の代理
について詳細な規定を設けている。本条は限定的に受任者たりうる者の資格を定め．
施行令は委任状の作成方法，会社が株主に送付する委任状用紙に添付すべき書類お
よび情報，受任者の指名なしに返送された委任状のもつ意義などを明白にしている。
　　　2。　受任者の資格5　株主が自ら総会に出席することに障害のあるときは，
株主は受任者により自己を代理させることができる。ただし，受任者の資格は他の
株主または当該株主の配偶者に限定される（1項）。この規定は強行規定であって，
これに抵触するすべての定款の条項は記載がないものとされているので（3項），た
とえば，配偶者自身が株主でないときは，配偶者を受任者とすることができないと
か，反対に，委任は株主でないすべての第三者に与えることができるというような
定款の規定は無効である。
　　本条の規定を設けるか否かについては，議会において激しく論争された。すな
わち，国民議会が株主はその選択するすべての者によって自己を代理させることに
好意的であったのに対し，上院はその資格限定に固執したからである。しかし，結果
に：おいては，上院の第1読会で議決されたものが採用されるに至った（D6b．Senat，
S6ance　du21avri11966，p．232）。配偶者による代理は新しいものであるが，他
の株主による代理の原則は，旧法下でも定款において通常規定されていたものであ
り，それを踏襲したものといえる。
　　他の株主の指名は全く自由である。たとえば，いかなる株主を受任者とするこ
とも可能である。本条第2項は，rすべての株主」と定めているので，定款は受任
者たる株主が自ら総会に出席することがでぎる者でなければならない旨を定めるこ
とはできない。その結果，定款の条項が通常総会に出席するに必要な株式の最低数
を定めている場合に，たとえ受任者たる株主がこの株式数を自ら保有するものでな
いときでも，他の株主から委任を受け，必要な最低数を充足することができる。他
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方，同一株主が有しうる委任の数を制限することは禁止されている（2項）。かく
て，小株主を委任者とすることを防止しようとする定款の規定が排除されることに
なる。
　　　3．受任者の指名　　命令第134条によると，委任状には，会社または会社
により委任状の徴集権を与えられた者に対して受任者を指名することなく委任状が
返送されたときは，取締役会または董事会により提出されまたは承認された議案の
採択に賛成する表決が当該株主の名においてなされたとする旨をぎわめて明白に株
主に知らせなければならない。株主がこれと異なる表決をするためには，委任者た
る当該株主が表示した趣旨で表決することを承諾する受任者を選定しなければなら
ないと定めている。この規定から委任状により表決する株主には2つの方法が提供
されていることに二なる。
　　（1）株主が予め提案された議案を承認する場合には，受任者の氏名を白地にし
たまま会社または会社から徴集権を授与された者に対して委任状を返送すればよい。
この場合には，委任状を付託された者は，取締役会または董事会が提出した議案の
採択に賛成する表決を委任者たる株主の名で行なわなけれぽならない。
　　（2）これに反し，株主が提案された議案に対し，彼が表決しようとする趣旨を指
示したいときは，株主は彼が指示した趣旨で表決することを受諾する受任者を指名
しなければならない（令134条2項）。もちろん，株主が自分では予め決定できない
と考えたり，総会の審議中において生ずる意見を考慮して受任者にその決定を一任
したいときは，指名した受任者にその決定権限を委託することもできる。ともかく，
代理人として指名された受任者は，他の者に複代理させる権能を有しない（令132
条1項）。
　　　4．代理の期問　　委任は総会ごとに与えるととを要する。ただし，同目ま
たは7目の期間内に開催される通常総会および特別総会の2つの総会については，
同時に委任を与えることができる（令132条2項）。この規定は制限的に解釈すべき
であって，2つの通常総会または2つの特別総会が同日または7目の期間内に開催
される場合には，この規定を拡張することができないものと解せられる。命令第132
条2項は，この便宜的措置を通常総会と特別総会の開催にかからしめているものと
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解せられるカ・らである（Lefebvre，P．87）。
　　また，1つの総会において与えられた委任は，同一の議事目程をもって招集さ
れる継続会に対しても有効である（令132条3項）。この規定は，間接的に恒常的委
任（mandat　permanent）を禁止したものと解せられる。かくて，従来，学説およ
び判例において議論されていた委任の撤回あるまではあらゆる総会における委任を
受任者に包括的にみとめる包括委任の慣行の適法性が本条によって明白に否定され
るに至った。
　　　5。代理の形式および表示　　（1）形式　　委任は必ず書面によってなさな
けれぽならない。旧法の下では，定款に反対の条項のないかぎり，口頭による委任
（mandat　verba1）も適法なものとみとめられていたのであるが（Trib・com・Seine
15janvier1946，エSoc．1947，491Alger，26juin1946，Rev．Soc，1949，154），
新会社法はこれをみとめていない。事実，命令第132条は，代理を希望する株主に
よる委任状の署名およびこの委任状に一定の記載事項を記載すべき旨を命じており，
また法第447条は，各委任者に与えた委任状を出席簿に添付しないとぎは刑事制裁
を定めていることから，この否定を推測することがでぎる。したがって，委任は公
正証書または私署証書の形式における書面により証明されなけれぽならない。
　　（2）表示　　委任状には，前述の白紙委任状の効力に関する命令第134条に定
める記載のほか，委任者たる株主が署名しかつその株主の氏名および住所を表示し
なけれぼならない（令132条1項）。そのほか，本条にとくに定めはないが，委任者
の持株数およびこれらの株式に付着する議決権の数を付記することが適当である。
けだし，これらの補足事項は出席簿の作成を容易にするからである。事実，命令第
145条第2項は，この場合に代理された株主に関する記載を出席簿に記入せず，単
に委任状の数のみを記載することを許しているからである。
　　株主が白紙委任状を送付する意図を有しないときは，さらに株主が選定した受
任者の氏名および住所を記載しなけれぽならない。株主が受任者としてr社長」ま
たはr副社長』を指名する委任状を返送したときは，この委任状は命令第132条第
1項の意味においては適法でない。けだし．受任者が特定的に（nomm6ment）指名
されていないからである。しかし，かかる委任は白紙委任と同視することができる
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（Lefebvre，p．85）。
　　（3）印紙　　総会における代理を目的として株主が作成する委任状は印紙税
（droit　de　timbre　de　dimension）に従う（C．G．1．879条）。現在の税率は21×27
判1枚につぎ5フランである（C．G。1，876条）。
　　　6．委任状に添付すべき書類および参考資料　　会社または会社がとくに指
名した受任者（銀行，証券取引業務に従事する証券取引員など）が自発的に，ある
いは株主の請求にもとづき，株主に委任状を送付するときは，次の書類を委任状に
添付しなければならない（令133条）。すなわち，総会の議事日程，取締役会または董
事会および株主によって提出された決議の案文，当該営業年度中における会社の状
況に関する簡単な説明書，最近5年間における各営業年度の成果，5年に満たない
場合には，会社の設立後または他会社の吸収合併後の各営業年度の成果を開示した
一覧表，命令第135条に定める書類および参考資料の送付請求状（formule　de
demande　dラenvoi）。この送付請求状には，記名株主であることを条件として，株
主の請求にもとづいて会社が送付しなけれぽならない書類を，株主側からあらため
て請求しなくても以後の各総会ごとに受取ることができる旨を株主に報知する記載
を含まなければならない。
　　委任状およびこれに添付すべき書類を会社が株主に送付しなかった場合には，
次の効果が生ずるものと解する。まず，請求株主に対して委任状を送付しないとき
は，出席拒絶の場合と同様に総会決議の無効を生ぜしめる。けだし，自ら総会に出
席することがでぎない，またはそれを欲しない株主に，彼ヵミ請求した委任状を送付
しないことは，実質的に総会への参加を妨害することにひとしいからである。これ
に対して，会社が命令第133条の定める書類を委任状に添付しないときは，総会決
議の無効をもって制裁することは疑問であり，株主はこれによって生じた損害の賠
償を会社に求めることがでぎるにすぎないものと解する（Lefebvre，P・83）。
　　　7．委任の撤回　　原則として，委任はいつでも撤回することができる（民
法典2003条）・ただし，この撤回は，会社にその旨を通知したとぎにかぎり，会社に
対抗することができる。撤回不能を約定する委任（とくにsyndicat　de　blocage）をま
不適法なものであり，総会決議の無効原因を構成するものと解せられる（Gide，P・
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316）。この解釈は議決権の自由行使を侵害する目的をもつ契約の禁止を定めた1937
年8月31日のデクレ・ロワ以後異論のないところであって，新会社法は前記デク
レ・βワの規定を再現していないが，同一の解釈カミ支持されるべきである。
　　　8．法定代理（rePr6sentation　l6gale）　　（1）法人株主の代理　　株主た
る会社およびその他の法人は，原則としてその法定代表機関（社長，副社長，董事
会議長，単独董事）により代理される。ただし，定款等により従業員の中からとくに
選任した者（たとえば，secr6taire　g6n6rale，directeur　administratif）に対して
総会における代理を目的として特別の代理権を付与することができる。株主たる会
社は，いかなる場合にもその代理人を総会に出席させなければならない。この場合
に，代理人は自ら株主であることを要しないものと解せられる（Lefebvre・P・80）。
総会において会社を代理するために会社の従業員に与える代理委任と自然人たる株
主により他の株主またはその配偶者に与える代理委任とは混同してはならない。会
社が他の株主に対して代理権を与えるのは，株主たる会社の代表機関または従業員
のいずれもが総会に出席できない場合にかぎる。
　　（2）法定代理人　　（a）不在者（absent）は総会において次の者によって代理
される。すなわち，失踪推定の期間中は一般受任者（mandataire　g6n6ra1）または
仮管理人（administrateur　provisoire）により，失踪宣告がなされ，仮の占有取得
が許されるときは，占有取得者（envoy6en　possession）をこよって代理される。
　（b）未成年者，禁治産者は，その法定代理人によって総会において代理される。
浪費者または心神耗弱者は，その後見人の後見なしに総会に参加する権利を有する。
　（c）配偶者の一方は，他の者に対して，夫婦財産制が付与する権限の行使におい
て自己を代理させるため委任することができる（民法典218条）。
法第162条〔株主に対する情報開示〕
　①取締役会または董事会は，会社の業務執行およびその進行状況に関
して，株主が事情を知って意思を決定し，かつ調査にもとづく判断を下
すことができるように書類を株主に送付しまたはその閲覧に供さなけれ
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ばならない。
　②前項の書類および株主に対する書類の送付または閲覧の条件は命令
によって定める。
　：Loi　Art．162．一：Le　conseil　d’administration　ou　le　directoire，selon
le　cas，doit　adresser　ou　mettre　a　la　disposition　des　actionnaires
les　documents　n6cessaires　pour　permettreゑceux－ci　de　se　pro・
noncer　en　connaissance　de　cause　et　de　porter　mlugement　inform6
sur　la　gestion　et　la　marche（ies　affaires　de　la　soci6t6．
　La　nature　de　ces　documents　et　les　con（iitions　de　leur　envoi　ou
de　leur　mise　a　la　disposition　des　act王omaires　sont　d6termin6es
pard6cret．
令第135条〔株主に対する開示事項〕
　会社は，第138条および第139条に定める条件に従い，つぎのような情報を記
載する1通または数通の書類を株主に送付しまたはその閲覧に供さなければなら
ない。
　（1）取締役および副社長の氏，氏名，住所または監事会および董事会の構成員の
氏．氏名，住所，ならびにこれらの者が他の会社の業務執行，指揮，管理または
監督の職務を行なっている場合にはその会社の表示
　（2）取締役会または董事会により提出される決議の案文
　（3）株主が議案を提出するときは．その決議の案文および提案理由書
　（4）総会に提出ざれるべき取締役会または董事会の報告書，ならびに必要あると
きは監事会の意見書
　（5）議事目程が取締役会または董事会の構成員の選任を含むときは，
　a）候補者の氏，氏名および年令，最近5年間における職歴および職業活動状
況．とくに他の会社において従事しまたは従事していた職務
　b）候補者が当該会社において占める役職および候補者の有する当該会社の記
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名式または無記名式の株式の数
　（6）会社法第157条に定める通常総会に関するときは，当期純損益計算書，損益
計算書，貸借対照表および必要あるときは監事会の意見書，会社法第103条第3
項および第145条第3項に定める会計監査役の特別報告書，および本命令付属の
様式に従い作成され，かつ各5年間における毎営業年度の成果，5年にみたない
場合には，会社の設立後（1968年1月2日命令第68－25号により改正）《または
他会社の吸収合併》後の各営業年度の成果を開示した一・覧表
　（7）特別総会に関するときは，必要磨る場合に総会に提出されるべき会計監査役
の報告書。
　D6c．Art．135．一La　soci6t6doit　adresser　aux　actio簸naires　ou　mettre　a
leur　d圭sposition，dans　Ies　conditions　pr6vues　aux　articles　138　et　139，1es
renseig血ements　suivants　contenus　dans　un　ou　plusieurs　documents：
　10　：Les　nom，pr6nom　usuel　et　domicile，soit　des　administrateurs　et
directeurs　g6n6raux，soit　des　membres　du　conseil　de　surveillance　et　du
directoire，ainsi　que，1e　cas6ch6ant，1’indication　des　autres　soci6t6s　dans
lesquelles　ces　personnes　exercent　des　fonctions　de　gestionラde　direction，
d’administration　ou　de　surveillance；
　2。：Le　texte　des　projets　de　r6solution　pr6sent6s　par　le　conseil　d’admシ
nistration　ou　le　directoire，selon　le　cas；
　3。　：Le　cas　6ch6ant，　1e　texte　e亡　1’expos6　des　motifs　des　projets　de
r6solution　pr6sent6s　par　des　actionnaires；
　4。　Le　rapPort　du　conseil　d’administration　ou　du　（lirectoire，　selon　le
cas，qui　sera　pr6sent6a1’assemb16e　ainsi　que，1e　cas6ch6ant，1es　ob
servations　du　conseil　de　surveillance3
　5。：Lorsque　rordre　du　lour　compo1†e　la　nomination　d2administrateurs
ou　de　membres　du　conseil　de　surveillance：
　a）　Les　nomラ　pr6nom　usuel　et　age　des　can（ii（lats，　1eurs　r6f6rences
　　　professionnelles　et　leurs　activit6s　professionnelles　au　cours　des　cin（1
　　　derniさres　ann6es，箪otamment　les　fonctio耳s　qu’ils　exercent　ou　ont
　　　exerc6es　dans　d，autres　soci6t6s；
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　b）　Les　emplois　ou　fonctions　occup6s　dans　la　soci6t6par　les　candidats
　　　et　le　nombre　d’actions　de　la　soci6t6　dont　ils　sont　titulaires　ou
　　　porteurs；
　6。S’il　s’agit　de　rassemb16e　g6n6rale　ordinaire　pr6vue　a　rarticle157
de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，1e　compte　d7exploitation　g6n6rale，
1e　compte　de　pertes　et　pro丘ts，le　bilan，1e　cas6ch6ant，1es　observations
du　conseil　de　surveillance，1e　rapport　sp6cial　des　commissaires　aux
comptes　pr6vu　auxαrt三cles103，alin6a3，et145，alin6a3，de　ladite　loi　et
un　tableau　pr6sent6conform6ment　au　modさ1e　annex6au　pr6sent　d6cret
et　faisant　apParaitre　les　r6sultats　de　la　soci6t6au　cours　de　chacun　des
cinq　derniers　exercices　ou　de　chacun　des　exercices　clos　depuis　la　cons
titution　de　la　soci6t6　（D6cr．n。68－25　du2　janv．1968）　《ou　rabsorption
par　celle－ci　d’une　autre　soci6t6》si　leur　nombre　est　inf6rieur　a　cinq；
　7。　S’il　s’agit　d’une　assemb16e　g6n6rale　extraordinaire，1e　rapPort　des
commissaires　aux　comp亡es　qui　sera，1e　cas6ch6ant，pr6sent6温’assemb16e．
　〔解　説〕
　　　1．総説　　新会社法の主な目的の1つは，旧会社法におけるよりも，より
良き状態において株主が会社の運営について自己の意見を形成できるように，有効
な情報を株主に与えることである。それには，総会の開催を株主に通知するだけで
は十分でない。さらに，議事日程に記載される案件について株主が十分な情報をう
ることが必要である。かかる目的にもとづき，立法者は総会の開催通知または招集
通知より広い範囲において，かつそれとは別の情報開示制度を設けた。すなわち，
本条では，取締役会または董事会は，会社の業務執行およびその事業の進行状況に
ついて，株主が事情を知って意見を決定し，かつ調査したうえで判断を下すことが
できるように，それに必要な一定の書類を株主に送付し，またはその閲覧に供しな
けれぽならないとし（1項），その書類および株主に対する書類の送付または閲覧
の条件を命令に委ね（2項），命令はそれらについて詳細に定めている。株主の情
報開示制度に関連する条文は数多く（法162条，168条ないし173条，令133条，135
条，139条ないし144条，294条ないし299条），かつその間に統一性が保たれてい
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ないため錯雑しているが，ここでは本条と最も密接に関連する命令第135条につい
て解説する。
　　　2．送付または閲覧書類の種類　　会社は次のような情報を記載する1通ま
たは数通の書類を株主に送付しまたはその閲覧に供しなければならない。
　　（1）取締役および副社長の氏，氏名，住所，または監事会およぴ董事会の構成
員の氏，氏名，住所，ならびにこれらの者が他の会社の業務執行，指揮，管理また
は監督の職務を行なっている場合には，その会社の表示。
　　（2）取締役会または董事会により提出された決議の案文。
　　（3）株主が議案を提出するときは，その決議の案文および提案理由書。
　　（4）総会に提出されるべぎ取締役会または董事会の報告書ならびに必要あると
きは監事会の意見書。
　　（5）議事目程が取締役または監事会構成員の選任を含むときは，会社は以上の
書類のほかに次の情報を提供する義務を負う。すなわち，（＆）候補者の氏名および
年令，（b）最近5年間における職歴および職業活動の状況，とくに他の会社におい
て（外国会社を含む）従事しまたは従事していた職務，（c）候補者が当該会社にお
いて占める役職および候補者の有する当該会社の記名式または無記名式株式の数。
　　以上に列挙した書類のうち，（2）と（3）とは前述の委任状に添付すべき書類の中に
入っている。会社はこれらの書類を2通作成して送付する義務を負わない。
　　（6）年次総会に関するときは，以上の書類に加え，会社は次のような書類を株
主に送付しなけれぼならない。すなわち，当期純損益計算書，損益計算書，貸借対
照表，必要あるときは監事会の意見書，会社と取締役，副社長，董事会または監事
会構成員の1人との間でなされた自己取引に関する会計監査役の特別報告書，各5
年間における毎営業年度の成果，5年に満たない場合には会社の設立後または他会
社の吸収合併後の各営業年度の成果を開示する一覧表。この一覧表は，会社がすべ
ての総会にさいし委任状に添付して株主に送付すべぎ書類に含まれるているので
（令133条参照），命令第133条と135条の適用が重複することになる。しかし，会
社は1通の成果表を送付すれぱ足りるものと解すべぎである。
　　（7）会計監査役が特別総会に報告書を提出しなければならないときは（資本の
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減少，合併，組織変更など），会社は株主に送付すべき書類にこの報告書を加えなけ
ればならない。
法第162－1条〔役員等の持株に関する開示〕
　①（1970年12月23日法律第70－1208号により改正）会社の社長，副社長，
董事会の構成員，この会社において取締役または監事会の構成員の役職
をつとめる自然人または法人，ならびにこれらの役職をつとめる法人の
常任代表者は，命令の定める条件に従って，それらの者自身またはその
子で親権から解放されていない未成年者に属し，かつ証券取引所におい
て正規に上場がみとめられまたは非上場証券に関する日報に掲載されて
いる株式が，当該会社自身，当該会社の子会社，当該会社が自ら子会社
たる会社およびその会社の他の子会社により発行されているとぎは，当
該株式を記名式にするかまたは預託する義務を負う。
　②同一の義務は，前項に掲げる者の同居配偶者に対しても負わされる。
　Loi　Art．162－1．一（L　no70－1208du23d6c．1970）Le　pr6sident，
1es　directeurs　g6n6raux，1es　membres　du　directoire　d’me　soci6t6，
1es　personnes　physiques　ou　morales　exergant　dans　cette　soci6t6
1es　fonctions　d’administr＆teur　ou　de　membre　du　conseil　de　survei1－
1ance　ainsi　que　les　repr6sent＆nts　　permanents　des　personnes
morales　qui　exercent　ces　fonctions　sont　tenus，dans　les　conditions
d6temin6es　par　d6cret，de　faire　mettre　sous　la　forme　nominative
ou　de　d6poser　les　actions　qui　apPartiennent　a　eux・memes　ou　a
leurs　enfants　mineurs　non6mancip6s　et　qui　sont6mises　par　la
soci6t6elle、meme，par　ses員1iales，par　la　soci6t6dont　elle　est　la
filiale　ou　par　les　autres　丘liales　de　cette　derniさre　soci6t6，10rsque
ces　actions　sont　admisesき1a　cote　ofacielle（1es　bourses　de　valeurs
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ou　figurent＆u　relev6quotidlen　d．es　valeurs　non　admises　a　la　cote。
　La　meme　obligation　incombe　aux　conjoints　non　s6par6s　de　corps
des　persomes　mentiom6es　a1，alin6＆pr6c6dent．
令第153－1条〔記名株式または預託すべき期間一その1〕
　（1971年7月23日命令第71－615号により改正）会社法第162－1条に掲げる
者は，同条に定める義務を伴う資格を取得した日から1ヵ月の期間内に，自らが
所有しているまたはその子で親権から解放されていない未成年者に属し，会社法
第162－1条に定める株式を，記名株式にするか，または第153－3条の定める
条件に従って預託する義務を負う。
　D6c．Art．153－1．一（D6cL　n。71－615du　23　juil1．1971）　Les　personnes
mentiom6esゑrarticle162－1de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　sont
tenues，dans　le　d61ai　de　un　mo至s　a　compter　de　la　date　ゑ　1a（luelle　elles
αcqui銚ent　la　qualit6au　titre（ie　laquelle　elles　so就soumises　a1’obligatiorし
pr6vue　audit　article，de　faire　mettre　sous　la　forme　nominative　ou　de
d（iposer　dans　les　conditions丘x6es　par　1，article　153－31es　actions　vis6es　き
rarticle　162－1　dont　elles　sont　propri6taires　ou　qui　apPartien且ent　a　leurs
enfantsmineursno旦6mαncip6s．
令第153－2条〔記名株式または預託すべき期問一その2〕
　（1971年7月23目命令第71－615号により改正）会社法第162－1条に掲げる
者は，同条に定める株式を取得したときは，当該証券を占有したときから20目の
期間内に，当該株式を記名式にするか，または第153－3条に定める条件に従い
預託する義務を負う。
　D6c．Art．153一・2・一（D6cr・n。71－615　du　23　jui11．1971）　Les　personnes
mentio且n6es　a1’article162－1de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales　sont
tenues，10rsqu’elles　ac（luiさrent　des　actions　vis6es　audit　article，　de　faire
mettre　ces　actions　sous　la　forme　nominative，ou　de　les　d6poser　dans　les
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conditions　fix6es　par1’article15泓3dans　le　d61ai　de　vingt　jours議compter
de1’entr6e　en　possession　des　titres．
令第153－3条〔預託の方式〕
　（1971年7月23日命令第71－615号により改正）会社法第162－1条に定める
預託は，銀行，フラソス信用審議会によって登録されかつ公衆の証券の預託を受
ける資格を有する金融機関，あるいは証券取引員にこれを行なわなけれぽならな
いo
　D6c．Art．153－3．一（D6cr．n。71－615du23jui11．1971）Le　d6p6t　pr6vu　a
1’article162－1de　la　loi　sur　Ies　soci6t6s　commerciales　doit　etre　fait　soit
dans　une　banque，soit　dans　un6tablissement昼nanc圭er　enregistr6par　le
conseil　national　du　cr6（1it　et　habilit（≦　a　recevoir　des　d6Pδts　de　titres　du
public，soit　chez　un　agent　de　change．
令第203－2条〔準用規定〕
　（1971年7月23目命令第71－615号により改正）第153－1条ないし第153－3条
の規定は，業務執行者および監事会構成員にこれを適用する。
　D6c．Art．203－2．一（D6cr．n。71－615du23juilL　1971）　Les　dispositions
des　articles　153－1　a　153－3　sont　al）Plicables　aux　g6rants　et　membres　du
conseil　de　surveillance．
　〔解説〕
　　　本条は，わが国の証券取引法第189条と規定の趣旨を同じくするもので，い
わゆる会社機密関与者（initi6s）の行なう株式取引に初めて規制を加えたものであ
る。すなわち，職務上または立場上会社の重要な内部情報を一般投資老に先立って
取得することのできる会社経営者等が，その情報を利用して会社株式の売買を行な
うことによって不当な利益を獲得することを防止し，一般投資者の利益を保護する
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ことが本条の設けられた目的である。
　　本条は，はじめ1967年9月28目第833号オルドナンス（8条）によって新設さ
れていたが，1970年12月23目法律第70－1208号により改正されている。したがって，
本条では，かつての特定従業員は削除され，社長，副社長，董事会の構成員，当該
会社において取締役または監事の役職をつとめる自然人または法人，ならびにこれ
らの役職をつとめる法人の常任代表者のみを対象としている。
　　これらの者またはその同居配偶者は，命令の定める期間内に（令153－1条，
153－2条），上記の会社指揮者またはその子で親権から解放されていない未成年者
に属し，かつ証券取引所において正規に上場がみとめられ，または非上場証券に関
する日報に掲載されている株式ボ当該会社自身，当該会社の子会社，当該会社が自
ら子会社たる会社およびその会社の他の子会社により発行されているときは，当該
株式を記名式にするか，または預託する義務を負う。
　　当該株式を預託する場合には，銀行，フランス信用審議会によって登録されか
つ公衆の証券の預託を受ける資格を有する金融機関または証券取引員にこれを行な
わなければならない（令153－3条）（なお，機密関与者の株式取引規制については，
荒木正孝rフランス法における会社機密関与者の株式取引規制」国際商事法務第1
巻第3号（1973）27頁以下参照）。
法第163条〔用益権者・共有者・質権設定者の議決権行使〕
　①議決権は，通常総会においては株式の用益権者に属し，特別総会に
おいてはその虚有権者に属する。
　②株式の共有者は，その中の1人または共有者以外の1人の受任者を
総会に出席させることができる。共有者間で意見が一致しないときは，
共有者の請求にもとづぎ，裁判所が受任者を指名する。
　③質権を設定した株式の議決権は，株主がこれを行使する。このため
質権者は，その債務者の請求にもとづぎ質物として所持する株券を命令
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の定める条件および期間に従って預託しなければならない。
　：Loi　Art．163．一Le　droit　de　vote　att3ch6a1’action　appartient　a
rusufruitier　dans　les　assemb16es　g6n6rales　ordinaires　et　au　nu・
propri6taire　dans　les　assemb16es　g6n6rales　extraordinaires．
　Les　copropri6taires　d’actions　indivises　sont　repr6sent6s　aux
assemb16es　g6n6rales　par1’un　d’eux　ou　par　un　m＆ndataire　unique．
En　cas　de　d6saccord，1e　mandataire　est　d6sign6en　justice　a1＆
demande　du　copropri6taire　le　plus　diligenし
　：Le　droit　de　vote　est　exerc6par　le　propri6taire　des　titres　remis
engage．Aceteffet，1ecr6anciergagisted6pose，alademande
de　son　d6biteur，1es　actions　qu’il　d6tient　en　gage，dans　les　condi－
tions　et　d61ais丘x6s　par（16cret．
令第137条〔質権設定者または株式共有者の権利行使〕
　①債務者がその質権者に対して請求しかつ費用を負担するときは，質権者は，
第136条の定める様式に従い，質物として所持する株券を預託しなければならな
いo
　②会社法第163条2項に定める条件に従い，株式共有者の代理を委託される受
任者は，即決審理にもとづく商事裁判所長の命令により指名される。
　D6c．Art．137．一Le　cr6ancier　gagiste　d6pose　les　actions　qu’il　d6tient　en
gage，selon　les　modalit6s五x6es　par1’article136，si　le　d6biteur　lui　en　fait
la　demande　et　en　supPorte　les　frais。
　Le　mandataire　charg6　de　repr6senter　les　copropri6taires　d少actions
indivises　dans　Ies　conditions　pr6vues　a1’article163，alin6a2，de　la　loi　sur
les　soci6t6s　commerciales，est　d6sign6par　ordonnance　du　pr6sident　du
tribunal　de　commerce，statuant　en　r6f6r6．
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　〔解　説〕
　　　1．序　説　　本条は，用益権の付された株式に関する議決権の所属，およ
び共有株式または質入株式に関する議決権の行使方法を明確にした新設規定であ
る。
　　　2．用益権の付された株式　　（1）旧会社法の下では，議決権の法的性質に
ついて議論があった。若干の判決は，決議はある場合には管理行為（acte　d’admi・
nistration）であるが，他の場合に処分行為（acte　de　disposition）を構成するこ
ともある（たとえば，会社の組織変更や存続期間の延長に関する決議の場合）と考
えた。したがって，前者の場合には株式の用益権者および管理者（adm三nistrateur）
が決議に参加することができ，後者の場合において決議が有効であるためには，議
決権は株式の虚有権者かまたは少なくともその同意をもって行使されることが必要
であるとしていた。
　　しかし，これらの判決は，決議行為はすべての場合に管理行為であると解する
破鍛院の判例（Cass．req・23juillet1941，J・Soc．1943，209）に反するものであ
った。このように旧会社法の下では，用益権者または虚有権者のうち，だれが総会
に出席し議決権を行使することができるかについて見解が分かれていたのであるカミ，
新会社法は，かかる問題を解決するために，本条第1項を新設してこの点を明確に
した。すなわち，議決権は通常総会においては株式の用益権者に属し，特別総会に
おいては虚有権者に属する。
　　この規定の新設により，通常総会における決議は管理行為を構成し，特別総会
における決議は処分行為を構成するものと解すべきではない。なぜなら，これは問
題の解決をはかるという単なる目的によって設けられた規定であって，議決権の法
的性質までを定義しようとしたものとは考えられないからである。事実，1965年11
月5目命令第4条は，未成年者に属する株式についてr株主総会における議決権，社
債および受益者または発起人持分の所持人の権利行使は，民法典第456条の意味する
管理行為とみなす」と定めている。したがって，本条は前記破殿院の判例に反する
ものではなく，決議は本質的に管理行為であるが，しかし用益権の付された株式に
関しては，この原則に対し特別の例外を設けたものと考えられる（Gide，P・302）。
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　　（2）本条は通常総会と特別総会についてのみ定め，種類株主総会については定
めていないが，この場合には特別総会の場合と同様に総会に参加して議決権を行使
しうる者は虚有権者と解すべきである。けだし，多くの場合に（定足数，多数決の
条件，出席権など），本法はこの2つの総会を同一の制度に従わせているからである
（Lefebvre，p．66）。
　　（3）本条は特に明文の定めはないが，強行規定と解すべきである。民法典第
578条によると，用益権とはr所有者自身と同様に，他人が所有している物を享有
する権利である」と定義されている。ところで，通常総会において用益権者に議決
権をみとめることは，用益権者は会社の通常の業務執行に関する決定，ことに利益
の分配に関する決議を行なうことをみとめ，したがって用益権者がその享有権を実
効的に使用するに適した手段を与えることである。これに対し，特別総会において
虚有権者に議決権をみとめることは，株式の本質に最も重大な影響を与える決議を
虚有権者に留保し，かつ用益権者がそれを侵害することを避けるためである。した
がって，用益権者と虚有権者との間の議決権の法的分配は最も妥当な解決として法
定されたものであり，したがって，定款にそれに抵触する規定を設けることは許さ
れないものと解すべきである。
　　　3．　共有株式　　株式に付着する議決権は不可分のものであるから，株式の
共有者が決議に参加しようとするときは，共有者はその中の1人または共有者以外
の1人の受任者を総会に出席させ，議決権を代理行使させなければならない。株式
共有者の代理を委託される受任者は，共有者の全員一致によって決定するのが原則
であるが，共有者間で意見が一致しないときは，共有者の請求にもとづき’裁判所が受
任者を指名する（2項）。この受任者は即決審理にもとづく商事裁判所長の命令によ
って指名される（令137条2項）。受任者は株主の中からのみならず，株主以外の者
を選任することができるものと解される（Mercadal　et　a1，P．493）。これは前述の
法第161条に反するものであるが，この規定は株式の共有者の代理人には適用でき
ないものと解すべきである。けだし，それは自ら履行できる行為を行なう権限を他
人に与える通常の委任の場合と異なり，自ら決議することができない者の代理の場
合だからである。共有株主の代理人の地位は，無能力者たる株主または法人株主の
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代理人の地位に類似している（Gide，P。304）。
　　　4．質入株式　　債権者（質権者）がその質権を実行しないかぎり，債務者
（質権設定者）は，なお株式を有する株主であるから，その資格において総会に出席
しかつ議決権を行使することがでぎる（3項）。ただし，債務者たる株主がその権
利を行使するときは，以下の手続に従わなければならない。
　　（1）質入株式が無記名式である場合　　この場合には，債務者がその質権者に
対して請求し，かつ費用を負担するときは，質権者は招集通知に指示された場所で，
かつ株主資格の証明のため定款において与えられた期間の満了前に，質物として所
持する株券を預託しなけれぽならない（3項，令137条1項）。質権者が債務者の請
求を拒絶したときは，債務者は定款所定の条件に従い株券の預託を行なう任務を有
する管財人　（s6questre）の指名を裁判所に請求することがでぎる　（Paris，1er
juin1935，S．1935，1．205）。
　　（2）質入株式が記名式の場合　　この場合には株券の預託は必要でない。すで
に記名株式簿に登録されている株主は，それにもとづいて総会に出席しかつ議決権
を行使することができる。
法第164条〔自己株式の議決権〕
　①（1967年9月28日オルドナンス第67－836号により改正）《会社は，
第217条第2項，第217－1条および第217－2条の定める条件に従い，
自ら買入れた株式について議決権を行使することができない。
　②（1967年8月17日オルドナンス第67－695号により改正）会社の保
有する株式は，定足数に算入されない。》
　：Loi　Art．164．一（Ord．n。67－836du28sepL1967．）《La　soci6t6ne
peut　valablement　voter　avec　des　actions　achet6es　par　elle　dans　les
conditions　pr6vues　aux　articles217，alin6a2，217－1et217」2．》
　（Ord．no67－695du17aoat1967．）《11n’est　pas　tenu　compte
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des　actions　d6tenues　par　la　soci6t6pour　Ie　calcul　du　quoruπL》
　〔解　説〕
　　　1．　自己株式取得禁止の原則と例外　　従来，フランス法では自己株式の取
得に関する明文の規定がなかったため，判例および学説は会社法の一般原則にもと
づいて，すなわち，自己株式の取得は資本維持の原則および株主平等の原則に反し
ないかぎり，これをみとめるという原則を確立’していた。しかし，判例の中にはき
わめて微妙な対立がみられ，また学説においても．自己株式の操作による投機の危
険，自己株式の取得はかくれた資本減少に帰着するおそれがあるとする批判から，
通説的立場に反対するものもあり，また，かりに自己株式の取得をみとめるとして
も，その法的地位や運命をどう処理すべきかについて争いが存在したので，新会社
法は次のような新規定を設けることによって，その解決を示した。
　　すなわち，原則としてい会社による自己株式の取得は禁止する（法217条1項）。
ただし，次の場合には自己株式の取得は有効とする。第1に．，損失にもとづかない資
本減少の場合において株式の買入消却を目的とする自己株式の取得は資本維持の原
則に反しないのでこれをみとめる（法217条2項）。第2に，従業員の企業成長の成果
の参加に関する1967年8月17日のオルドナソスにより，この目的のために会社は自
己株式を取得することをみとめる（法217－1条）。第3に，1967年9月28目のオルド
ナンスにより，上場会社は株式相場の安定のために，総会の承認をえて自己株式を
買入れることカミできる（法217－2条）。このほか，会社が先買権の行使によって自
己株式を取得する場合（法275条），および意思表示の鍛疵または無能力にもとづく
会社の設立無効または設立後の行為および決議の無効請求を阻止するため，会社ボ
自己株式の買入案を裁判所に提出する場合にも（法365条），例外として自己株式
の取得が許されている。
　　　2．自己株式と議決権　　以上のように，例外として自己株式の取得がみと
められている場合に，その有効要件に従い取得した自己株式は，混同によって法的に
消滅するものではなく，会社は一定期問これを有効に保有することができる。この
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場合に問題となるのは，かかる会社が保有する自己株式に付着する権利，とくに議
決権はどうなるのかについてであるが，本条は，会社が保有する自己株式は，すべ
て議決権が奪われ，かつ総会における定足数には算入されない旨を明規している。
けだし，会社に自己株式の保有がみとめられるのは有価証券法理にもとづくもので
あって，株券の有価証券としての存続がみとめられているからである。したがって，
株式に付着する社員権の行使，とくに議決権は剥奪される。
法第165条〔通常総会参加に必要な最低株式数〕
　①会社は定款をもって，通常総会に参加する権利を得るには，10株を
超えない範囲の最低数の株式を有することを要件とすることができる。
　②数人の株主は，定款の定める最低数に達するため，その持株数を合
わせ，かつその中の1人またはその中の1人の配偶者を代理人とするこ
とがでぎる。
　：Loi　Art．165．一Les　statuts　peuvent　exiger　un　nombre　minimal
d’actions，sans　que　celui－ci　puisse（｝tre　sup6rieur　a　dix，pour　ouvrir
le　droit　de　participer　aux　assemb16es　g6n6rales　ordinaires．
　Plusieurs　actionnaires　peuvent　se　r6unir　pour　atteindre　le
minimum　pr6vu　par　les　statuts　et　se　faire　repr6senter　par1’un
d’eux　ou　par　le　conjoint（ie1’un（i’eux．
　〔解　説〕
　　　1．序説　株主の総会参加権は若干の法規定により制限され，また定款
等によってこれを制限することができる。
　　　2．法定制限　　（1）払込済でない株式（actions　non　lib6r6es）　　株主に
対する払込催告後30目の期間の満了前に，要求された払込金額の払込なき株式は，
総会における議決権が与えられず，したがって，総会に参加することカミみとめられな
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い（法283条，令210条参照）。
　　（2）併合されない株式（actions　non　regroup6es）　　併合行為の最初の日か
ら2年の期間の満了前に，併合のため提出されない旧株式は議決権を失う。その結
果，当該株式を有する株主は総会に参加することができない。この排除は株式の併
合が以下の条文にもとづいて行なわれる場合に適用される。すなわち，上場株式に
ついては1948年10月30日命令，非上場株式にして，従来の券面額が25フランを超え
ないときは，1964年7月10目法および1965年4月5目命令にもとづくときである。
　　　3．約定制限（1imitatio盤convention箪elles）　　（1）最低株式数の保有条
項　　原則として，すべての株主はその持株数の如何を問わず総会に参加する権利
を有する。ただし，会場における混雑をさけるために（フラソスでは小株主は総会
に欠席することが多いから，これはきわめて稀な場合である），立法者は，定款の
中に総会の出席権を株式の最低数の保有にかからしめる条項を設けることをみとめ
た。本条の規定は，1867年7月24日法第27条および1933年11月13目法第1条第1項
の規定を若干修正した上で再現したものである。この定款の条項が有効となるため
には，次の条件に従わなければならない。
　（a）この制限条項は通常総会にかぎりみとめられる（1項）。特別総会や種類株
主総会については，かかる制限を設けることは許されない（法166条参照）。
　⑥　通常総会に出席するために要求される株式の最低数は，資本の額および発行
済株式数の如何を問わず，10株を超えることができない（1項）。もっとも，異な
る券面額を有する株式が存在するときは，この制限は最小券面額を有する株式を基
礎として計算しなければならない。たとえば，50フランの株式と100フランの株式
とを有する会社においては，総会の出席に必要な株式の最低数は，50フランの株式
の10株，あるいは100フランの株式の5株を超えることができない。
　（c）さいごに，要求された数以下の株式を有する数人の株主は，定款に定める最
低株式数に達するため，その持株を合わせ，かつその中の1人またはその中の1人
の配偶者を代理人とすることができる（2項）。この代理権の行使については次の
考察を必要とする。
　（i）本条第2項の規定は，明らかに強行規定である。したがって，定款は本条の
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定める代理権行使の方式に抵触することも，これを変更することもできない。
　（ii）小割株（coupuresぜactions）を有する株主もまた集合することがでぎる。
この場合には，集合すべき小割株の数は各小割株が表章する株式の部分による。た
とえぽ，各々が株式の10分の1を表章する小割株をその従業員に付与する会社の定
款が，通常総会に出席するために5株の最低数を要求するときは，総計50の小割株
を集合する必要がある。
　（iii）　代理人は，小株主またはその配偶者の中からのみ選任できる。しかし，こ
の配偶者が自ら株主であることを要しない。
　（iv）　代理人は，総会に出席するために必要な条件を充足していること，ことに
定款に定められた株式の最低数を代理していることを証明しなけれぽならない。し
たがって，各小株主がそれぞれに委任状を与えるのが通常であろうが，全委任者の
署名した1通の委任状を作成することも違法ではないものと思われる（Lefebvre，P・
72）。
　（d）なお，通常総会に出席するための株式の最低数を要求する定款の条項は次の
2つの効果を有する。第1は，取締役がその管理行為の担保に充当しなければなら
ない株式の数および新型の株式会社において監事会の構成員カミ寄託しなければなら
ない株式の数は，通常総会に出席するために定められた株式の最低数を下ることが
できない（法95条，130条）。第2は，総会参加権が定款により最低株式数の保有に
かからしめられているときは，その請求にもとづいて株主に送付しなければならな
い書類および参考資料は，所定の条件を満たす株主グループの代表者に対して送付
しなければならない。
　　（2）記名株主の登録および無記名株式の寄託に関する条項　　定款は，しばし
ぽ，総会への参加権を記名株主の登録および総会の会日前の無記名株式の預託にか
からしめている。命令第136条は，出席簿の作成を容易にするかかる条項を有効と
し，かつ総会の開催時に無記名証券を調査することを回避している。ただし，定款
は総会の会日の5日以上前に，これらの手続の履践を要求することはできない（令
136条2項）。
　　（3）株券の交換（6change　d’actions）　　一定の行為（資本の減少，株式の併
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合，または分割）は旧株券と新株券との交換を生ぜしめる。そのとき，この交換を
行なうために一定の期間が株主に与えられる。そして，通常はこの期間の終了時に
旧株式は総会への参加権を失うものと定められている。
　　　4．総会の参加手続　　（1）株主資格の証明　　総会に参加するには，株主
はその資格を証明しなければならない。この証明は株主が記名株式を有するか，無
記名株式を有するかに従い異なる方法によって行なわれる。
　（a）記名株式の場合　　この場合には，株主の資格は会社の記名株式簿になされ
た登録にもとづく（法265条2項，令204条）。したがって，株主は株式がその名義
で登録されていることを証明すれぽ足りる。その証明を簡易化するため．大規模な
会社では多くの場合に，その記名株主に対して入場券（carte　d’admission）を送付
し，株主は会場に入るさいに，この入場券を提出することにより証明に代えている。
定款は，総会への出席が記名株式簿における登録が会日の数日前に行なわれること
の条件にかからしめることができる。しかし，この期問は5日を超えてはならな
い（令136条）。
　（b）無記名株式の場合　　この場合には，証券の提出が総会の出席条件とされる。
原則として，無記名株券の提示または定款に規定のあるときは，これらの株式の保管
者たる銀行その他の金融機関もしくは証券取引員により交付される保管証明書の提
示は会場に入るときに行なうことができる。しかし，多数の株主を有する会社にお
いては，かかる方法は株式の検査および出席簿の作成に長時間を要するという重大
な不便を生ぜしめる。かくて，定款は多くの場合に，株主に対し会目の数目前に証
券を預託する義務を定めている。命令第136条はこの点について旧慣行を確認した。
　　証券の預託義務が株主にあることは当然であるが，ただし，株式が質入されて
いるときは，その預託は債務者が請求しかつ費用を負担するときは，質権者によっ
て行なわれなければならない（令137条1項）。預託すべきものは，無記名株券自体
またはこれらの株式の保管者たる銀行等の保管証明書である。
　　預託は，招集通知に指定された場所（令136条1項）および公募会社においては
法定公報（全国版）で公示した開催通知，非公募会社においては請求ある株主に送
付した開催通知において指定した場所に行なわなけれぽならない。預託すべき期日
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は定款に定められる。ただし，この期目は会目前5日以内でなければならない（令
136条2項）。定款がこの期目を定めていないとぎは，たとえ取締役会または董事会
が期目を定めても，それは株主に対抗することができず，そのときは，株主は総会
の会目までに証券を預託することができる。けだし・命令第136条第2項は期日の
指定権を定款にのみ認めているからである（Lefebvre，p・76）。
　　預託株主に対しては，通常，記名式の入場券が交付される。定款がこの入場券
の交付を明規しているときは，それを提示しない株主に対しては総会の出席を拒絶
することがでぎる（Trib．com．Seine，13mai1901，」．Soc，1901，448）。
　　無記名株式の預託に関する規定違反（たとえば，預託の欠如，期目後または指
定場所でない場所への預託）または定款所定の期日後に登録した記名株主が総会に
参加したとき’は，総会決議の無効を生ぜしめる（法360条2項）。
法第166条〔特別総会または種類株主総会に参加する権利〕
　すべての株主は，特別総会に参加することができる。また，第156条
に定める株式を有する株主は，種類株主総会に参加することができる。
これに反する条項は記載のないものとみなされる。
　Loi　Art．166．一Tout　actionnaire　peut　participer　aux　assemb16es
g6n6rales　extraordinaires　et　tout　actionnaire　Poss6（iant　des　actions
vis6es　a　rarticle156peut　participer　aux　assemb16es　sp6ciales．
Toute　clause　contraire　est　r6put6e　non6crite．
令第136条〔総会参加の手続〕
　①総会に参加する権利を有する者は，会社の記名株式簿に登録された株主，招
集通知により指定された場所に無記名株式を預託した株主，またはこれらの株式
の保管者である銀行，その他の金融機関もしくは証券取引員により交付される保
管証明書を預託した株主とする。
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　②前項の手続を了すべき期目は，定款で定めなければならない。この期目は総
会の会目前5日以内でなければならない。
　D6c．Art．136．一Le　droit　de　participer　aux　assemb16es　peut　etre　subo－
rdonn（i，soit　き　1，inscription　de　l，actionnaire　sur　le　registre　des　actions
nominatives　de　la　soci6t6，soit　au　d6p6t，aux　lieux　indiqu6s　par　ravis　de
convocation，des　actions　au　porteur　ou　dyun　certi丘cat　de　d6Pδt　d61ivr6par
la　banque，1’6tablissement丘nancier　ou1’agent　de　change　d6positaire　de
ces　actions．
　La　date　avant　laquelle　ces　formalit6s　doivent　etre　accomplies　est　fix6e
par　les　statuts．　Elle　ne　peut　etre　ant6rieure　de　plus　de　cinq　joul’s　a　la
date　de　r6union　de　rassemb16e．
　〔解　説〕
　　　前条のように，総会への出席権を定款所定の最低保有株式数にかからしめる
条件は，通常総会にかぎりみとめられるものであって，重要な決議事項を対象とす
る特別総会，およびそれと同等視される種類株主総会に出席する権利については，
かかる条件を定款によって定めることは許されない。したがって，かかる総会にお
いては，すべての株主が出席でき，たとえ1株の株主でも総会に参加することがで
きる。これに反する定款の記載はすべて無効とされる。
法第167条〔総会の出席簿〕
　各総会では，命令の定める事項を記載した出席簿を作成しなければな
らない。
　：Loi　Art．167rA　chaque　assemb16e，est　tenue　une　feuille　de
pr6sence　dont　les　mentions　sont　d6termin6es　par　d6cret．
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令第145条〔出席簿の作成〕
　①株主総会の出席簿には，つぎの事項を記載しなければならない。
　（1）出席した株主の氏，氏名および住所，その有する株式数ならびにその議決権
の数
　（2）代理人を出席させた各株主の氏，氏名および住所，その有する株式数ならび
に議決権の数
　（3）各受任者の氏，氏名および住所，その委任者に属する株式数ならびにその議
決権の数
　②総会の事務局は，各委任者の氏，氏名および住所，その有する株式数ならび
にその議決権の数が記載された委任状を出席簿に添付することができる。この場
合には，総会の事務局は，代理人を出席させた株主に関する事項を出席簿に記入
する義務を負わないが，前記出席簿に添付された委任状の数は，これを出席簿に
表示しなければならない。この委任状は出席簿と同じ条件に従い，かつそれと同
時に閲覧に供しなければならない。
　③出席株主および受任者が正式に署名した出席簿は，総会の事務局により正確
であると認証されなけれぽならない。
　D6c．Art．145．一La　feuille　de　pr6sence　aux　assemb16es　dヲactionnaires
contient　les　mentions　suivantes：
　1。Les　nom，pr6nom　usuel　et　domicile　de　chaque　actionnaire　pr6sent，
1e　nombre　d7actions　dont　il　est　titulaire，ainsi　que　le　nombre　de　voix
attach6乞ces　actions；
　2。Les　nom，pr6nom　usuel　et　d6micile　de　chaque　actionnaire　repr6sent6，
Ie　nombre　d’actions　dont　il　est　titulaire，ainsi　que　le　nombre　de　voix
attach6a　ces　actions；
　3。Les　nom，pr6nom　usuel　et　domicile　de　chaque　mandataire，1e
nombre　dラactions　de　ses　mandants，ainsi　que　Ie　nombre　de　voix　attach6
a　ces　actions．
　Le　bureau　de　rassemb16e　peut　annexerゑ1a　feuille　de　pr6sence，1a
procuration　portant　les　nom，pr6nom　usuel　et　domicile　de　chaque
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mandant，1e　nombre　d7actions　dont　il　est　titulaire　et　le　nombre　de　voix
attach6ゑces　actions．Dans　ce　cas，1e　bureau　de　rassemb16e　n’est　pas
tenu　dンinscrire　sur　la　feuille　de　pr6sence　les　mentions　concemant　les
actionnaires　repr6sent6s，mais　le　nombre　des　pouvoirs　annex6s　a　ladite
feuille　est　indiqu6sur　celle．ci．Ces　pouvoirs　devront　etre　communiqu6s
dans　les　memes　conditions　et　en　meme　temps　que　la　feuille　de　pr6sence．
　：La　feuille　de　pr6sence，d血ment6marg6e　par　Ies　actionnaires　Pr6sents
et　les　mandataires，est　certi丘6e　exacte　par　le　bureau　de1’assemb16e．
　〔解　説〕
　　　1．序　説　　本条は，総会の出席簿に関する規定である。出席簿に関する
問題は，次の3項目に分けることがでぎる。第1は出席簿の作成条件，第2は出席
簿の閲覧様式，第3は証明力である。
　　　2．　出席簿の作成　　（1）出席簿の必要性　　本条は，総会ごとに出席簿の
作成を義務づけている。出席簿を作成しないときは自動的に総会決議の無効を生ぜ
しめる。
　　出席簿の作成義務は旧会社法（28条）の下でも課されていたものであるが．改
正前の判例によってみとめられていた柔軟な解決は，現行法の下では，もはやみ
とめられないものと解せられる。たとえば，（a）　1つが通常総会，他が特別総会た
る2つの異なる総会が同一日に開催されるとき，たとえこれらの総会が同一の株
主により構成され，同一の事務局を選任しているときでも，2通の出席簿を作成し
なければならない（旧制度の下における判例は，これと反対の判決をしている。）
（Cass・com・14mars1950，」・C・P・1950，IL5694）。（b）同様に，総会の議事録
は出席簿が有効であるために必要なすべての事項を記載し，かつ出席株主および代
理人全員の署名がなされているときでも，出席簿の欠敏を補完しえないものと解せ
られる（Lefebvre，P．94）。
　　（2）出席簿に記載すべぎ事項　　出席簿には次の事項を記載しなければならな
い（令145条1項）。すなわち，
　（a）出席した株主の氏，氏名および住所，その有する株式数ならびに議決権の数。
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　（b）代理人を出席させた各株主の氏，氏名および住所，その有する株式数ならび
に議決権の数。
　（c）各受任者の氏，氏名および住所，その委任者に属する株式数ならびに議決権
の数。
　　持株数のみならず，議決権の数の記載をも要求しているのは，全株式が同一の
券面額を有しない場合および2倍議決権の株式が存するときに有用だからである。
ただし，以上の記載事項のうち，代理された株主に関する情報は，単に出席簿にお
ける委任状の数の記載によって代替することができる。しかし，この可能性は，こ
れらの委任状に各委任者の氏，氏名および住所，その有する株式数ならびに議決権
の数を記載することの条件に従う（令145条2項）。
　　（3）署名と認証　　出席簿は，出席株主および受任者により正式に署名されな
ければならない（令145条3項）。その署名を行なう前に，株主またはその代理人
は，出席簿になされた記載事項が正確であるかどうかを調査することができ，問違
いを発見したときは，訂正することができる（Trib．COm・一ROUbaiX，240CtObre
1947・D・1948，27）。署名ののち，出席簿は，事務局により正確であると認証され
なければならない（令145条3項）。
　　（4）出席簿に添付すべき書類　　代理された株主の委任状は出席簿に添付しな
ければならない。命令第145条第2項を文字通り読めぽ，出席簿に代理人を出席さ
せた株主に関する事項を記載しない場合にかぎり，委任状は出席簿に添付しなけれ
ばならないと解せられるが，しかし，この解釈は支持できない。なぜなら，委任状
は出席簿の正確さを調査するに必要な補足となるからである。また，法第447条第
2号が，各受任者に与えられた委任状を出席簿に添付しない行為を刑事制裁に処し
ていることからも推察しうる。
　　（5）制裁　　出席簿の不作成は総会決議の無効を生ぜしめる。法第173条第1
項は，本条に違反する総会の決議は，これを無効とする旨を定めているからである。
この無効は，すべての利害関係人によって主張することができる。これに対して，
上記記載事項の1つの脱落または不完全記載，ならびに出席簿の署名の欠如あるい
は事務局による認証の欠敏は，総会決議の無効原因とはならない。けだし，法第173
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条第2項に定められた規定違反の場合における総会決議の取消事由の中に，本条の
施行令は含まれていないからである。
　　　3．　出席簿の閲覧　　1867年7月24目法（28条）の下では．出席簿はあらゆ
る請求者に対して，いいかえれば株主のみならず，すべての者に対してこれを閲覧
に供しなければならないとしていたが，新会社法においては，出席簿の閲覧講求者
を株主に限定している（法170条参照）。各株主は，最近3営業年度中に開催された
総会の出席簿をいつでも閲覧することができる。
　　　4．出席簿の証拠価値（valeur　probante）　　出席簿は，反証のないかぎ
り，総会の出席者数および受任者の提出した委任状の有効性を証明する。しかし・出
席簿は，会場に入ったすべての株主が会議の終了までそこに居たことを証明するも
のではない。そのためには，議事録と出席簿とを照合しなけれぽならない。議事録が
決議の終了前に株主が退場したことを確認しているとぎは，定足数および多数決の
計算において，これらの退場株主の有する株式数を控除しなければならない（Trib・
com．Lyon，14janvier1904，J・Soc・105・42）。議事録に確認されてないときは，
株主の退場はすべての手段によって証明することができる（Houpin，J・Soc．1927，
645）。
　　出席簿は，反証がないかぎり証拠となる（Trib・civ・Alengon，13juin1935，
G．P．1935，2．748）。たしかに，出席簿の記載事項は調査され認証されている。し
かし，その職務を行なう事務局の構成員は，その行為を真正なものとするための特
別の資格を有していない。これは単なる個人であり，公証人のように特別の権限を
有するものではないからである。
法第168条〔総会前における株主の報知請求権〕
　株主は，命令の定める条件およ．びその期間に従い，つぎの報知を受け
る権利を有する。
　（1）財産目録，当期純損益計算書，損益計算書，貸借対照表および取締
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役の名簿または董事会および監事会構成員の名簿。
　（2）総会に付されるべぎ，取締役会または董事会および監事会，ならび
に会計監査役の報告書。
　（3）株主から議案が提出されたときは，その案文および提案理由書，な
らびに取締役会または監事会構成員の候補者に関する参考資料。
　（4）有給職員の実数が200人を超えているときは10人，200人以下のと
きは5人の最高額の給与を受ける職員の報酬につき，会計監査役により
正確であると証明されたその総額。
　Loi　Art．168．一Tout　actionnaire　a　le　droit，dans　les　conditions　et
d61ais　d6termin6s　par　d6cret，d’obtenir　commmication：
　10De1’inventaire，du　compte　d’exploitation　g6n6rale，du　compte
de　pertes　et　pro丘ts，du　bilan　et　de　la　liste　des　administrateurs　ou
（les　membres　du　directoire　et　du　conseil　de　surveillance，selon　le
cas；
　20Des　rapports　du　co鍛seil　d’administration　ou　du　directoire　et
du　conseil　de　surveillance，selon　le　cas，et　des　commissaires　aux
comptes，qui　seront　soumis　a　rassemb16e；
　30　Le　cas6ch6ant，du　texte　et　de1’expos6des　motifs　des
r6solutions　propos6es，ainsi　que　des　renseignements　concemant　les
candidats　au　conseil　d’administration　ou　au　conseil　de　surveillance，
selonlecas；
　40Du　montant　globa1，certifi6exact　par　les　commissaires　aux
comptes，des　r6mun6rations　vers6es　aux　personnes　les　mieux
r6mun6r6es，1e　nombre　de　ces　persomes6tant　de　dix　ou　de　cinq
selon　que1，effectif　du　personnel　excさde　ou　non　deux　cents　salari6s・
令第138条〔総会開催前の送付請求〕
　①記名株主は，総会招集のときからその会目の5目前までに，第133条および
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第135条に定める書類および参考資料を，指定した場所に送付することを会社に
請求することができる。会社は，会目前にその費用をもって，この送付を行なう
義務を負う。
　②前項の権利は，第136条第1項に定める手続を履行することにより，その資
格を証明した無記名株主にもみとめられる。
　③第1項の株主は，1回の請求により，以後の株主総会ごとに，前記の書類お
よび参考資料の送付を会社から受けることができる。
　④総会に参加する権利が定款により最低株式数の保有を必要とするときは，前
記書類および参考資料は，所定の条件をみたす株主グループの代表者に対Lて送
付しなければならない。
　D6c．Art．138．一A　compter　de　la　convocation　de　rassemb16e　et　jusquヲau
cinquiさme　jour　inclusivement　avant　la　r6un呈on，tout　actiomaire　titulaire
de　titres　nominatifs　peut　demander議1a　soci6t6de　lui　envoyer　a1’adresse
indiqu6e，1es　documents　et　renseignements　vis6s　aux　articles133et135．
La　soci6t6est　tenue　de　Proc6（1er　a　cet　envoi　avant　la　r6union　et　a　ses
frais．
　Le　mδme　droit　est　ouvertきtout　actiomaire　propri6taire　de　titres　au
porteur，qui　justi丘e　de　cette　qualit6par1’accomplissement　de　la　formalit6
pr6vueゑ1’article136，alin6a　ler。
　Les　actiomaires　mentiom6s　a　ralin6a　ler　ci－dessus　peuvent，par　une
demande　unique，obtenir　de　la　soci6t61’envoi　des　documents　et　rense玉
gnements　pr6cit6sき　1’occasion　de　chacune　des　assemb16es　d’actionnaires
ult（irieures．
　Si　le　droit　de　participerき1’assemb16e　est　subordonn6par　les　statuts　a
la　possession　dヲun　nombre　minimal　d｝actions，1es　documents　et　renseign－
ements　ci－dessus　mentiom6s　sont　envoy6s　au　repr6sentant　du　groupe
d2actiomaires　remplissant　les　conditions　requises．
令第139条〔総会開催前の閲覧・謄写権〕
　①年次総会招集のときからその会日前の15目を下らない期間，株主は，会社法
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第168条および本命令第135条に列挙する書類および参考資料を，本店または経
営指揮を行なう場所においてこれを閲覧する権利を有する。ただし，株主は，15
目の期間中にかぎり，同一の場所において会計監査役の報告書を閲覧する権利を
有する。
　②株主はまた，特別総会または種類株主総会の招集のときからその会目前の15
日を下らない期間，提出される議案，取締役会または董事会の報告書，ならびに
必要あるときは会計監査役の報告書および合併ま牽は分割の計画書を，同一の場
所において閲覧する権利を有する。
　③財産目録に関する謄写権を除ぎ，閲覧権には謄写権を含む。
　D6c．Art・139rA　compter　de　la　convocation　de　rassemb16e　g6n6rale
ordinaire　annuelle　et　au　moins　pendant　le　d61ai　de　quinze　jours　qui
pr6cさde　la　date　de　la　r6union，tout　actionnaire　a　le　droit　de　prendre，au
siさge　social　ou　au　lieu　de　Ia　direction　administrative，comaissance　des
documents　et　renseignements6num6r6s　aux　articles168de　la　loi　sur　les
soci6t6s　commerciales　et135du　pr6sent　d6cret．Toutefois，il　n’a　le　droit
de　prendre，aux　memes　lieux，comaissance　du　rapport　des　commissaires
aux　comptes，que　pendant　le　m6me　d61ai　de　quinze　jours。
　11a6galement　le　droit，a　compter　de　la　convocation　de　I’assemb16e
g6n6rale　extraordinaire　ou　de1’assemb16e　sp6ciale　et　au　moins　pendant　le
d61ai　de　quinze　jours　qui　pr6cさde　la　date　de　la　r6union，de　prendre，aux
memes　lieux，comaissance　du　texte　des　r6solutions　pr6sent6es，du　rapport
du　conseil　dナadministration　ou　du　directoire，ainsi　que，1e　cas6ch6ant，du
rapport　des　commissaires　aux　comptes　et　du　prolet　de　fusion　ou　de
scission．
　Sauf　en　ce　qui　concerne　rinventaire，1e　droit　de　prendre　connaissance
emporte　celui　de　prendre　copie．
〔解　説〕
　1．序　説 総会開催前における株主の情報権は3つの方法によって確保
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されている。第1は，委任状の送付に一定の書類あるいは参考資料を添付させる方
法であり，第2は，株主はその請求によって一定の書類または参考資料の送付を受
けることができることであり，第3は，株主は本店において会社が備置くべき書類
を閲覧・調査する権利を有することである。この3つの方法のうち，第1の方法は
すでに法第162条で解説したので，ここでは第2および第3の方法について解説す
る。
　　2．株主の閲覧調査権（droi㌻ae　cons“ation）　旧会社法におけると同
様に，株主はすべての総会前に，本店において種々の書類を閲覧調査することがで
きる。もっとも，旧会社法におけるよりも，その対象となる書類の数は増加してい
る。まず，これらの書類を総会の種別に従い列挙したのち，株主の閲覧調査権の行
使条件を考察する。
　（1）閲覧調査権の範囲　　（a）年次総会に備えて行なわれる閲覧・調査の対象
たる書類は次のものである。
　（i）財産目録，当期純損益計算書，損益計算書，貸借対照表（本条1号，令
135条6号）。ここで財産目録（inventaire）とは，営業年度の終了日における会社
の資産および負債に価額を付して表示する財産の明細書（6tat　d6ta116de　toutes
les　valeurs　actives　et　passives　de　la　soci6t6）をいう。したがって，この明細書
に相当するすべての書類を株主の閲覧に供しなけれぽならない。
　（ii）1967年3月23目命令の附属株式に従い作成され，かつ各5年問における毎
営業年度の成果，5年にみたない場合には会社の設立後または会社の吸収合併後の
各営業年度の成果を開示した一覧表（令135条6号）。
　（iii）取締役および副社長または監事会および董事会構成員の氏，氏名，住所を
記載した名簿，ならびにこれらの者が他の会社の業務執行，指揮，管理または監督
の職務を行なっている場合には，この名簿に当該会社の表示を含まなければならな
い（本条1号，令135条1号）。
　（iv）総会に提出されるべき取締役会または董事会および監事会の報告書（本条
2号，令135条4号，6号）。本条第2号と異なり，命令第135条は監事会について
は報告書ではなく，董事会の報告書または貸借対照表等の計算書類に対するr意見
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書」（observation）を定めているが，r報告書」（raPPort）の語はこれらの意見書を
含むものと解せられる（Lefebvre，p．49）。
　（v）会計監査役の報告書（本条2号，令135条6号，139条1，項）。
　（vi）取締役会または董事会により提出される決議の案文（令135条2号）。
　（vii）株主が議案を提出するときは，その決議の案文および提案理由書（本条3
号，令135条3号）。
　（viii）議事日程が取締役または監事会構成員の選任を含むときは，その候補者
に関する参考資料。すなわち，候補者の氏，氏名および年令，最近5年間における
職歴および職業活動の状況，とくに他の会社において従事しまたは従事していた職
務，候補者が当該会社において占める役職および候補者の有する当該会社の記名式
または無記名式の株式数（本条3号．令135条5号）。
　（ix）　有給職員の実数が200人を超えるときは10人の，200人以下のときは5人
の最高額の給与を受ける職員の報酬につき，会計監査役により正確であると証明さ
れたその総額（本条4号）。本条は明示していないが，ここに表示すべぎ総額は当
該営業年度における額であると解する。他方，総額のみの表示で足り，支払を受け
た者の身元や報酬の分配額の表示は不要である。
　（x）　株主名簿，これは次条（法169条）において解説する。
　（b）特別総会および種類株主総会前に株主の利用に供せられるべき書類は次のも
のである。
　（i）提出される議案（令139条2項）。これには取締役会または董事会の提出す
る議案だけでなく，株主の提出した議案も含まれるものと解する。
　（ii）取締役会または董事会の報告書（令139条2項）。
　（iii）会計監査役の報告書（令139条2項）。
　（iv）会社が合併または分割を目的とする決議を行なうために総会を招集すると
ぎは，合併または分割の計画書（令139条2項）。
　（v）　株主名簿（法169条・令140条）。
　（vi）現物出資による資本増加，特別利益の付与または合併の場合における出資
検査役の報告書（法193条，令169条2項）。
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　　（2）閲覧調査権の行使方式　　（a）閲覧調査権の行使資格者　　株主は，その
持株数の如何を問わず，またその持株数が総会に出席することがみとめられるに十
分でないときでも，以上に列挙した書類の閲覧調査を請求することができる。議決
権の場合と異なり，株主の閲覧調査権は，共有株式については各共有者，用益権の
付された株式については用益権者および虚有権者に共に属する（法171条）。
　　株主は，その閲覧権を代理人によって行使させることができる。ただし，その
代理人は，総会において当該株主を代理するため，株主がとくに指名した者にかぎ
る（令141条）。その結果，株主が自ら総会に出席しようとするとき，または白紙委
任状を送付するときは，閲覧権の行使は自ら行なわなければならない。
　（b）閲覧調査の期間　　株主の閲覧権は，招集の日から少なくとも会目前15日を
下らない期間中に行使することができる（令139条）。したがって，閲覧期間は招集
，日によって異なることになる。ただし，会計監査役の一般報告書および株主名簿は，
招集目の如何を問わず，総会の会目前15目間にかぎり株主の閲覧に供しなければな
らない（令139条2項，140条）。
　（c）専門家の補佐　　会社に対して閲覧権を行使する株主は，控訴院または第1
審裁判所の作成する名簿のいずれかに登録されている専門家に補佐させることがで
ぎる（令144条）。会社は，この条件を充足しない者の補佐を受けて閲覧しようとす
る株主に対して閲覧を拒むことができる。
　（d）閲覧の場所　　株主は，その閲覧権を会社の本店または経営指揮の場所（事業
本部）において行なうことができる（令139条1項）。この規定は，本店が経営指揮の
場所と異なるときは解釈上の困難を生ぜしめる。この場合に，書類はこの2つの場
所で株主の閲覧に供することを要するのか，すなわち，会社はこれらの書類を2通
作成して備置く義務を負うのかという問題である。肯定的な回答は，株主名簿の閲
覧権を定める命令第140条および特別総会または種類株主総会前の閲覧権に関する
命令第139条第2項の文言においてraux　lieux」という複数形が使用されているこ
とから導き出すことができる（Houin　et　Gor6，D。1967，1。157，n。93）。しかし，
この解釈を支持することはできない。実際に，一定の書類，ことに財産目録を2通
作成することは困難でありかつ不便でもあるし，また法的にも，書類の2重保管義
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務は，r本店または経営指揮の場所」において特定の書類を株主の閲覧に供しない
会社指揮者の行為を罰する法第445条の規定と調和しないからである。この規定の
文言においてrOU」というのは．会社指揮者に選択を委ねているものと思われる。
2重の保管を要するとするならぼ，法第445条はrou」の代わりにret」という接
続詞を用いるべきである（Lefebvre，P．53）。
　（e）謄写権　　財産目録を除いて，株主は書類の閲覧にさいしては，これを謄写
することができる（令139条3項，140条）。
　　　3．書類の送付請求権　　以上の閲覧権に加えて，株主は会社に対して一定
の書類の送付請求権を有する。すでに解説したように，会社が委任状を送付すると
きは，株主からの請求の有無にかかわらず，常に一定数の書類を株主に送付しなけ
ればならないが，株主が委任状を受けるか否かを間わず，株主は会社に対する請求
を条件として，より多数の書類の送付を受けることができる。
　　（1）報知請求権の範囲　　株主が会社に対して送付請求しうる書類は，命令第
133条および第135条に定める書類および参考資料である（令138条1項）。どちら
も，すでに説明したものであるから，ここでは再度列挙することは避ける。
　　（2）報知請求権行使の方式　　報知請求権はすべての株主に与えられる（令
138条1項）。株主資格の証明は，記名株式を有するときは記名株式簿の登録により，
無記名株式を有するときは，招集通知により指定された場所に無記名株券を預託す
るか，またはこれらの株式の保管者たる銀行その他の金融機関もしくは証券取引員
の交付する保管証明書の預託にもとづく（令138条2項，136条1項）。総会の参加
権が定款により最低株式数の保有にかからしめられているときは，所定の条件をみ
たす株主グループの代表者に対して送付しなければならない（令138条4項）。
　　書類の送付は株主からの事前の請求あることを前提とする。したがって，会社
は株主の請求がない場合には送付義務を負わない。ただし，記名株主は1回の請求
にょり，以後の総会ごとに書類の送付を会社から受けることができる（令138条3項）。
この請求については，特別の方式は定められていない。したがって，請求は普通郵
便または書留郵便によって行なうことがでぎる。株主は，この請求にあたり，命令第
138条に定めるすべての書類または参考資料の送付を請求することもでぎれば，そ
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の1部を列記して請求することもでぎる。けだし，会社の送付義務は株主の請求に
依拠するものであるからである。ただし，請求された書類が法定されたものを超え
るとぎは・会社は法定の書類のみを送付すれば足りる（Lefebvre，p．45）。
　　送付請求は，総会招集のときから，その会目の5目前までに行なうことを要す
る（令138条1項）。ただし，この規定は，記名株主が以後の総会ごとに書類の送付
を会社から受けるとぎは適用されない。
　　送付の形式についても特別の規定はない。したがって，会社は1通の書類にす
べての情報を記載することもできるし，あるいは数通の書類を作成して送付するこ
ともできる。また，それは印刷書類かタイプライターを用いたものか，会社が直接
に株主に発送するか，第三者に発送を委託するかはすべて自由である。ただ，送付
費用は会社の負担とされる（令138条1項）。
　　送付期間はr総会の会目前に」とのみ規定されている（令138条1項）。しかし，
余り遅すぎる送付は株主の報知権を侵害するものとして，会社の損害賠償責任を生
ぜしめるものと解すべきである（Lefebvre，p．45）。
法第169条〔株主名簿の閲覧権〕
　すべての総会の開催前に，株主は命令の定める条件および期間に従い，
株主名簿を閲覧する権利を有する。
　：Loi　Art。169．一Avant　la　r6union　de　toute　assemb16e　g6n6rale，
tout　actionnaire　a　le　droit　d’obtenir，　（1ans　les　conditions　et　les
d61ais　d6termin6s　par　d6cret，communication　de　la　liste　des
actionnaires．
令第140条〔株主名簿の責覧・謄写〕
　①会社法第169条にもとづき，株主は総会の会日前15目の期間にかぎり，前条
に定める場所において株主名簿を閲覧しまたは謄写する権利を有する。
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　②この目的のため，会社は総会開催の16目前に株主名簿を閉鎖しなければなら
ない。株主名簿には，記名株式登録簿にこの日までに登録した各記名株主の氏名
および住所，ならびに本店に無記名株式をこの目まで継続して預託している各株
主の氏名および住所を記載しなければならない。各株主がその名義人または所持
人となっている株式の数をも記載しなけれぽならない。
　D6c．Art．140．一En　application　des　dispositions　de1’article169de　la　loi
sur　les　soci6t6s　commerciales，rac亡ionnaire　a　le　droit，pendant　le　d61ai　de
quinze　jours　qui　pr6cさde　la　r6union　de　rassembl6e　g6n6rale，de　prendre，
aux　Iieux　pr6vus　a1’article　pr6c6dent，connaissance　ou　copie　de　la　liste
deS　aCtiOnnaireS．
　A　cette丘n，1a　liste　des　actionnaires　est　arr6t6e　par　la　soci6t6，1e　seizi6me
jour　qui　pr6cさde　la　r6union　de　rassemb16e．Elle　contient　les　nom，pr6nom
usuel　et　domicile　de　chaque　titulaire　d’actions　nominatives　inscrit　a　cette
date　sur　les　registres　de　la　soci6t6　et　de　cha（lue　personne　ayant少a　la
mδme　date，efξectu61e　d6p6t　permanent　de　ses　actions　au　porteur　au
siさge　socia1．Le　nombre　d’actions　dont　chaque　actionnaire　est　titulaire
ou　porteur　est　en　outre　mentionn6．
令第141条〔閲覧権行使の条件〕
　株主は，第139条および第140条によりみとめられた権利を，自らまたは総会
において自己を代理させるために指名した受任者によって行使する。
　D6c．Art．141．一Lシactionnaire　exerce　les　droits　reconnus　par　les　articles
139et140，par　luシmeme　ou　par　le　mandataire　quラil　a　nomm6ment　d6sign6
pour　le　repr6senterき1’assemb16e．
令第152条〔株主名簿の備置〕
　会社は，記名株主の名簿および本店に無記名株式を継続して預託している株主
の名簿に，各株主が申告した住所を表示して，これを常に備置かなけれぼならな
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いo
　D6c．Art．152．一La　soci6t6tient　a　jour　la　liste　des　personneS　titulaires
dヲactions　nominatives　et　de　celles　ayant　effectu61e　d6P6t　permanent　de
leurs　actions　au　porteur　au　siさge　socia1，avec　rindication　du　domicile
d6clar6par　chacune　d7elles．
　〔解　説〕
　　　1．株主名簿の作成と備置　　会社は，次の事項を記載する株主名簿を作成
しなければならない（令140条2項）。
　　（1）株主名簿閉鎖の日までに記名株式登録簿に登録された各記名株主の氏名，
住所および持株数。
　　（2）株主名簿閉鎖の日までに，本店に無記名株式を継続して預託している各株
主の氏名，住所および持数株。ここにいうr継続的な預託」（d6p6t　permanent）
とは，総会に出席するために一時的に行なう預託（d6pδt　temPoraire）に対応する
ものを意味する（Lefebvre，P・50）。
　　以上の記載事項を含む株主名簿を作成したときは，会社はこれを常に本店に備
置かねぼならない（令152条）。
　　　2．株主名簿の閉鎖　　会社は総会開催の16目前に株主名簿を閉鎖しなけれ
ぽならない（令140条2項）。これは株主がお互いに知り合い，集合し，必要あると
きは協議するために，会日までの間に正味15日の期間をみとめることを目的とする
ものである。
　　　3．株主名簿の閲覧　　すべての総会の開催前に，株主は総会の会目前15日
間にかぎり，本店または経営指揮の場所において株主名簿を閲覧しまたは謄写する
ことができる（本条および令140条1項）。株主は，この閲覧権を自ら行使すること
ができることはもちろん，総会において自己を代理させるために指名した受任者に
よって行使することもでぎる（令141条）。
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法第170条〔総会後における書類の閲覧〕
　株主は，いつでも，第168条に定める最近3営業年度に関する会社の
書類，ならびに最近3営業年度中に開催された総会の議事録および出席
簿を閲覧する権利を有する。
　Loi　Art．170．一Tout　actionnaire　a　le　droit，a　toute　6poque，
d’obtenir　communication　des　documents　sociaux　vis6s　a　rarticle
168et　concernant　les　trois　derniers　exercices，ainsi　que　des　proc6s－
verbaux　et　feuilles　de　pr6sence　des　assemb16es　tenues　au　cours
de　ces　trois　derniers　exercices．
令第142条〔閲覧権の行使〕
　①会社法第170条にもとづき，株主は自らまたは受任者により，本店または経
営指揮を行なう場所において，同条の定める書類を閲覧する権利を有する。
②財産目録に関する謄写権を除ぎ，前項の閲覧権には謄写権を含む。
　D6c．Art。142．一En　application　des　dispositions　de　l’article170de　la　loi
sur　les　soci6t6s　commerciales，ractionnaire　a　le　droit　de　prendre　par
lui－m6me　ou　par　mandata廿e，au　siさge　social　ou　au　lieu　de　la　direction
administrative，connaissance　des　documents　vis6s　par　Iedit　article．
　Sauf　en　ce　qui　concerne　17inventaire，1e　droit　de　prendre　connaissance
emporte　celui　de　prendre　copie，
令第153条〔定款謄本の交付請求権〕
　①すべての者は，いつでも，本店において，請求時現在の定款と相違ないこと
の証明付謄本の交付を受ける権利を有する。
　②会社は，この書類に取締役または監事会および董事会の構成員ならびに会計
監査役の氏，氏名および住所を記載した名簿を添付しなければならない。
　③この交付について，会社は2フランをこえる金額の支払を請求することはで
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きない。
　D6c．Art．153．一Toute　personne　a　le　droit，a　toute6poque，d’obtenir，au
si6ge　socia1，1a　d61ivrance　d’une　copie　certifi6e　conforme　des　statuts　en
vigueur　au　jour　de　la　demande．
　：La　soci6t6doit　annexerゑce　document，1＆1iste，comportant　leur　nom，
pr6nom　usuel　et　domicile，des　admin量strateurs　ou　des　membres　du　conseil
de　surveilla玲ce　et　du　directoire，selon　le　cas，ainsi　que　des　commissaires
aux　comptes　en　exercice．
　Elle　He　peut，pour　cette　d61ivrance，exiger　le　paiement　d’une　somme
sup6rieureゑdeux｛rancs
　〔解　説〕
　　　1．　序　説　　本条は，株主の常時的閲覧権（droit　de　communication
pemanent）に関する規定である。すなわち，旧会社法に：おけると同様に，株主は
いつでも最近3営業年度に関する一定書類を閲覧する権利を有する。
　　　2．　常時的閲覧権の範囲　　常時的閲覧権は，最近3営業年度に関する以下
の書類を対象とする。すなわち，
　　（1）財産目録，当期純損益計算書，損益計算書および貸借対照表。
　　（2）取締役の名簿または董事会および監事会構成員の名簿。
　　（3）総会に付されるべき取締役会または董事会および監事会ならびに会計監査
役の報告書。
　　（4）株主から議案が提出されるときは，その案文および提案理由書。
　　（5）取締役会または監事会構成員の候補者に関する参考資料。
　　（6）有給職員の実数が200人を超えるときは10人，200人以下のとぎは5人の
最高額の給与を受ける職員の報酬につぎ，会計監査役により正確であると証明され
たその総額（以上，法168条に定める書類）。
　　（7）最近3営業年度中に開催された総会の議事録および出席簿。
　　以上の列挙は制限列挙と解せられる。改正前の判例は，この趣旨で判決している
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（Paris，25mai1963，G．P．1963，2．301；Paris，180ctobre1963ンRev．trim．
com．1964，585）。改正後においても，その解釈を変更すべき特別の理由はない
（：Lefebvre，p．57）。とくに注意すべきは，株主名簿が常時的閲覧権の対象から除外
されていることである。これは各総会前においてのみ閲覧の対象となる。
　　なお，以上の書類は，すべて最近3営業年度に関するものに限る。この条件は，
法第168条に定める書類については連続する営業年度の書類を意味し，したがって
歴年と一致する営業年度を想定すれぽ，次のようになる。たとえば，1969年の総会
と1970年の総会との問では（1970年の総会は1969年の営業年度の計算書類を確定す
る），株主は1968年，1967年および1966年の営業年度の計算書類を閲覧することが
でぎる。また，1970年に開催された総会の議事録が作成されたときは，株主は1969年，
1968年および1967年度の計算書類の閲覧を請求することができる。議事録および出
席簿については，最近3営業年度中に開催された総会のものに限定されるが，これ
は閲覧が行なわれる営業年度に先立つ3営業年度のものを意味するものと思われる。
もっとも，同一年度中に開催された総会の議事録が作成されれば，株主は直ちにそ
れを閲覧できるものと考えられる（Vumermet　et　Hureau，p．484）。
　　　3．常時的閲覧権の行使方式　　（1）閲覧権者　　常時的閲覧権はすべての
株主に属する。それは，自ら完全な権利者たる株主のみならず，共有株式の各共有
者，虚有権者および用益権者にも属する（法171条参照）。
　　株主は，この権利を行使するために受任者を選任することができる（令142条）。
受任者の選任については，総会前の閲覧権に関する規定と異なり（令141条参照），
特別の条件は定められていないので，受任者は会社と無関係な者でもよい。選択の
自由は絶対的である。したがって，定款はいかなる方法によってもこれを制限する
ことはでぎない（Trib．com・Mirecourt，6mars1964，Rev・trim・com・1964ン
5853Nancy，8d6cembre1965，D．1966，687）。なお，社債権者団体の代表者も株
主と同一の条件にしたがって会社書類につぎ閲覧権を有する（法302条2項）。
　　（2）専門家の補佐　　閲覧権を行使するすべての株主は，控訴院および第1審
裁判所の作成する名簿のいずれかに登録された専門家に補佐させることがでぎる
（令144条）。受任者が選任されたとぎは，この受任者も専門家の補佐を受けるこ
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とができるものと解する。けだし，受任者は株主のために行動するものであるから，
株主と同一の権利を有するものと考えられるからである。
　　（3）閲覧の場所　　常時的閲覧権は，本店または経営指揮の場所において行使
しなけれぽならない（令142条1項）。本店が経営指揮の場所と異なるときは，これ
ら2つの場所において閲覧させるべきかについて解釈上の問題が生ずるが，かりに
これを肯定すると，前に列挙した書類のすべてを2通作成しなければならない不便
が生ずるので，そのいずれかを会社指揮者は選択することがでぎるものと解すべき
である（H6mard，Terr6et　Mabilat，1．P．123）。
　　（4）謄写　　財産目録をのぞき，株主はその利用に供された書類を謄写するこ
とができる（令142条2項）。
　　　4．定款謄本の交付請求権　　株主は，いつでも本店において，請求時現在
の定款と相違なき旨の証明付謄本の交付を請求する権利を有する。会社は，この書
類に取締役または監事会および董事会構成員ならびに会計監査役の氏，氏名および
住所を記載した名簿を添付しなけれぽならない。この交付について，会社は2フラ
ンを超える金額の支払を請求することはできない（令153条）。
法第171条〔共有者・虚有権者・用益権者の閲覧権〕
　第168条，第169条および第170条に定める書類の閲覧権は，共有株
式の各共有者，株式の虚有権者および用益権者もこれを有する。
　Loi　Art．171．一Le　droit　a　commmication　des　documents，Pr6vu
aux’articles168，169et170，appartient6galement　a　c亘acun　des
copropri6taires（i’actions　indivises，au　nu－propri6taire　et　a1’usufrui－
tier　d’actions．
〔解　説〕
　株式が1人の者に完全に帰属していないときは，閲覧権は次のように規制さ
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れる。すなわち，共有株式の場合には，閲覧権は各共有者に属する。用益権の付さ
れた株式の場合には，用益権者および虚有権者はともに閲覧権を有する。本条は議
決権に関する定め（法163条）と異なり，総会の種類に従って区別していないこと
が注目される。
法第172条〔閲覧請求の拒否〕
　会社が第168条ないし第171条の規定に反して，その書類の全部また
は1部につき閲覧を拒否した場合において，この拒否に異議のある株主
が請求したときは，裁判所は決定をもって裁判する。
　Loi　Art．172．一Si　la　soci6t6refuse　en　totalit60u　en　partie　la
communication　de　documents，contrairement　aux　dispositions　des
articles　168　a　171，　il　sera　statu6　par　d6cision　de　justice，　a　1＆
demande　de1，actiomaire　auquel　ce　refus　aura6t60ppos6．
令第143条〔裁判所の決定〕
　会社法第172条に定める場合においては，商事裁判所長は即決審理にもとづき，
同法第168条ないし第171条および本命令第139条ないし第142条に定める条件
に従い，会社に対して，株主に書類を閲覧させるべき旨，および命令に従わない
ときは過怠金を課す旨を言渡すことができる。
　D6c．Art．143．一Dans　le　cas　pr6vu　a1’article172de　la　loi　sur　les　soci6t6s
commerciales，1e　pr6sident　du　tribunal　de　commerce，statuant　en　r6f6r6，
pourra　or（ionnerき1a　soci6t6，sous　astreinte，de　communiquer　les　docu・
ments　a1’actionnaire　dans　les　conditions　pr6vues　aux　articles168a171
de　ladite　loi　et139a　142du　pr6sent　d6cret．
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令第144条〔専門家の補佐〕
　会社に対し書類および参考資料の閲覧権を行使する株主は，控訴院および地方
裁判所の作成する名簿のいずれかに登録された専門家に補佐させることがでぎ
る。
　D6c。Art．144．一Tout　actiomaire　exergant　Ie　droit　dヲobtenir　communi－
cation　de　documents　et　renseignements　auprさs　de　la　soci6t6peut　se　faire
assister　d’un　expert　inscrit　sur　une　des　1圭stes　6tablies　par　玉es　cours　et
tribunaux．
　〔解　説〕
　　　1．裁判所に対す’る請求　　本条は，会栓が法第168条ないし第171条の規
定に違反して，これらの法条に定める書類の全部または一部につき株主の閲覧講求
を拒絶した場合において，裁判所による後見的機能の発動を求める権利を株主に与
えた新設規定である◎すなわち，会社書類の閲覧を拒絶された株主は，商事裁判所長
に対して閲覧に関する裁判を求めることができる。この請求を受けた商事裁判所長
は，即決審理にもとづぎ，会社に対し請求株主に書類を閲覧させるべきことを命じ，
この命令に従わないとぎは過怠金を課す旨を言渡すことができる（令143条）。
　　裁判所長が閲覧を命ずるときは，それが株主の情報にとって不可欠な場合には，
総会を延期することができるものと解せられる（Lefebvre，p．54）。閲覧拒否の挙証
責任（charge　de　la　preuve）は株主が負担する。証明なき株主の裁判上の請求は，
請求権の濫用とみなされ，会社に対する株主の損害賠償責任を生ぜしめる（Paris，
25mai1963，G。P．1963，2．301）。
　　　2．総会決議の取消　　新法令の定める条件に従って，株主が閲覧権を行使
することができないときは，総会決議はこれを取消すことができる（法173条2項）。
商法典第631条の適用にもとづき，この場合における管轄裁判所は商事裁判所であ
る。もっとも裁判所は，この場合に総会決議の無効を宣告しなければならないもの
ではなく，法令違反が総会の決議に及ぼす影響を審理し，その裁判は受命判事の裁
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量に委ねられる。
　　　3．損害賠償・刑事制裁　　総会決議の取消とは別に，会社が株主の閲覧権
行使に対する妨害によって損害を生ぜしめたときは，株主が会社に対して損害賠償
を請求することを妨げない（Trib。com．Angers，24janvier1896，J．Soc．1897，
80）。また，一定書類の閲覧拒絶は2，000フラン以上40，000フラン以下の罰金に処
せられる（法445条参照）。
法第173条〔総会決議の無効および取消〕
　①第153条，第154条，第155条，第156条第3項および第4項，第
157条第2項，第160条および第167条に違反する総会の決議は，これ
を無効とする。
　②第168条および第169条，またはその適用のために定められた命令
の規定に違反する総会の決議は，これを取消すことができる。
　Loi　Art．173rLes　d61ib6rations　prises　par　les　assemb16es　en
violation（玉es　articles153，154，155，156，alin6εしs　3　et　4，157，alin6a
2，160　et　167　sont　nulles．
　En　cas　de　violation　des　dispositions　（玉es　art量cles　168　et　169　0u
du　d6cret　pris　pour　leur　application，1，assemb16e　peut　etre　annu16e．
　〔解　説〕
　　　1．序説　　本条は，総会決議の効力に関する規定である。旧会社法の下
では，総会の不適法な開催は原則として決議の無効をもって制裁されていた。しか
し，新会社法は，この点について重大な改正をもたらしている。事実，新会社法は，
できるかぎり総会決議の無効を制限しようとする本質的な目的にもとづぎ，一方で
は決議無効の原因を制限的に法定し，他方では無効訴権の行使につき厳格な規制を
加えている。
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　　　2．決議無効の原因　　総会決議の無効原因に関し，本法は不適法になされ
た決議が定款変更を目的とするか否かに従い基本的な区別を設けている。
　　（1）定款変更決議の場合　　法第360条第1項によると，定款変更行為の無効
は，本法の明文規定または契約の無効について定める規定のみから生ずるとする。
この表現はrne・・一que」の構文にみられるように，明白な限定性を示している。
したがって，後述の法の一般原則の違反を除いては，定款変更決議の無効原因は，
これらの規定のみから生ずるにすぎない。
　（a〉会社法の明文規定にもとづく無効　　会社法が明文の規定をもって総会決議
の無効原因を定めているのは次の場合である。
　（i）　法第159条第2項によると，招集手続が適法になされなかった総会の決議
はこれを無効とすることができるとする。
　（ii）本条（法173条）により，α）特別総会に関し，その権限，定足数および
多数決の条件に関する規定違反（法153条）。（ロ）種類株主総会につき，その定足数
および多数決の条件に関する規定違反（法156条3項，4項）。の　議事目程に関す
る規定違反（法160条）。◎　出席簿の不作成（法167条）。㈹　株主の閲覧権に関す
る法令違反は総会決議の無効または取消原因とされる。
　　以上に列挙されたα）から◎の場合は本条第1項に示され，㈹の場合は同条第2
項に定められている。この両者の区別的な定めは，次の理由にもとづく。すなわち，
第1項の無効は単に法律の定める規定違反からのみ生ずるのに対して，第2項の無
効（取消）は法律の規定のみならず，その施行令の定める規定違反からも生ずるこ
とである。
　（iii）その他の場合として，α）会計監査役の不存在，または法令に違反して選
任されまたは在職している会計監査役による報告書の提出（法222条，497条）。（ロ）
優先引受権の廃止決議を目的とする総会に対し，取締役会または董事会，および会
計監査役の報告書の不提出（法186条1項）。の　転換社債または交換社債の発行に
関する規定の無視（法198条，208条）なども総会決議の無効原因となる。
　（b）契約の無効を定める規定にもとづく無効　　本法の表現は，契約の無効制度
を総会決議の無効にまで拡張するに至らしめている。その結果，1人または数人の
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株主における意思表示の瑠疵（錯誤，詐欺，強迫）または無能力ならびになされた
決議の目的の不法は（たとえぽ，公序良俗に反する決議♪，決議の無効原因となり
うる。
　（c）一般原則違反にもとづく無効　　これには2つの基本原則が存する。1つは，
ri欺岡はすべてを壊乱する」（la　fraude　corrompt　tout）という原則である。したが
って，たとえ法形式的には適法であっても，欺岡手段を利用してえたすべての総会
決議は裁判所によりこれを無効とすることがでぎる。第2は，権利の濫用的行使は
制裁されねばならないという原期である。その結果，多数決の濫用によってえた総
会決議はこれを無効とすることができる。この解決は準備草案において間接的に定
められていたものであるが，権利の濫用に関する判例を明文化しようとする草案は
採択されなかった。しかし，それは判例を否定するものではなく，裁判所に広汎な
裁量権を与えるためである（J．0．D6b．A。N．12juin1965，p．2031）。
　　（2）定款の変更を目的としない決議の場合　　法第360条第2項によると，定
款の変更を目的としない決議は，本法の強行規定または契約を規制する規定違反か
らのみ生ずるとする。ここにおいて，前記定款変更決議の無効原因と次の2つの
点において異なる。すなわち，第1に，前記決議の無効が本法のr明交の規定」の
違反から生ずるのに対し，この決議の無効は本法のr強行規定」の違反から生ずる
ことであり，第2に，前記決議の無効がr契約の無効を定める規定」から生ずるの
に対し，この決議の無効はr契約を規制する規定」の違反にもとづくことである。
　（a）強行規定違反にもとづく無効　　ここでいう強行規定とは，原則として立法
者が明示的に公序の性格を与えた規定を意味する。かかるものとしては，定款変更
決議について前述した無効原因のほかに，④　通常総会に関する，その権限，定足数
および多数決の条件を定める規定違反（法155条）。（ロ）計算書類の年次承認に適用
される規定違反（法157条2項）。の　取締役会または董事会の報告書の欠如。←）
当期純損益計算書，損益計算書，貸借対照表の不提出。㈲　会計監査役の一般報告
書の欠如などを付加することができる。
　　なお，つぎのものは明文の規定によって強行規定とはされていないが，これに
関する規定を強行規定とみなし，その規定違反を総会決議の無効原因とみなすこと
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ができる。すなわち，株主の請求した書類の不送付，常時的閲覧権行使の妨害，株
主の出席拒絶，株主の不適法な出席，委任状の不送付，議決権の数に関する規定の
不遵守などである。
　（b）契約を規制する規定違反にもとづく無効　　契約全体を規制する強行規定は，
原則として，その効力要件と関係のある規定と解せられる。かくて，まず第1に，本
法の強行規定に違反しない行為または決議も，それが意思表示の毅疵，無能力また
は目的の不法にもとづくとぎは無効とするとこができる。第2に，たとえば通常総
会に出席するための最低株式数の保有とか，総会前の証券の預託方式などについて
定款に定めがあり，かつこれらの条項の不遵守は総会決議の無効を生ずる旨の定め
があるときは，かかる条項違反は総会決議の無効原因となる（Lefebvre，pp．189－191）g
　（c）法の一般原則違反にもとづく無効　　これは定款変更決議について前述した
のと同様である。
　　　2．無効訴権　　（1）無効訴権を有する者　　これは決議の無効が一般的利
益を目的とするか（絶対無効），特定利益の保護を目的とするか（相対無効）にし
たがって異なる。すなわち，絶対無効（nullit6s　absolues）は，すべての利害関係
人，いいかえれば，株主のみならず，会社債権者ならびに一般的にいえば正当な利
益を証明するすべての者によって主張するとこができる。
　　これに対して，相対無効（nullit6s　relativesNよ，法律が保護しようとする特
定の者によってのみ主張するとこができる。たとえば，本条第2項の場合には，報
知講求権を侵害され，または必要な方式に従って招集されなかった株主だけが主張
できる。
　　（2）無効訴権の時効　　無効訴権は，その原因の如何を問わず，無効が生じた
目から3年の期間の経過により時効消滅する（法367条）。ただし，意思表示の堰疵
または無能力にもとづく場合には，補正催告をなした株主は，この催告のとぎから
6ヵ月の期間内に無効訴権を行使しなければならない（法365条）。
　　（3）補正　　目的の不法にもとづく無効を除き，すべての無効はこれを治癒す
るとこがでぎる。無効の治癒は，第1審における本案判決がなされるまでに行なう
ことがでぎる。法第363条は，この補正を助長するために，次のような処置を定め
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ている。
　（a）裁判所は訴訟手続開始令状（exploit　introductif　d’instance）の日付から少
なくとも2ヵ月を経過した後にかぎり，無効を宣告しうる。
　（b）裁判所は無効を治癒するための期間を職権をもって定めることができる。
　（c）裁判所は無効を治癒するために総会を開くとこが不可欠なとぎは，社員が決
議を行なうに必要な期間を与えることがでぎる。ただし，その場合には，この総会
の正規の招集を証明することを要する。一定期間の満了時にいかなる決議もなされ
ないときは，裁判所は当事者の請求にもとづき裁判する（法364条）。
　　無効訴訟は，蝦疵が治癒されたときは，もはや受理することができない。ただ
し，旧制度と異なり，無効原因の消滅は，決議の鍛疵にもとづいて生じた損害の回
復を目的とする損害賠償請求権の行使を妨げない（法370条2項）。
　　なお，特殊な場合として，社員の意思表示の毅疵または無能力にもとづく無効
原因が補正されうるときは（たとえぽ，意思表示に蝦疵ある社員の合意），法第365
条は次の手続を定めている。
　　まず，第1段階として，すべての利害関係人は補正を行なうことができる者に
対して，失権の制裁の下に，6ヵ月の期間内に補正するか，無効を主張するかを催
告することができる。この催告は会社に対しても通知しなけれぽならない。第2段
階として，補正のないときは，会社または株主は，無効訴訟の受訴裁判所に対して
原告の利益を失わしめる処置，ことに持分（株式）買戻の処置を提示することがで
きる。その場合，裁判所は，無効を判決するか，あるいは提示された処置を強制する
ことがでぎる。ただし，後の場合には，これらの処置が定款変更について定められ
た条件に従い，会社によって予め採択されていることを条件とする。この場合には，
無効請求者の議決権は算入されない（法365条2項）。
　　（4）無効判決　　（a）本法に定めのある場合　　法第173条1項，186条1項，
198条，208条，222条および497条に定めのある場合には，裁判官は不適法を確
認したとぎは，蝦疵ある決議の無効を宣告しなければならない。この無効宣告義務
は，前記条文の規定に違反する決議は無効とするrsont　nu116s」という表現にも
とづく。これに対して，法第173条第2項および法第159条第2項に定める規定違反
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があるときは，総会決議を無効とするか否かは裁判官の自由裁量に委ねられている。
　（b）本法に定めのない場合　　上記条文に定められた以外の場合には，本法は裁
判官の権限を明らかにしていない。これは，原則として裁判官は，無効原因の存在
を確認したときは決議を無効としなけれぽならない意味と解する。しかし，判例は
この場合にも裁判官に裁量権を与える傾向にあることに注意しなけれぽならない。
旧会社法の下で，裁判所は，しばしぽ法規の不遵守が議案の可決に決定的な影響を
与えないと思われる場合には，無効を宣告することを拒否している。絶対に必要な
無効でないかぎり，これを回避することを主たる目的とする新会社法においては，
今後も判例は同様な傾向を示すものと思われる。
　　（5）無効判決の効果　　無効が判決された決議は無かったことになり，いかな
る効果も生じないものと考えなければならない。しかし，会社および社員は善意の
第三者に対して無効を主張することができない（法369条）。ただし，意思表示の暇
疵または無能力にもとづく無効についてはこの限りでない。この場合には善意の第
三者に対しても対抗しうる。しかし，それは無能力者（および法定代理人）または
意思表示に蝦疵ある株主によってのみ主張しうる（法369条）。
法第174条〔議決権の数〕
　第82条，第175条，第176条および第177条の規定の適用ある場合を
除き，資本株式または享益株式に与えられる議決権は，その表章する資
本の割合に比例し，かつ1株につき少なくとも1個の議決権あるものと
する。これに反する条項は記載のないものとみなされる。
　Loi　Art．174．一Sous　r6serve　des　dispositions　des　articles82，175，
176et177，1e　droit　de　vote　attach6　aux　actions　de　capital　ou　de
jouissance　est　proportionnel　a　la（1uotit6　de　capital　qu少elles　repr6－
sentent　et　chaque　action　dome　droit　a　une　voix　au　moins．Toute
clause　contraire　est　r6put6e　non6crite．
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　〔解　説〕
　　　1．　議決権数の原則　　本条は，株主に与えられる議決権の数に関する原則
規定である。すなわち，資本株式または享益株式に与えられる議決権は，その表章
する資本の割合に比例し女これはその券面額に比例させても同一である），かつ1
株につき少なくとも1個の議決権が与えられる。r平等資本，平等議決権」（capita1
69a1，vote69ale）といわれるこの原則については，以下の考察を必要とする。
　　（1）　この原則は，株式が資本株式か享益株式か，全額払込済か一部払込済か
を問わず（ただし，払込催告のさいに定められた時期に払込がないために議決権の
排除される場合を除く。法283条，令210条）．また株式の取得原因（引受けられたか，
買入れられたかまたは相続によって帰属したか）を問わず，すべての株式に適用さ
れる。1935年11月13目法に表示されていたr引受られた」資本の割合に議決権を比
例させる方式は，制限的であると判断され，株式が表章する資本の割合に比例させ
る方式に代えられたのである（」．o．D6b，A。N．9juin1965，p。1886）。
　　（2）　異なる券面額を有する株式が存在するときは，各種の株式に与えられる
議決権の数は最小券面額を有する株式を基礎にして決定しなければならない。株式
には少なくとも1議決権を与えなければならないからである。たとえば，50フラン
の券面額を有する株式と100フランの券面額を有する株式とが存するときは，前者
には1議決権を，後者には2議決権を与える。
　　（3）　株式には少なくとも1議決権を与えるという原則は，小割株（coupures
d’actions）には適用されない、ものと解する（Lefebvre，p・107）。小割株を有する者
は，それが表章する株式の部分に相当する議決権の部分しか有しえない。たとえぽ，
企業成長の成果への従業員の参加にもとづき（1967年8月17日第67－695号オルド
ナンス），会社が1株によって表章される資本部分の10分の1に相当する小割株を
発行したときは，各小割株には10分の1の議決権が与えられる。
　　（4）　取締役会または監事会の決議に適用される制度と異なり（法100条，139
条参照），総会の議長は，可否同数の場合には裁決権を有する旨を定款に定めるこ
とはできない。けだし，議長と同数の株式を有する他の株主のもつ議決権を超え
る数の議決権を議長に与える結果となるからである。
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　　　2．例　外　　以上の原則に対し，本条は創立総会および現物出資または特
別利益を決議する特別総会においては，各社員の有しうる議決権の数を10株以下に
制限できること（法82条），一定の株式には2倍の議決権を与える旨を定款で定め
ることができること（法175条，176条），総会における各株主の議決権数を定款に
よって制限できること（法177条）の3つの例外を明規している。
　　　3．本条の強行規定性　　以上，明文の定めのある例外の場合を除き，本条
は，株式が表章する資本の割合に議決権を比例させる規定，および各株式には少な
くとも，議決権を与える規定に違反する定款の条項は記載なぎものとみなしている。
したがって，議決権の計算に関する本条の規定は強行規定の性格を有し，その不遵
守は総会決議の無効原因となるものと解しうる。
法第175条〔2倍議決権の付与〕
　①少なくとも2年前から引続き同一株主の名義で記名登録されている
ことが証明される全額払込済の株式に対しては，定款または設立後の特
別総会により，その表章する資本の割合に比例して，その他の株式に与
えられる議決権の2倍の議決権を付与することができる。
　②前項に定める場合のほか，準備金，利益または発行超過額の組入れ
による資本増加の場合には，2倍の議決権ある旧株式に比例して株主に
無償交付される記名株式に対しても，その発行のときから2倍の議決権
を付与することがでぎる。
　③第1項および第2項に定める議決権は，フランスの国籍を有する株
主およびヨー・ッパ経済共同体の加盟国に属する株主にかぎり，これを
与えることができる。
　Loi　Art．175．一Un　droit　de　vote　double　de　celui　conf6r6　aux
autres　actions，　eu　6gard　a　la　quotit6　de　capital　social　qu，elles
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repr6sentent，peut　etre　attribu6，par　les　statuts　ou　une　assemb16e
96n6rale　extraordinaire　ult6rieure，a　toutes　les　actions　entiさrement
lib6r6es　pour　lesquelles　il　sera　justi丘6　d’une　inscription　nomin・
ative，depuis　deux　ans　au　moins，au　nom　du　meme　actionnaire。
　耳n　outre，en　cas　d’augmentation　du　capital　par　incorporation　de
r6serves，b6n6丘ces　ou　primes　d’6mission，1e　droit　de　vote　double
peut　6tre　conf6r6，　dさs　leur　6mission，　aux　actions　nominatives
attribu6es　gratuitement　a　un　actionnaire　a　raison　d’actions　anci・
ennespourlesquellesilb6n6且ciedecedroit．
　Le　droit　de　vote　pr6vn　aux　alin6as　ler　et　2　ci－dessus　peut　etre
r6serv6aux　actionnaires（1e　nationalit6franGaise　et　a　ceux　resso。
rtiss＆ntdシun亘tatmembredelaCommunaut66conomiqueeurop6・
enne．
　〔解　説〕
　　　1．序　説　　本条は，会社に忠実な株主のために，一定の条件を充足した
株式について一般の株式の2倍の議決権を付与するという，いわゆる2倍議決権
（droit　de　vote　double）の制度を規定している。この制度は1933年11月13目法（1
条）によって，すでにみとめられていたものであるが，本条はこれに若干の修正を
加えている。
　　　2．　2倍議決権付与の条件　　（1）定款規定の必要　　2倍議決権は定款の
明文の規定にもとづかねばならない。この条項は，原始定款に記載されているか，
特別総会の決議にもとづぎ会社の設立後に設けられたかを問わない。
　　（2）　2倍議決権を受益しうる株式　　2倍議決権は，次の2つの条件を同時に
充足する株式にかぎり付与することがでぎる。すなわち，（a）記名株式であること。
（b）全額払込済であることの2条件1で1あ1る。1933年11月13目法（1条2項）は，
フランス国籍を有する株主にかぎり2倍議決権を付与することがでぎるものとして
いた。しかし，本条第3項は，2倍議決権はフランス国籍を有する株主およびヨー
ロッパ経済共同体の加盟国に属する株主にかぎりこれを与えることができるとし，
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フランス国籍を有する株主とヨー・ッパ経済共同体の加盟国に属する株主とを同視
していることが注目される。したがって，それ以外の外国人株主に対しては，2倍
議決権を与えることができない。
　　（3）期間の条件　　旧規定（1933年11月13日法1条2項）によると，r最初よ
り払込済の記名株式に対しては定款により，または2年以上同一株主の名義により
記名登録あることを証明した払込済のすべての株式に対しては定款またはその後の
特別総会により……2倍の議決権を与えることができる」と定められていたが，
本条は前段を廃止し，最初から払込済の記名株式に対する2倍議決権の付与を定め
ることの可能性を否定した。したがって，新会社法の下では，2倍議決権を株式の
発行後直ちに与えることはできない。ただし，準備金，利益または発行超過額の緯
入れによる資本増加の場合には，すでにこの特権を受けている旧株に比例して株主
に無償交付される新株については，その発行後直ちに2倍議決権を与えることがで
きる（2項）。
　　問題は，旧株を2年以下の期間保有している株主に無償交付された新株につい
て，2年の期間の起算点をどこに求めるべきかである。この場合，新株を旧株と同
一一視し，新株は旧株と同一日に2倍議決権を受けることができるのか，それとも，
新株は旧株とは別個に，資本増加の目から起算して2年の期間を必要とするのか。
本条第2項の立法趣旨は，旧株が有していたと同一の特権を無償交付新株にも与え
ることを目的とするものと解されるので，新旧両株は同一の運命に従い，したがっ
て，無償交付新株は旧株と同一目において2倍議決権が与えられるものと解すべき
である（Lefebvre，P．116）。
　　他方，2倍議決権が会社の設立後に設けられたときは，この処置は即時的な効
果を有する。かくて，少なくとも2年前から記名登録を証明するすべての株主は，
当該特別総会の会目から起算して2年の期間の満了をまつことなく，2倍議決権を
定款に定めた特別総会の終了後直ちにこの権利を取得する。
　　　3．　2倍議決権行使の様式　　原則として，2倍議決権は，すべての総会に
おいて行使することができる。ただし，2倍議決権の行使を特別総会に限定するよ
うに，総会の種類によって制限することは，定款の規定をもってすれば可能である
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と解される（Lefebvre，P、110）。
法第176条〔2倍議決権の消滅事由とその例外〕
　①記名株式が無記名株式に転換され，または移転されたときは，第175
条の適用により付与された2倍議決権は消滅する。ただし，相続，夫婦
共有財産の清算または配偶者もしくは相続順位にある血族に対する生前
贈与により移転する場合は，2倍議決権は消滅せず，かつ前条に定める
期間を中断しない。
　②吸収会社の定款が2倍議決権を定めているとぎは，会社が合併して
も，吸収会社において2倍議決権を行使することを妨げない。
　Loi　Art．176．一Toute　action　convertie　au　porteur　ou　transf6r6e
en　propri6t6per（11e　（玉roit　de　vote　double　attribu6　en　apPlication
de1’article175．N6anmoins，1e　transfert　par　suite　de　succession，
de　liquidation　de　communaut6de　biens　entre6poux，ou　de　donation
entre　vifs　au　pro丘t　d’un　conjoint　ou　d’un　parent　au（1egr6succes－
sible，ne　fait　pas　perdre　le　droit　acquis　et　n’interrompt　pas　les
d61ais　pr6vus　au（iit　article．
　La　fusion　de　la　soci6t6est　sans　e任et　sur　le　droit　de　vote　double
qui　peutδtre　exerc6au　sein（ie　la　soci6t6absorbante，si　les　statuts
de　celle－ci1，0nt　institu6．
　〔解　説〕
　　　1．　2倍議決権の消減　　本条第1項は，2倍議決権の消滅事由およびその
例外を定めている。まず，記名株式が無記名株式に転換されたときは，2倍議決権
は当然に消滅する。また，株式が移転されたときも同様である。ただし，この場合
の移転（transfert）は完全な権利（en　ProPri6t6）の移転を意味し，担保権また
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は用益権の設定による占有移転は2倍議決権を消滅せしめない。また，相続，夫婦
共有財産の清算または配偶者もしくは相続順位にある血族に対する生前贈与（民法
典755条参照）により移転する場合にも，2倍議決権は消滅せず，前条に定める2
年の期間の中断を生ぜしめないとされている。
　　　2。合併の場合における特別措置　　吸収会社の定款が2倍議決権を定めて
いるときは，会社が合併しても，吸収会社において2倍の議決権を行使することが
できる（2項）。この規定は，2倍議決権をもつ株式を有する被吸収会社の株主が・
その旧株券と引換えに交付される吸収会社の株式に付着する2倍議決権を行使する
ため，前記の2年の期間の経過を待つことを免れさせる目的のものである。したが
って，利害関係人は，吸収会社において直ちにこの特権を行使することができる
（：Lefebvre，P・110）。この規定は，吸収合併の場合にのみ適用されるものであって，
新設合併の場合には適用されない。また，分割の場合にも適用することがでぎない。
　　　3．　2倍議決権の一般的廃止　　2倍議決権は，その設定について専属権限
を有する特別総会によって，これを一般的に廃止することができる。2倍議決権が
特別総会の決議により付与された場合はもちろん，原始定款によって与えられた場
合でも，この定款の変更権限は特別総会に属するからである。しかし，2倍議決権
の廃止は，この特権を有する株主の種類株主総会による承認を条件としてのみ有効
であるかどうかについて問題が存する。1933年11月13目法の下では，会社の設立の
さいに全額払込済株式について定款により与えられた2倍議決権に関しては，この
承認は必要であると考えられていた。なぜなら，これらの株主は特別種類の株式を有
するからである。これに反して，2倍議決権が全額払込済でかつ2年以上前から記
名式の下で保有されていた株式に付着しているときは，この承認は不要であると解
されていた。なぜなら，この場合にはすべての株主は少なくとも2年以上前から記
名登録していることを証明したときにかぎり，この特権を受けることがでぎるから
である。新社会法の下では，前述のように，前者の場合は削除され，後者の場合のみ
がみとめられているから，2倍議決権の一般的廃止について，当該権利を有する株
主の種類株主総会による承認は必要ないものと解せられる。もっとも，この点に関
する判例はないので，かかる問題の解決で十分かどうかは今後の問題として残され
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よう。
法第177条〔議決権数の制限〕
　定款は，各株主が総会において行使する議決権の数を制限することが
できる。ただし，株式の種類を間わず，すべての株式にこの制限を付さ
なければならない。
　Loi　Art．177．一Les　statuts　peuvent　limiter　le　nombre　de　voix
dont　chaque　actiomaire　dispose　dans　les　assembl6es，sous　la
condition　que　cette　l茎mitation　soit　impos6e　a　toutes　les　actions
sans　distinction　de　cat6gorie．
　〔解　説〕
　　　1．定款による議決数の制限　　1867年法（27条，31条）および1933年11月
13目法（1条4項）と同様に，本条は，各株主が総会において有する議決権の数を
定款によって制限すろことがでぎる旨をみとめている。かかる定款による議決権数
制限の目的は，総会の民主的性格を強化し，大株主の総会における支配力を制限す
ることにあるが，この種の条項については，以下の考察を必要とする。
　　（1）本条の文言からは明白でないが，かかる条項は原始定款のみならず，特別
総会によって決議しうる定款変更によっても設けることカミできるものと解する
（Lefebvre，p・108）。本条は，法第175条第1項と異なり，r定款は議決権の数を制限
することカミでぎる」とのみ規定し，特別総会については何ら規定していない点か
ら解釈すれぼ，かかる条項を設けることがでぎるのは，原始定款のみに限るとも解
しうるが，これは形式的解釈にすぎず，本条の立法趣旨を実質的に解釈すれば，定
款変更が適法に決議されるかぎり，設立後においても，かかる条項を定款に設ける
ことは可能と解すべきである。事実，パリ控訴院の判決は（arr6t　du23f6vrier
1957，D．1958，135），総会において各株主が有しうる議決権の数を30に制限する特
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別総会の決議は有効であると判示している。
　　（2）制限条項は，株主が有する議決権の最大数（nombre　maximal　de　voix）
を定めなけれぽならない。本条は，その数字をとくに定めていないので，定款は議
決権数の最高限を自由に定めることができる。たとえば，議決権を一定数に制限す
ることもできれぽ（10，30，100など），株主に対して比例的に減少する議決権数を
与えることもできる（たとえば，最初の10株については10議決権，以後11株から20
株については1議決権追加，21株から50株についてはもう1議決権追加するという
ように）。また，株主は総会の全構成員に属する議決権数の一定割合（たとえば5
パーセント）を超える議決権数をもって決議に参加することがでぎない旨を定款に
定めることもできる。
　　（3）議決権数の制限は，すべての総会について定めることができる。本条は，特
別の呼称なしにr総会」（1es　assemb16es）と複数で定めているからである。しかし，
各種の総会問で区別することは禁止されているとは思われないので，たとえば，議
決権数の制限を通常総会または特別総会についてのみ定めたり，あるいは一定の目
的について審議する一定の総会にのみ制限を設けることも可能であると考える。
　　（4）本条の制限は，株式の種類を問わず，すべての株式に付さなければならな
い（本条後段）。尊の条文は，とくに他の株式に比べて利益を受ける優先株，特権
株（actionsPrivi169i6es）の存在を前提としたものと思われるが，これに限ること
なく，異なる券面額を有する株式が発行されている場合にも適用されるものと解す
る（Lefebvre，P．108）。
　　（5）制限はr各株主」が有する議決権に関するものでなければならない。この
点，定款による議決権数の制限を定める1933年11月13日法の下では，r総会の構成
員」という表現が使われ，かかる制限は株主が自ら有する議決権にのみ関するもの
か，他の株主の代理人として有する議決権も含められるかについて議論がなされて
いた。たとえば，定款に定められた議決権数の最大限が20議決権であるとき，自ら
50株を有し，かつ50株を有する他の株主を代理する株主は20議決権を有するのか，
40議決権を有するのかの問題である。
　　ある説は，r総会の構成員」という表現から推論して，株主の議決権数ボ定款に
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よって制限されている場合には，自己固有の株式に付着する議決権を含めて，株主
たる代理人の議決権の総数は，定款により定められた制限数を超えることができな
いとして，前者の立場をとった。これに対し，1957年2月23日のパリ控訴院判決は
（D．1958，135），ある総会において，1人の株主が行使しうる議決権の最大数は，
彼が自ら行使しうる議決権と彼が代理する株主の各々が行使しうる議決権の最大数
の総数にひとしいと判示して，これと反対の解釈を示した。
　　本条は，後者の立場を採用したものと考えられる。なぜなら，この条文による
と，定款により制限されうるのはr各株主」が行使しうる議決権の数であって，総
会の各構成員ではないからである。事実，上院における報告において・ディリー
（Dailly）氏は，法案により支持されたのはパリ控訴院の解釈であることを肯定して
いるからである。したがって，たとえば，定款が特別総会において1人の株主が行
使しうる議決権の数を15と制限しているとき，1人の株主が自ら50株を有し，A100
株，B5株，C8株を有するABC3人の株主から委任状を受けていたとすれば，
この総会において彼が行使しうる議決権数は，次のように計算される。すなわち，
自身について15議決権，Aについて15議決権，Bについて5議決権，Cについて8
議決権，総計43議決権となる。
　　（6）総会における議決権数を制限する定款の条項は，これを公示しなければな
らない。けだし，法定公告掲載紙において会社の設立通知に記載すべき事項を列挙
する命令第285条は，議決権行使の条件に関する事項を定めているからである。同
様に．この制限が定款変更によって設けられたときは，定款の変更が公示され（令
287条），1967年3月23日命令第58条の規定に従って，商事裁判所の書記局に寄託さ
れなければならない。
　　（7）議決権数を制限する定款の規定を脱法するため，第三者または小株主に対
してその株式の一部を委託する大株主は，本法第440条第2号の適用にもとづぎ，
2年の禁銅または2，000フラン以上40，000フラソ以下の罰金に処せられる。
　　　2．法定制限　　公募会社の創立総会および現物出資または特別利益を審議
決定する特別総会においては，各株主が有しうる議決権の数は10議決権に制限する
（法82条1項，193条2項）。株主の代理人は同一の限度でその委任者の議決権を行
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使する。たとえば，10株以上有する株主Aが，各々10株以上有する他の株主3人を
代理するときは，Aは最大限40議決権（4×10）を行使することができる。この場
合，かりに3人の中の1人が5株しか有していないとすれば，Aは総計35議決権以
上行使することはできない。
　　可変資本投資会社（S．1．C。A．V）は，同一会社において議決権の20分の1以
上を有することはできない（1964年4月30日第64－401号命令により改正された
1945年11月2日のオルドナソス第15条の6第4項）。
令第146条〔総会の議長〕
　①株主総会は，社長または監事会の議長，これらの者が欠席しているときは，
定款に定められた者がこれを主宰する。前記の者が欠けているときは，総会が自
ら議長を選任しなけれぼならない。
　②会計監査役，裁判所の指名した受任者または清算人が総会を招集する場合に
は，招集者または招集者の中の1人が総会を主宰する。
　D6c．Art．146．一Les　assemb16es　d’actionnaires　sont　pr6sid6es　par　le
pr6sident　du　conseil　d’administration　ou　du　conseil　de　surveillance少selon
lecas，ou，ensonabsence，parlapersonnepr6vueparlesstatuts．A
d6faut，rassemb16e61it　elle－meme　son　pr6sident．
　En　cas　de　convocatio丘par　les　commissaires　aux　comptes，par　un
mandataire　de　lustice　ou　par　les　liquidateurs，1，assemb16e　est　pr6s量de6par
celui　ou　par　I’un　de　ceux　qui1，0nt　convoqu6e。
令第147条〔投票立会人および書記〕
　①総会の投票立会人は，最多数の議決権を有し，かつその就任を受諾する総会
の構成員2人をもってあてる。
　②総会の事務局は，書記を指名しなければならない。定款に別段の定めのない
かぎり，書記は株主以外の者から選任することができる。
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　：D6c．Art．147．一Sont　scrutateurs　de　rassemb16e，les　deux　membres　de
三adite　assemb16e　disposant　du　plus　grand益ombre　de　voix　et　accepta葺t
cette　fonction．
　Le　bureau　de1’assemb16e　en　d6signe　le　secr6taire　qu重，sauf　disposition
contraire　des　statuts，peut　etre　choisi　en（lehors　des　actionnaires・
　〔解　説〕
　　　1．序　説　　旧会社法の下では，総会の事務局の設置，構成，権限などに
ついて特別の規定はなかったが，実際には，その設置は慣行とされ，また1937年8
月31日命令により1867年法第28条に付加された第2項はr出席簿は・一・総会事務局
がその正確なる旨を確認し」という表現を用いて，総会事務局の設置を暗に命令し
ているものと解せられていた。これに対し，新会社法においては，命令第146条お
よび147条が明文の規定を設け，事務局の構成および役割を明確に定めている。
　　　2．事務局の構成　　総会の事務局は，議長（pr6sident）・2人の投票立会
人（scru亡ateurs）および1人の書記（secr6ta1re）をもって構成される。
　　（1）議長　　総会が取締役会によって招集されるときは社長が，監事会によっ
て招集されるとぎは，監事会の議長が原則として総会の議長となる。社長または監
事会の議長が欠席のときは，定款において定めた者（たとえば，副社長，最古参の出
席取締役など）が議長となる。社長または監事会の議長が不在で，かつ定款におい
てその補充が定められていないときは，総会が自ら議長を選任しなければならない
（令146条1項）。この権限は，次の場合にも総会にみとめる必要がある。すなわち，
（a）総会の議長たる社長が解任されたとき（Cass・civ・51uillet1893，D・1894，1・
41）。（b）総会の議長ボ議事目程を完了する前に．勝手に閉会したとき　（Trib。com．
Seine，29mai1896，J．Soc．1896，42g　l　Trib．com．Seine，30juin1920，J・Soc・
1920，4101Trib．com，Seine，16juillet1924，」．Soc・1926，112）である。
　　一定種類の株式を有する株主のみから構成される種類株主総会の議長について
特別の規定はないが，本条第1項の一般的表現からみて，たとえ社長または監事会
の議長が当該種類の株式を有しないときでも，これらの者が議長となるものと解す
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ることができる。ただし，明確を期するためには，定款により種類株主総会の議長
を予め定めておくことも可能である。たとえば，社長または監事会の議長が種類株
主総会の構成員が有するのと同種の株式を有するときはその者が議長となる。さも
ないときは，社長または監事会の議長が指名した当該総会の構成員が議長となると
定めておくことができる。
　　さいごに，会計監査役，裁判所の指名した受任者または清算人が総会を招集す
る場合には，招集者または招集者の中の1人が議長となる（令146条2項）。
　　（2）投票立会人　　旧慣行にならって総会の投票立会人は最多数の議決権を有
し，かつその就任を受諾した総会の構成員2人をもって当てる（令147条1項）。こ
の規定は次の考察を必要とする。
　（a）本条はr最多数の議決権」を条件としており．旧法の下で多くの会社が定款
で定めていたようなr最多数の株式」の保有を条件としていないことが注目される。
したがって，投票立会人の選択には，2倍議決権が存するときはそれを，および総
会構成員が自己の名で有する議決権のみならず，彼が代理する議決権の数をも考慮
しなければならない。
　（b）株主の配偶者は，たとえ自身が株主でないときでも，投票立会人になること
ができる。けだし，その者は株主の代理人として総会の構成員になりうるからであ
る。
　（c）法人は自然人と同一の資格で投票立会人に指名することができる。そのとき
法人は総会におけるその代表者を通じて行動する。
　（d）投票立会人の職務を受諾した者にかぎり，投票立会人となる。予定された構
成員がその就任を受諾しなかったときは，議決権数に従い，次位にある者に申出を
なし，承諾あるまではそれを続けなければならない。なお，とくに明記されていな
いが，議長は投票立会人を兼任することができないものと解せられる（Vuiellermet
et　Hureau，p．477）。
　　（3）書記　　総会の事務局は書記を指名しなけれぽならない。定款に別段の定
めのないかぎり，書記は株主以外の者からでも指名することがでぎる（令147条2
項）。書記は議長および投票立会人の職務を兼任することができない（Vuiellemet
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et　Hureau，p．478）。
　　　3。事務局の役割　　事務局は総会のよりよき運営と秩序を配慮し．審議お
よび決定の証明を与えることを任務とする。それは事務局が出席簿の正確であるこ
とを証明すること（令145条3項），および議事録に署名すること（令149条1項）
にあらわれている。
　　事務局の最初の任務は出席簿またはそれに添付された委任状によって，法定の
定足数に達しているかどうかを確認することである。定足数に達しない場合には，
総会は適法に決議することができないから，改めて後目に総会の招集がなされなけ
ればならなくなる。定足数の不足は，事務局の構成員によって署名される記録に記
載されなければならない（令150条）。
　　必要な定足数に達したことが確認された場合には，審議が開始される。総会の
議長は会議を統率し，総会の秩序を維持し，議事目程に定められた議案を総会に付
し，株主に発言させる。ときには，提案された修正案を採り上げて議決させること
がでぎる。
　　総会の事務局は．討議中に生じた争いを解決する。事務局の決定に株主が異議
を申立てたときは，総会が確定する。事務局は総会の秩序を維持しなければならな
い。たとえば，事務局は株主に退場を命ずることがでぎる。退場させられた株主の
議決権は定足数および多数決の計算において控除される。総会の秩序を維持するた
めに，事務局は公権力を要請することができる。退場を命ぜられた株主は，事務局
の決定が総会の決議に従うべき旨を要求することができる。
　　事務局は，また，票決を監視することができる。この職務を担当するのが投票
立会人である。本法第448条は，総会にさいして議決権に関する諸規定を遵守しな
かった議長および事務局構成員に対し2，000フラン以上10，000フラン以下の罰金に
処する旨を定めている。
令第149条〔議事録の作成〕
　①総会の議事録には，開催の日時および場所，招集の方法，議事目程，事務局
の構成，議決に加わった株式の数および充足した定足数，総会に提出された書類
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および報告書，議事の要領，議案および決議の結果を記載しなければならない。
　②議事録は，第85条および第109条に定める条件に従い，本店に備置かれる特
別簿をもって作成しなけれぽならない。
　D6c．Art．149r：Le　procさs－verbal　des　d61ib6rat三〇ns　de　rassemb16e　indique
ladateetlelieuder6union，1emodedeconvocation，1’ordredujour，1a
composition　du　bureau，1e　nombre　d7actions　participant　au　vote　et　le
quorum　atteint，1es　doc砥ments　et　rapports　soumis　a1’assemb16e，uゑ
r6sum6des　d6bats，1e　texte　des　r6solutions　mises　aux　voix　et　le　r6sultat
des　votes．11est　sign6par　les　membres　du　bureau。
　Les　procさs－verbaux　sont　6tablis　sur　un　registre　sp6cial　te範u　au　siさge
socia1，dans　les　conditions　pr6vues　aux　articles85et109。
令第150条〔不適法な総会とその記録〕
　必要な定足数を欠くために，総会が適法に決議できないときでも，この総会の
事務局はその旨の記録を作成しなければならない。
　D6c．Art．150．一Si，a　d6faut　du　quorum　requis，une　assemb16e　ne　peut
d61ib6rer　r6guliとrement，il　en　est　dress6procさs－verbal　par　le　bureau　de
ladite　assemb16e．
令第151条〔議事録の謄本・抄本〕
　①株主総会の議事録の謄本または抄本には，社長もしくは副社長の役職をつと
める取締役，または監事会の議長もしくは副議長，または董事会の構成員が証明
を付さなければならない。総会の書記もまたこれを証明することができる。
　②会社の清算の場合には，議事録の謄本または抄本は，清算人にかぎり証明す
ることができる。
　D6c．Art．151．一Les　copies　ou　extraits　de　procさs－verbaux　des　assemb16es
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d’actionnaires　sont　valablement　certifi6s，soit　par　le　pr6sident　du　conse蝕
d’administration　ou　par　un　administrateur　exergant　les　fonctions　de
directeur　g6n6ra1，soit，1e　cas6ch6ant，par　le　pr6sident　ou　le　vice－pr6sident
du　conseil　de　surveillance　ou　par　un　membre　du　directoire．11s　peuvent
6galement　etre　certi丘6s　par　le　secr6taire　de1’assemb16e。
　En　cas　de11quidation　de　la　soci6t6，ils　sont　valablement　certi五6s　par　un
seul　liquidateur．
　〔解　説〕
　　　1．議事録の作成義務　　各総会後には，議事録を作成しなければならない。
この議事録の作成義務は，株主に議事録の閲覧権をみとめる本法第170条の規定か
ら間接的に生ずる。この点は1867年法（35条）と同様であるが，旧会社法が議事録
の作成方式，記載事項およびその作成条件について明文の規定を設けていなかった
のに対し，1967年3月23日の命令は，これら種々の事項について詳細な規定を設け
ている。なお，注目すべきは，必要な定足数を欠くことにより，総会が適法に決議
できないときでも，事務局は議事録を作成する義務のあることである（令150条）。
　　　2．議事録の様式　　命令第149条第2項は，議事録の様式について本命令
第85条および第109条を準用しているので，これらの規定の定める条件に従って議
事録は作成しなければならない。すなわち，議事録は商事裁判所の裁判員，第1審
裁判所の裁判官，市町村長または助役が，通常の形式に従いかつ無料で，番号を付
したうえ署名し，かつ花押を書いた本店備置きの特別帳簿をもって作成しなければ
ならない（令85条1項，109条1項）。ただし。会社の便宜を考慮して，この議事録
はルーズリーフ式帳簿をもって作成することも可能である（令85条2項，109条2
項）。
　　このル＿ズリーフには通し番号を付し，帳簿と同じ条件に従って署名・花押し，
かつ花押した者の職印が押されなければならない。そのほか・一葉に記載がなされ
ないときは，余白があっても，これを前葉に接続して編綴しておかなければならな
い。紙葉の付加，除去，取替え，または差し替えはすべて禁止される。ルーズリー
フの保存については特別規定はないが，ルーズリーフは環によりあるいは編針によ
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って帳簿に編綴あるいは挿入し，帳簿に綴じ込みあるいはのりづけすることがでぎ
る。この場合には，署名・花押しなければならないのはルーズリーフ自体にであっ
て帳簿ではない。かくて，旧制度の下で行なわれていたような，整理番号も花押も
ないルーズリーフで議事録を作成し，その後，整理番号と花押を付した帳簿にそれ
を密着させることはできない（Lefebvre，．126）。
　　　3．議事録の内容・　議事録には次の事項を記載しなければならない（令
149条1項）。すなわち，
?「??????
　　議事録には，
役の報告書，貸借対照表，当期純損益計算書，損益計算書などを列挙すれぽ足りる。
かかる書類および報告書の内容を再記することは必要でない。
　　（7）議事の要領
　　（8）議案，これは単に最終的に採択された議案だけでなく，否決された議案も
記載しなければならない。
　　（9）決議の結果
　　そのほか，株主は議事録に自己の意見の記載を要求することができる。
　　　4．議事録の署名　　以上のようにして作成される議事録には，総会の事務
局構成員の署名を必要とする（令149条1項）。これは単に総会の議長によるだけで
ないことを明白にしたものである。この署名は総会の終了時に行なうことは命ぜら
れていないが，できるだけ早く行なうことが望ましい。事務局構成員の署名のない
議事録は不存在とみなされる（Lefebvre，P・142）。
　　　5．議事録の謄本および抄本　　総会の議事録の謄本または抄本には，社長
または副社長の職務を行なう取締役，新型の株式会社においては監事会の議長また
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総会に提出された書類および報告書。
　　　　これらの書類および報告書，たとえば，取締役会および会計監査
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は副議長もしくは董事会の構成員，会社の清算の場合には清算人にかぎり，それが
有効なることを証明することができる。総会の書記もまたこれを証明することがで
きる（令151条）。
　　　6．議事録の証拠価値　　議事録は，反証のないかぎり総会の議事を証明す
る（Cass．req。28f6vrier1888，D・1888，1・427）。したがって，利害関係人は何
らかの方法によって，そこに記載された事項が正確でないことを証明することによ
り，議事録の記載事項について異議を申立てることができる。
　　　7．刑事制裁　　故意に事務局の構成員により署名され，特別の帳簿として
本店に保存されかつ開催の目時および場所，招集方法，事務局の構成などを記載す
る議事録により，すべての株主総会の決議の確認を行なわない社長および取締役
（董事会および監事会構成員）は2，000フラン以上，10，000フラン以下の罰金に処
する（法447条3号）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《福井　守・荒木正孝》
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